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今日、バブル経済崩壊後の長期経済低迷に加え、経済のグローバル化、高度情報化、更には

少子高齢化に伴う人口動態の変化は、我が国を支えてきた様々な制度の改革を余儀なくしてい

る。このような流れは自治体も例外ではなく、成熟社会に移行し、本格的な地方分権社会が到

来した今、自治体自らが確固たる行財政基盤を整え、自主自立のまちづくりを進めていかなけ

ればならない状況にある。 

このような中、本市は、市税を始めとする収入が激減する一方、扶助費など義務的経費が増

大し、大幅な収支の乖離が生じている。15 年度以降も早期の景気回復が望めず、加えて地価

の下落やデフレ経済の進行が懸念される中では、行財政全般にわたって抜本的な改革の取組無

くしては、財政再建団体への転落は避けられないという、本市は今、最大の危機に直面してい

る。 

この危機を克服し、市政を再建するためには、これまでの取組に加え、経営的視点も取り入

れた行政経営改革を断固として推進していかなければならない。 

もとより、経営再建の目的とするところは、直面する財政危機を乗り越え、市民・事業者と

行政が、個々の役割と責任を認識しつつ、「自律・参画・協働」をまちづくりの基本に据えて、

ともにより良き地域社会を形成していくこと、更には、尼崎市に生活や事業活動の基盤を置く

すべての市民が、利便性や快適性など多様な付加価値を実感し、自己実現が図れるまちとして、

ここに納得して住み、満足できる尼崎市を実現していくことにある。 

このため、経営再建に当たってはスピードを重視し、当面財政再建団体転落の危機を回避す

るとともに、増大した行政規模を本市の体力に見合った規模に見直し、安定的な行財政運営体

制の確立と新しい価値を生むまちづくりへの道筋を示すことが求められている。 

この再建プログラムが、広く市民に理解され、全職員が一致して改革を果敢に実践していく

ことによってはじめて、尼崎の再生と新しい発展が可能となるものである。 

 

 

 

１１１１    再建プログラムの位置付け再建プログラムの位置付け再建プログラムの位置付け再建プログラムの位置付け    

本市は１３年度を初年度とし、今後１０年間のまちづくりの方向性を示した「第２次基本

計画」及び、基本計画との整合性を図りながら収支均衡や財政の弾力性を確保するための「行

ⅠⅠⅠⅠ    再再再再    建建建建    ププププ    ロロロロ    ググググ    ララララ    ムムムム    策策策策    定定定定    のののの    目目目目    的的的的    

ⅡⅡⅡⅡ    ププププ    ロロロロ    ググググ    ララララ    ムムムム    のののの    位位位位    置置置置    付付付付    けけけけ    とととと    構構構構    成成成成    



 

2

財政運営指針」を策定したところである。 

計画策定当時から、経済環境の大きな変化があったものの、基本計画の理念や行財政運営

指針に掲げたあるべき姿は、今後とも尊重すべきものであることから、経営再建の取組はこ

うした基本計画や指針の考え方を基本に進めていくこととする。 

  ２２２２    再建プログラムの構成再建プログラムの構成再建プログラムの構成再建プログラムの構成    

再建プログラムは、再建の目標及び基本方針、執行方針を示す基本部分と、再建に向けて

の具体的な取組項目を示すプログラム部分の２部構成とする。 

この度策定したのは基本部分であり、この基本・執行方針に基づき、経営再建の具体的取組

に着手する。その結果は秋に公表予定の経営再建プログラム素案としてまとめる。 

 

    

    

    １１１１    市行財政の現状市行財政の現状市行財政の現状市行財政の現状    

本市は産業都市として高度経済成長期にまちが大きく発展し、人口も急増した。この発展

過程で、豊かな法人市民税や収益事業収入に支えられ、公共施設の整備や市民サービスの充

実に努めてきた。 

しかし、バブル経済の崩壊を境に、景気の長期低迷の影響を受け、法人市民税や収益事業収入

が年々大きく減少し、また、安定的な収入である固定資産税も地価下落の影響で減少になるなど、

大幅な収入の落ち込みとなっている。 

   一方、阪神淡路大震災からの復旧・復興事業などにより、市の借金である地方債の残高が１４

年度末で２２３５億円にも及び、その返済に充てる公債費が年々増加しているほか、生活保護費

を中心とする扶助費などが年々増加している。 

   本市ではこれまで、８年間で８００人近い職員の削減を行うなどの内部努力を進めてきたが、

その効果を上回る税収の落ち込みなどもあって、財政状況は悪化の一途をたどっている。 

このような収支不足額が１４年度には１５０億円にも及んだことから、職員定数の削減、全職

員の給与カットや土地の売り払いなど徹底したコストの削減や事務事業の見直しなどの様々な取

組により、何とか予算を編成することができた。 

しかし、今後も市税収入がさらに減少し、収支の確保を図ることが今まで以上に困難な財政状

況が予測される。 

    

ⅢⅢⅢⅢ    市行財政の現状と今後の収支見通し市行財政の現状と今後の収支見通し市行財政の現状と今後の収支見通し市行財政の現状と今後の収支見通し    
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    ２２２２    今後の収支見通し今後の収支見通し今後の収支見通し今後の収支見通し 

            今後の収支見通しは、再建プログラムを構築する上での前提となることから、的確な見通

しが求められるが、現在の経済情勢は極めて不透明なことから、市税収入等においては、集

中取組期間中は過去の実績を基に見通しを立て、17 年度以降については横ばいで推移するこ

ととした。 

なお、収支見通しは最新の景気動向等を常に留意しておく必要があることから、毎年度、

概ね２回程度時点修正し、その結果、再建プログラムの内容と乖離が生じた場合には、経営

改革項目に反映していく。 

１９年度までの収支見通し（Ｈ14 年 6 月時点） 
      単位:億円 

  
平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

歳  入 1,181 1,068 1,049 1,041 1,028 1,025 

歳  出 1,181 1,235 1,252 1,202 1,220 1,222 

差引収支 
(単年度収支)   0 △ 167 △ 203 △ 161 △ 192 △ 197 

累積収支   0 △ 167 △ 370 △ 531 △ 723 △ 920 

  *一般会計一般財源ベース 

 

試算の結果、１５年度以降、毎年度２００億円近い収支不足額が見込まれることから、財

政再建団体への転落が現実のものとなるなど、危機的状況を迎えている。 

この収支不足に対する対応策は、今回の基本方針に基づいて進める具体的取組を通じて改

革項目を選択し、秋に公表予定の経営再建プログラム素案の中で、５年間の改善額も含め明

らかにしていく。 

  

    

    

再建期間は 15 年度から 19 年度までの 5年間とする。 

ただし、15、16 年度を集中取組期間とし、財政再建団体への転落阻止を最優先課題として取

り組む。 

ⅣⅣⅣⅣ            再再再再        建建建建        期期期期        間間間間    
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このため、集中取組期間においては、債務の繰り延べや適債事業の拡大など、歳入の確保に 
 
向けてあらゆる手段を講じるとともに、歳出においても大胆な抑制策等を講じる。    

 

 

 

 

現在は、財政再建団体への転落も危惧される危機的な財政状況にあるが、地方自治の主体

性を守り、市民本位のまちづくりを進めていくために、何より財政再建団体転落の阻止に重

点を置きながら、自治体の体力の回復に努めつつ、財政構造の改善やより良き地域社会の形

成を進める。 

１１１１    財政再建団体への転落阻止財政再建団体への転落阻止財政再建団体への転落阻止財政再建団体への転落阻止    

歳入の根幹となる市税収入や歳出における扶助費等は、景気動向や高齢化の影響等を反映

し大きく変動している。現在の情勢を踏まえるならば、本市の今後の収支不足額は、自治体

経営における警戒ラインである標準財政規模の 20％を超えて推移していくことが予想され

ることから、財政再建団体への転落を阻止することを最優先の目標とする。 

 

２２２２    収支均衡と構造改善収支均衡と構造改善収支均衡と構造改善収支均衡と構造改善    

現在の危機的な財政状況を自治体改革を成し遂げる契機として捉え、自律を基本に構造改

善に取り組む必要がある。そのためには、厳しい収支見通しの上に立って行財政の再建を進

め、経営体力にふさわしい行政規模・体質に改めるとともに、再建期間の最終年度には一般

会計における収支均衡を確保し、安定した行財政基盤を確立する。 

 

３３３３    協働の仕組づくり協働の仕組づくり協働の仕組づくり協働の仕組づくり    

これまでは増大する行政需要に対し、主として行政主導で対応してきたが、社会経済環境

が成長期から成熟期へ移行し、更に進展していく分権時代においては、市と市民の役割分担

の在り方を問い直す必要がある。 

今後は、住民や NPO を始め地域に内在する力を最大限に生かしながら、分権型地域社会の

形成と活性化に向けた条件整備に取り組み、協働を基本としたまちづくりの仕組を作ってい

く。 

 

ⅤⅤⅤⅤ        経経経経    営営営営    再再再再    建建建建    のののの    目目目目    標標標標    
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４４４４    まちの魅力の創出と蓄積まちの魅力の創出と蓄積まちの魅力の創出と蓄積まちの魅力の創出と蓄積    

収支均衡の取組の一方で、まちの魅力の創出と蓄積に向けた施策を展開していかなけれ

ばならない。このため再建期間中に、将来の発展に向けた成果目標を明らかにするなど、

まちづくりを進める手法を整備し、まちの価値を高める取組を進める。 

    

    

    

経営再建に向け、着実な成果を挙げていくためには、達成すべき目標の共通認識を図った

うえで、次の考え方を基本方針として、経営再建の取組を進める。 

 

１１１１    ゼロベースからの「選択」・「集中」ゼロベースからの「選択」・「集中」ゼロベースからの「選択」・「集中」ゼロベースからの「選択」・「集中」    

現在実施している事業、サービスは継続を前提とせず、ゼロベースからの再構築を基本と

する。事業構築に当たっては、経営再建の基本的な考え方や将来の市の発展に合致する事業

を「選択」し、限られた経営資源をそれら事業に「集中」していく。 

     

２２２２    既定計画・方針の取扱い既定計画・方針の取扱い既定計画・方針の取扱い既定計画・方針の取扱い    

実施計画を含め、既定の部門別計画や方針に基づく事業にあっても、経営再建の目標に照

らし再評価を行う。 

なお、次期実施計画は、従来の形式による計画の策定は行わない。計画の在り方は、経営

再建プログラムの策定過程で明らかにしていく。 

 

３３３３    協働のまちづくりと小さな市役所づくり協働のまちづくりと小さな市役所づくり協働のまちづくりと小さな市役所づくり協働のまちづくりと小さな市役所づくり    

(1)   経営再建に当たっては、人件費の抑制や委託化の推進、外郭団体の経営改善・統廃合な

ど、経営の効率化を一層進める。 

(2)   民間で代行できるサービス等は、徹底して移管を進める。 

(3)   まちづくりにおいては、協働の取組を基本に据え、行政が担う範囲を見直し、地域力の

創造を図る。 

(4)   公共施設の集約化や廃止・転用等を進めるとともに、土地等の資産の活用を図り、税源

の涵養や良好なまちづくりの形成に努める。 

 

ⅥⅥⅥⅥ        経経経経    営営営営    再再再再    建建建建    のののの    基基基基    本本本本    方方方方    針針針針    
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４４４４    新しい行政経営の展開新しい行政経営の展開新しい行政経営の展開新しい行政経営の展開    

事務事業の再構築と推進に当たっては、成果志向に基づくなど、新しい行政経営システム

構築の取組を進める。 

 

 

    

再建期間における重点的取組項目と方向性を次のとおり定める。 

 

１１１１    人件費の抑制を図る。人件費の抑制を図る。人件費の抑制を図る。人件費の抑制を図る。    

 

 
（1） 再建期間中に、行政規模の類似した都市を参考に職員定数を削減する。 
 
（2） 集中取組期間中は、職員の新規採用は行わない。 
 
 (3)  責任の度合いと実績に応じた人事・給与制度を実現するとともに、勤務条件等の適正化を
進める。 

 
（4） 事務の必要性、処理方法を根本的に見直し、職員の超過勤務を縮減する。 
 

    

２２２２    外郭団体の経営改善、統廃合を進める外郭団体の経営改善、統廃合を進める外郭団体の経営改善、統廃合を進める外郭団体の経営改善、統廃合を進める。。。。    

    

 
（1） 外郭団体の業績を評価し、自立的な経営改善を促進する。 
 
（2） 外郭団体の使命を明確にし、存在意義の薄れている団体の統廃合を行う。 
 

    

３３３３    公共施設の再配置と統廃合を進め、市有公共施設の再配置と統廃合を進め、市有公共施設の再配置と統廃合を進め、市有公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る。財産の有効活用を図る。財産の有効活用を図る。財産の有効活用を図る。    

既存の公共施設の集約化や廃止、転用を図り、運営についても民間活力を導入する。また

統廃合により生じた土地等の資産については、売却するなど効率的活用を図る。 

 

 

ⅦⅦⅦⅦ    経経経経    営営営営    再再再再    建建建建    のののの    執執執執    行行行行    方方方方    針針針針    
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（1） 6 行政区ごとや近隣区域に設置してきた公共施設の抜本的な見直しを行う。 
 
（2） 都市計画決定から年次が経過し、必要性などが低下した計画の廃止・変更を行い、不要
となる財産の処分・活用を進める。 

 
（3） 民間や他の団体等と競合する施設の廃止や運営形態の見直しを行う。 
 
（4） 老朽化している施設については、将来にわたっての必要性を十分に精査し、存廃を判断
する。 

 
（5） その他公共施設全般にわたって、今日及び将来的視点から必要性等を精査する。 
 

    

４４４４    財源の確保を図る。財源の確保を図る。財源の確保を図る。財源の確保を図る。    

    

 
（1） 市税等の滞納整理に向けた全庁的な取組の強化と条件整備を図り、税収等の確保・拡大
を図る。 

 
（2） 使用料及び手数料の適正化を図る。 
 
（3） 収益事業収入の確保に向けた各種取組を進める。 
 
（4） 交付税の総額確保や適債事業の拡大等財源の拡充について要望する。 

 
（5） 税の減免廃止と新税の創設に向け検討を進める。 
    

    

５５５５    事務事業をゼロベ事務事業をゼロベ事務事業をゼロベ事務事業をゼロベースで再構築する。ースで再構築する。ースで再構築する。ースで再構築する。    

 
（1） 民間において提供されているサービス、代行できる業務は、公的関与の必要性、市場原
理の視点から見直し、民間移管・委託を進め、効率化を図る。 

 
（2） 需要の伸びが著しい社会保障関連経費の抑制に向け、自立促進等の対策を講じる。 
 
（3） 国・県の基準を上回る施策、市単独個人給付事業、各種補助金等は、その必要性を精査
し、再構築を行う。 

 
（4） 一律給付的な事業は、所得や自立度、健康度などの尺度で再評価する。 
 

（5） 国、県の補助金の有無に関わらず、市の経営再建の取組を優先するため、既定事業の休止、
計画の変更等の見直しを行う。 
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６６６６    負債の抑制に向けた取組を進める。負債の抑制に向けた取組を進める。負債の抑制に向けた取組を進める。負債の抑制に向けた取組を進める。    

 

 
（1） 既存の開発事業を見直し、計画の変更などを行うことによって、負債の拡大を抑制する。 
 
（2） 新たな土地の取得は極力抑制する。 
 
（3） 土地開発公社など外郭団体の負債処理に努める。 
 

 

７７７７    新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。    

    

 
（1） 事務事業評価システムを運用し、行政運営のなかに PDCA サイクルを定着化させる。また、

的確に地域課題を把握するためのマーケティング手法を整備し、顧客・成果志向、市場原
理の活用、権限委譲などニュー・パブリック・マネジメントの考え方に基づく行政経営シ
ステムを確立する。 

 
（2） 入札制度・契約制度の改革を行う。 

 
（3） 尼崎の将来の発展に向けた具体的な政策の評価手法を確立し、人口の定着化や新産業の
創出など、まちの魅力と価値を高める各種施策を戦略的に展開できる体制・制度づくりの
取組を進める。。。。    

 

    

    

    

    

１１１１        経営改革の主体的取組経営改革の主体的取組経営改革の主体的取組経営改革の主体的取組    

経営改革項目の抽出と実践は、事業所管局室の主体的な改革改善行動を基本とする。 

なお、今後の具体的な取組方法については、別途、経営再建の具体的取組方針で明らかに

する。 

 

２２２２        経営資源の重点配分と報奨による経営再建の推進経営資源の重点配分と報奨による経営再建の推進経営資源の重点配分と報奨による経営再建の推進経営資源の重点配分と報奨による経営再建の推進    

経営改革の取組を効果的に進めるため、組織や職員など経営資源を重点的に配分していく。

また、顕著な実績を上げた組織や職員を報奨する。 

 

ⅧⅧⅧⅧ    経経経経    営営営営    再再再再    建建建建    のののの    推推推推    進進進進    にににに    向向向向    けけけけ    てててて    



 

9

３３３３    改革意欲の高揚改革意欲の高揚改革意欲の高揚改革意欲の高揚    

職員からの改革に係る提案については、所管組織にとらわれることなく幅広く受け入れ、効

果が見込まれる提案については積極的に施策化するなど、職員の改革意欲の高揚に努めるとと

もに、全庁的な改革運動を展開していく。 

 

４４４４    市民への説明と透明性の確保市民への説明と透明性の確保市民への説明と透明性の確保市民への説明と透明性の確保        

経営再建プログラムは、市民に公表・提案することによって説明責任を果たすとともに、市

民全体のコンセンサスを得るため広く市民の意見を聞き、行政の透明性と信頼の確保に努める。 

    

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

改 革 改 善 編 
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○○○○    はじめにはじめにはじめにはじめに    

平成１４年６月に策定した「尼崎市経営再建プログラム（再建の目標と基本方針・執行方針）」

（以下「基本編」という。）に基づき、経営再建の当面の目標である財政再建団体への転落阻止及

び再建期間の最終年度における収支均衡を達成するための具体的な取組案を策定した。 

具体的な取組の策定にあたって、基本編で示す方針を具体的取組に導くため、「経営体力にふさ

わしい行政規模、体質に改める」ことを経営の基本視点とし、次の３点を今後の行政経営改革を

貫く経営戦略とする。 

さらに、基本編で示している「新しい価値を生むまちづくりの道筋」について、再建期間中に

おける施策構築の考え方としてとりまとめた。 

 

１１１１    経営体力にふさわしい行政規模、体質に改める経営戦略経営体力にふさわしい行政規模、体質に改める経営戦略経営体力にふさわしい行政規模、体質に改める経営戦略経営体力にふさわしい行政規模、体質に改める経営戦略    

(1)(1)(1)(1)    自律・参画・協働の経営自律・参画・協働の経営自律・参画・協働の経営自律・参画・協働の経営    

市政への市民の参画が求められる一方、行政への依存傾向も依然として根強いものがある。こ

れを変革するため協働のまちづくりを進めてきたが、今後の行政経営にあっては、その方針をよ

り明確にして推し進め、協働型の自治として定着を図る必要がある。それは３つの経営（①地域

的経営:地域住民の主体的行動と地域性を活かしたまちづくり、②民間的経営:民間事業者、NPO、

ボランティアの専門性を活かしたまちづくり、③行政的経営:①、②の活動を支え、地域のトータ

ルマネージメントを図るまちづくり）を柱として進めることであり、自律・参画・協働の視点か

ら、従来の行政主導を、地域、民間が主体となるまちづくりへと移行することが重要である。 

即ち、これからの行政経営は、市政を地域、民間とともに推進することにより、様々な都市課

題を自治体の総力をもって解決する方向へ導き、経営再建プログラムの理念である「自主・自立

のまちづくり」を確立することにある。 

 

 

 

 

 

 個々の自立を基本 

 ① 地 域 的 経 営 

 ② 民 間 的 経 営 

 ③ 行 政 的 経 営 

ⅠⅠⅠⅠ    経経経経    営営営営    改改改改    革革革革    にににに    向向向向    けけけけ    てててて    

 
自律 
参画 
協働 
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(2)(2)(2)(2)    サービスの質とコストの最適を求める経営サービスの質とコストの最適を求める経営サービスの質とコストの最適を求める経営サービスの質とコストの最適を求める経営    

今後の行政経営は、「多様な手法で最も効率よく質の高い公共サービスを提供できる経営」を確

立しなければならない。それは限られた経営資源で最大の価値を創造する経営戦略を持つことを

目指すことであり、公共サービスの提供のあり方を大きく方向転換することである。サービスの

受け手にとっては、公共サービスの担い手、供給者が、必ずしも行政である必要はなく、その質

とコストを多様な供給主体から選択できることがより好ましい。 

このためには、従来の行政中心の考え方から、サービスの担い手を地域住民、民間事業者等へ

と幅広く捉え、顧客志向、成果主義に立脚した行政経営を進めることがこれに適う方途である。 

しかし、どのような場合においても、行政が市民に対するサービスに責任を持つことには変わ

りはなく、むしろ行政はこれまで以上にサービスの質とコストの最適を求めるためのマネージメ

ントに責任を持たなければならない。 

  

(3)(3)(3)(3)    新しい時代にふさわしい小さな市役所づくりを目指す経営新しい時代にふさわしい小さな市役所づくりを目指す経営新しい時代にふさわしい小さな市役所づくりを目指す経営新しい時代にふさわしい小さな市役所づくりを目指す経営    

一般的に行政経費の高コスト構造が指摘され、このことが自治体の財政悪化の要因とも言われ

ている。本市の行政経費の高コスト構造は、経常収支比率、人件費比率の高さに示すとおりであ

り、早急に是正措置を講じていかなければならない。 

この高コスト構造の要因には、行政執行体制の肥大化、公共施設の配置のあり方や運営の有効

性、コスト意識の欠如等と深く関わりがあることから、経営構造をより効率性、機動性のあるス

リムなものに大胆に変革していくこと、つまり、新しい時代の小さな市役所づくりを目指す経営

により、構造改善を進めようとするものである。 
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低 高 自律・参画・協働の軸 

コ 
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の 

軸 

従来の市役所

小さな市役所

行政経営改革の経営戦略 
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２２２２    新しい価値新しい価値新しい価値新しい価値を生むまちづくりの道筋を生むまちづくりの道筋を生むまちづくりの道筋を生むまちづくりの道筋    

もとより、経営再建は、目先の収支不足を解消するためだけの、いわゆる減量的計画ではない。

再建団体転落阻止に向けての取組における行財政運営の思い切った改革・改善を行い、その過程

において当面サービス水準が従前と比べ厳しいものとならざるを得ないものの、将来の発展に資

する基盤を確立することが本旨である。 

同時に、経営再建プログラムは、実施計画のように、計画期間中に実施すべき事業を示すもの

ではないが、極めて厳しい行財政環境の下にあっても、これまでのまちづくりの成果の上に立っ

て、切れ目なく諸課題に対応しなければならない。したがって、事業構築にあたっては、基本編

の方針に沿って、経営再建の基本的な考え方や将来の市の発展に合致する事業を「選択」し、限

られた経営資源をそれらに「集中」していくものとする。 

 

今後における施策方向としては、 

「産業」については、厳しい経済環境のもとで尼崎市の再生の鍵を握る分野の一つである。本

市の経済活動を好転させ、市民福祉の向上につながる活力を生む重要な役割にあることから、蓄

積された豊かな技術力を活かしたものづくり産業へと飛躍させていかなければならない。 

「環境・文化」については、花と緑と文化・スポーツでイメージチェンジしつつある本市を引

き続き、環境と文化を創造するまちとして基盤を整え、市民文化や市民スポーツが幅広く盛んな

まちとして、イメージの定着化を図っていかなければならない。 

「保健・福祉」については、従来のサービス提供手法から、地域社会で多様な主体により支え

るシステムの構築を早期に図り、少子高齢化に伴い増大する行政需要に対応していかなければな

らない。 

「教育」については、教育環境の向上を図るための小・中学校の適正規模・適正配置の問題を

始めとして教育に係る課題は、経営再建期間にあっても最大の配慮を持って対応し、子どもの健

全な成長を支えていかなければならない。 

また、これらの各分野を支える都市機能の保全や、将来のまちづくりを見据えた魅力ある基盤

の整備についても、その取組を進めていかなければならない。 

 

経営再建の目的を、「直面する財政危機を乗り越え、市民、事業者、行政が個々の役割と責任を

自覚しつつ、「自律・参画・協働」をまちづくりの基本に据えて、ともにより良き地域社会を形成
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協働の仕組みづくり 

 
市民・事業者と行政が、個々の役割と責任
を認識しつつ、「自律・参画・協働」をまち
づくりの基本に据えて、ともにより良き地
域社会を形成していく 

 

していくこと、さらには、尼崎市に生活や事業基盤を置くすべての市民が、利便性や快適性など

多様な付加価値を実感し、自己実現が図られるまちとして、ここに納得して住み、満足できる尼

崎市を実現していくことにある」と謳い、このため、「安定的な行財政運営体制の確立と新しい価

値を生むまちづくりへの道筋を示すことが求められている」としている。改革・改善を成し遂げ

た暁には、健全な経営体力のもとで、尼崎市の未来を切り開く、「夢と希望」を持つ都市でなけれ

ばならない。そのためには、改革の過程の一方では、“尼崎の新しい発展に向けたビジョン”を市

民、事業者と共有できる取組も欠かすことができない。 

 

○ 経営再建に向けて経営再建に向けて経営再建に向けて経営再建に向けて    
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当面は財政再建団体転落の危機を回避する
 
・経営再建プログラムの実施 

新しい価値を生むまちづくりへの道筋を
示す 

増大した行政規模を本市の体力に見
合った規模・体質に見直し、安定的な
行財政運営体制を確立する 

尼崎市に生活や事業活動の基盤を置くすべての市民が、
利便性や快適性など多様な付加価値を実感し、自己実現が図れるまちとして、 

ここに納得して住み、満足できる尼崎市を実現していく 

顧客志向・成果主義の行政
経営を目指し、主要な施策
の成果目標を明確化する 
・新しい実施計画 
・第２次基本計画の検証 

ニュー・パブリック・マネジメントの
考え方に基づく行政経営システム 
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１１１１    本市財政の現状本市財政の現状本市財政の現状本市財政の現状    

(1)(1)(1)(1)    収支の実態収支の実態収支の実態収支の実態    

本市財政は、バブル経済崩壊以降、市税収入や収益事業収入の減少などにより慢性的な収支

不足をきたし、ここ数年基金の取崩しを余儀なくされるなど厳しい財政運営を迫られているが、

平成14年度においては、深刻なデフレ経済の進行による市税収入の大幅な落ち込みなどにより、

予算編成過程で 150 億円に及ぶ巨額の収支不足が見込まれた。 

こうした収支不足に対処するため、定数削減、給与カットによる人件費の削減や事務事業の

見直しなど、歳出全般にわたり全庁挙げて行財政改善に取り組む一方、市債や保有基金の活用

などの財源対策を併せて講じることによりかろうじて収支均衡を確保したが、市債や基金の活

用などその年度限りの財源措置を除くと、実質的には、100 億円を超える収支不足の解消策は翌

年度以降に持ち越された形となり、平成15年度以降に大きな構造上の課題を残すこととなった。 

右肩上がりの経済成長が終焉した今日、歳入の根幹である市税収入が増加に転じることは望

めず、現下の厳しい経済情勢を考え合わせれば、当面、一層の税収の落ち込みを見込まざるを

えないが、扶助費や公債費の義務的経費が確実に増嵩する中では、収支不足の規模は更に拡大

することが必至の状況にあり、このままでは財政再建団体への転落が現実のものとなるなど、

本市財政は、かつてない危機的な状況に直面している。 

    

(2)(2)(2)(2)    歳入の状況歳入の状況歳入の状況歳入の状況    

    こうした巨額の収支不足を生ずる要因を歳入面からみると、次頁のグラフⅡ-1 及び 2 に示すと

おり、歳入の根幹をなす市税収入と貴重な自主財源である収益事業収入が、バブル経済崩壊を契

機とする景気後退の影響を受け大きく減少したことが挙げられる。 

 平成 14年度予算についてみれば、市税収入は、ピーク時の平成 9年度から 16％減の 147 億円の

落ち込み、また、収益事業収入に至っては、ピーク時の平成 2年度から 68％減の 100 億円も落ち

込んだ。 

 とりわけ市税収入における固定資産税については、これまで、個人市民税や法人市民税が景気

循環の影響を受けて増減する中で一貫して堅調な伸びを示してきたが、グラフⅡ-3 に示すとおり

地価の下落等により、平成 11 年度をピークとして減少傾向に転じることとなった。 

ⅡⅡⅡⅡ    市行財政の現状と今後の収支見通し市行財政の現状と今後の収支見通し市行財政の現状と今後の収支見通し市行財政の現状と今後の収支見通し    
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グラフⅡ-1：市税収入(個人市民税､法人市民税､固定資産税､都市計画税等)の推移(単位:億円) 

  *各年度の数値は決算額。ただし、14 年度は予算額(以下同じ) 

 

グラフⅡ-2：収益事業収入(競艇場事業収入等)の推移(単位:億円)  

 

グラフⅡ-3：市税収入の内訳(単位:億円) 
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(3)(3)(3)(3)    歳出の状況歳出の状況歳出の状況歳出の状況    

    次に、歳出の主な項目についてみると、人件費は、職員定数の削減の取組や給与水準の見直し

などにより、ここ数年減少傾向を辿っているものの、扶助費は生活保護世帯数の増などにより増

加の一途を辿っている。また、公債費も、震災復興事業に加え、緊急経済対策などに市債を活用

してきたことから増嵩傾向にある。こうした義務的経費の推移はグラフⅡ-4 のとおりであるが、

その合計額は、市税をはじめとする歳入が落ち込んでいる一方で、確実に増加している。 

 

グラフⅡ-4：人件費、扶助費、公債費の推移(単位:億円) 

＊ 合計の推移 H 元年度 797 億円→H5 年度 917 億円→H10 年度 1,002 億円→H14 年度 1,080 億円 

 

また、投資的経費の推移は、グラフⅡ-5 に示すとおりここ数年の厳しい財政状況を反映し、抑

制に努めたことから、その規模は大きく落ち込んでいる。 

 

グラフⅡ-5：投資的経費の推移(単位:億円) 

 

(4) (4) (4) (4) 基金と市債残高基金と市債残高基金と市債残高基金と市債残高    

本市財政は近年、市税が減少する一方で義務的経費が増嵩する中、行財政改善の取組に加え、

投資的経費の抑制を図るとともに市債の発行や基金の取崩しなどの財源措置を講じることにより
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各年度の収支均衡を図ってきた。 

こうした結果、グラフⅡ-6 及び 7 に示すとおり、主な基金は現在ほぼ底をつき、財政対応力は

著しく低下した。また、増加する市債の残高は、後年度の公債費負担増をもたらし、今後の財政

運営の圧迫要因となっている。 

 

グラフⅡ-6：主な基金 (財政調整基金､公共施設整備基金､土地開発基金､減債基金) 年度末残高 

の推移(単位:億円)           

＊ H14 年度は見込み 

 

グラフⅡ-7：一般会計市債年度末残高の推移(単位:億円)  

＊ H14 年度は見込み 

    

(5) (5) (5) (5) 財政構造財政構造財政構造財政構造    

本市財政を、財政構造の弾力性を示す経常収支比率で検証してみると、グラフⅡ-8 のとおりで

ある。類似都市の平均値と比較すると、概ね、15 ﾎﾟｲﾝﾄ程度も上回って推移しており、本市が極め

て硬直化した財政構造にあることを顕著に表している。 
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グラフⅡ-8：経常収支比率の推移(単位:％) 

＊ 経常収支比率とは、人件費、扶助費などのように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）

に充当された一般財源の額が、市税、普通交付税などを中心とする毎年度経常的に収入される一般

財源（経常一般財源）の総額に占める割合。 
＊ 類似都市とは、本市と人口・産業構造が似通った宇都宮市、市川市、船橋市、松戸市、八王子市、

横須賀市、新潟市、金沢市、静岡市、堺市、岡山市、松山市、長崎市、熊本市、鹿児島市の 15 市。 

 

一般的にこの比率は 75％から 80％が望ましいとされるが、平成 13 年度においては、100％を超

えており、市税等の経常一般財源の収入で人件費や扶助費などの経常経費の支出を賄えないとい

った異常な状態となっている。 

その主たる要因は、グラフⅡ-9 で示すとおり人件費の占める率の高さである。 

 

グラフⅡ-9：H13 年度経常収支比率の類似都市比較(単位:％) 

   ＊ 職員数(普通会計職員数（H13 年度決算統計）)で比較すると、類似都市平均より約 600 人多く、
部門別には民生･衛生･教育部門で大きく上回っている。 
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(6)(6)(6)(6)    行政サービスの水準行政サービスの水準行政サービスの水準行政サービスの水準    

公共施設の整備状況等を指標とした行政サービスの水準は、グラフⅡ-10 に示すとおり、公営住

宅や公立の保育所、幼稚園などで、類似都市を上回る水準となっている。 

 

グラフⅡ-10：行政水準の類似都市比較 

＊ グラフは、右表における類似都市の指標（H13 年度公共施設状況調より）を 100 とした場合の本市の   

 指数 

 

また、公共施設の設置状況については、人口などによる類似性のほか市域面積など地理的条件

等も考慮する必要があるが、こうした諸条件が類似した市川市・松戸市・川口市の 3 市と、主な

施設について比較してみると、表Ⅱ-1 のとおり、本市の配置状況は充実したものとなっている。 

 こうしたことが、他都市に比べ、職員数や維持管理費などの増につながり、財政構造の硬直化

の一因となっていると言える。 

 

表Ⅱ-1：公共施設等設置状況(H14 年度) 

本市    Ａ 類似3市平均 Ｂ 比較Ａ－Ｂ

支所・出張所数 12 6.3 5.7
保健所･保健センター数 7 2.0 5.0
保育所数 35 28.3 6.7
福祉事務所数 6 1.0 5.0
老人福祉センター数 11 5.7 5.3
高等学校数 5 1.7 3.3
幼稚園数 18 3.7 14.3
公民館数 27 16.0 11.0
児童館数 18 0.7 17.3
集会施設数 39 21.7 17.3
都市公園数 308 292.3 15.7

面積（ｈａ） 179.4 145.8 33.6
＊市川市：人口46万人.面積56k㎡、松戸市：人口47万人.面積61k㎡、川口市：人口48万人.面積56k㎡

本市    Ａ 類似都市 Ｂ

道路（舗装率　％) 97.2 89.9
公営住宅（戸数／世帯数×百世帯　戸) 5.6 2.4
上水道（普及率　％) 100.0 98.4
公共下水道（普及率　％) 97.2 69.5
保育所（定員充足率　％) 51.0 31.7
老人福祉施設（定員充足率　％) 0.2 0.1
幼稚園（定員充足率　％) 17.9 6.8
体育館(面積/人口×百人　㎡) 4.9 4.6
プール(面積/人口×百人　㎡) 1.1 0.9
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２２２２    今日の財政危機を招いた要因今日の財政危機を招いた要因今日の財政危機を招いた要因今日の財政危機を招いた要因    

 １１１１で見てきたような今日の財政危機の要因について総括すれば、①外的環境②財政構造③財政

運営の 3点に大きく集約される。 

 

(1)(1)(1)(1)    外的環境外的環境外的環境外的環境    ――――    社会経済環境の大きな変化社会経済環境の大きな変化社会経済環境の大きな変化社会経済環境の大きな変化    

今日の財政危機を招いた要因として、まず社会経済環境の大きな変化が挙げられる。このこと

は、多くの地方公共団体が程度の差こそあれ、厳しい財政運営を迫られている現状から明らかで

ある。 

1960 年代(昭和 35～)は、黄金の 60 年代（ゴールデン･シックスティ）と呼ばれるなど、平均年

10％程度の経済成長を達成した。引き続く 1970 年代(昭和 45～)は、2度の石油ショックによる経

済不況もあり成長率は平均 5％程度となった。更に 1980 年代(昭和 55～)には 3％台に低下したも

のの、日本経済は幾多の不況も乗り越え、一貫して右肩上がりの成長を続けてきた。 

しかし、平成に入ってからはバブル経済の崩壊を境に低･マイナス成長に陥り、平均して成長率

が 1％台になるなど、社会経済環境は大きく様変わりした。 

こうした近年の経済環境の大きな変化は、歳入の根幹となる市税収入や貴重な自主財源である

収益事業収入の大幅な落込みをもたらし、本市財政は深刻な危機を迎える結果となった。 

また、先に触れたように、これまでの景気循環において、法人市民税や収益事業収入が増減を

繰り返す中で、一定して増加基調であった固定資産税が、土地価格の下落や急激なデフレ経済の

進行の影響から、平成 12 年度には減少に転じることとなった。 

近年の行財政を取り巻く社会経済環境は、景気変動の波はあっても、基本的には成長過程を辿

ってきたこれまでの経験則では測れない、まさしく大変革期を迎えている。 

 とりわけ本市の場合は、平成 6 年度に発生した阪神・淡路大震災が、復興事業等の財政需要や

市税等の減収をもたらすとともに、700 億円を超える市債発行によりその後の公債費負担を一層大

きくしたことは言うまでも無い。 

 

(2)(2)(2)(2)    財政構造財政構造財政構造財政構造    ――――    硬直化した歳出構造硬直化した歳出構造硬直化した歳出構造硬直化した歳出構造    

財政再建団体への転落も危惧される深刻な収支のアンバランスを招いた根源的な要因は、本市

が長きにわたって抱えてきた財政構造そのものにある。 
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こうした財政構造の原型は、遡れば、昭和 40 年代の高度成長期に形づくられたと考えられる。 

高度経済成長のもと、表Ⅱ-2 に示すとおり、市税収入は、10 年間で 4.5 倍、収益事業収入にい

たっては 8 倍近い驚異的な伸びを示すこととなった。このような豊かな市税収入や収益事業収入

に支えられ、当時の不十分な社会保障制度や社会基盤を補完するため、他都市に先駆けて福祉・

医療・教育・下水道などの分野において、本市独自の個人給付事業や、きめ細かな公共施設の設

置などの施策を展開し、行政水準を高めてきたが、これに伴って歳出額も 10 年間で 116 億円から

742 億円と 6倍を超える規模に急激に膨張した。 

このことは、一方で、人件費や維持管理経費など固定的な歳出を増大させ、財政構造を硬直的

なものにした。一般会計職員の予算定数についてみると、昭和 40年度には 3,557 人であったもの

が、昭和 45 年度 4,568 人となり、また、人口が減少傾向に転じた昭和 45 年度からの 5 年間でも

職員数は増加し、昭和 50 年度には 5,713 人と、昭和 40 年代の 10 年間で、2 千人もの職員が増え

ている。 

 

表Ⅱ-2： 

 

経常収支比率の昭和 45年度以降の推移をみると、当時 88％程度であったものが、第 1次石油シ

ョックによる財政危機のなかで、昭和 50 年度には 98％にまで跳ね上がったが、財政健全化計画に

基づく退職勧奨をはじめ改善に向けた強力な取組の一方で、成長率４％を超える景気回復もあっ

たことから、赤字を解消した昭和 53 年度には、経常収支比率は 85％を切った。 

その後見舞われた経済不況により財政状況は再び悪化、昭和 61年度には 99％にも達するが、300

人に及ぶ定数削減など行革の取組のほか、バブル経済を迎えたこともあり、経常収支比率は一定

の改善が図られ、90％前後の水準で推移することとなった。 

このように、不況による市税等の低迷に見舞われるたびに、経常収支比率は 100％前後に跳ね上

がり、肥大化、硬直化した本市財政はたちまち財政危機に陥り、職員の採用停止や早期退職など

主な決算状況(40年代)
単位:億円 ＊S40年度を100とした場合

S40 S45 S50 S40 S45 S50
市税 57 114 256 市税 100 200 449
収益事業収入 14 67 111 収益事業収入 100 479 793
歳出 116 297 742 歳出 100 256 640
うち民生費 12 34 159 うち民生費 100 283 1,325
うち土木費 27 72 147 うち土木費 100 267 544
うち教育費 23 54 104 うち教育費 100 235 452
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の行政改革に取り組んできた。 

こうした取組は、一定の成果を挙げ、当面の危機を克服してきたが、その後の景気回復による

収支改善もあり、根本的な構造改善には結果として至っていない。 

例えば職員は嘱託化・委託化などによって削減しても、施設そのものは存続される中で物件費

に振り変わるなど、基本的な行政サービスの枠組み・水準は、その後の数次に及ぶ行革努力にも

かかわらず、人口の減少や社会経済の変化のなかにあって維持されたままであった。 

このような中、バブル経済崩壊以降の景気低迷の長期化により、多額の収支不足を招くことと

なるが、現下のデフレ経済の一層の進行による市税収入の落込みが、この間の定数の大幅な削減

など全庁挙げての行財政改善の取組効果を吸収するかたちとなり、危機的状況は改善されず、経

常収支比率も、平成 6年度以降 100 前後と弾力性を喪失した数値で推移している。 

すなわち、長年の行財政運営の結果として形作られた、景気の変動に柔軟に対応できない硬直

化した財政構造は、数次に及ぶ行財政改革の取組の努力にも関わらず抜本的な構造改善に至らず、

バブル経済崩壊以降の長期の景気低迷のなかで顕在化し、財政状況を極度に悪化させたと言える。 

 

(3)(3)(3)(3)    財政運営財政運営財政運営財政運営    ――――    財政見通しと実態財政見通しと実態財政見通しと実態財政見通しと実態の乖離、当面の収支改善重視の財政運営の乖離、当面の収支改善重視の財政運営の乖離、当面の収支改善重視の財政運営の乖離、当面の収支改善重視の財政運営    

財政運営面から財政危機の要因についてみてみると、まず、財政収支の見通しにおける実態と

の乖離が挙げられる。 

本市の財政規模は、これまで経済成長に伴い、概ね、拡大基調を辿ってきているが、昭和 40 年

代の 10 年間においては、決算における歳出規模は 6 倍以上に膨れ上がり、その後も昭和 50 年代

は平均７％を超える伸び、また、昭和 60 年代は平均 3％程度の伸び、さらに平成に入っても平均

すれば 1％を超える伸びを示している。 

こうしたなか、財政収支見通しは、厳しい経済情勢の現実を前にしつつも、基本的には国の経

済見通しを基調とし、国の累次に及ぶ経済対策の取組により、いずれ緩やかであっても回復カ－

ブを辿るとの過去の景気循環に対する期待が入り混じった見込みがあったことは否めない。この

ことが、見通しに齟齬を生じ結果として抜本的な対策を遅らせることとなった。 

その背景として、それまでの長年の景気循環の経験則のなかで、システム面でも意識面でも定

着していた、右肩上がりの経済成長を前提とした行財政運営が、中・長期的スパンの収支見通し

においても、完全に払拭しきれていたとは言いがたい。 

次に、直面する収支不足を前にして、当面の収支均衡への取組を重視したものとならざるをえ
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ず、種々対症療法を講じてきたが、抜本的な構造改善に資する対策が十分でなかった面もある。 

このような財政運営が、深刻な景気低迷の継続と相まって、危機的状況を持続させ、さらには

増幅させる結果となった。 

 

以上述べてきたように、今日の財政危機は、長年の行財政運営の歴史の中で、様々な要因が複

雑に絡み合って生じたものである。その問題点は早くから認識され、数々の対策を講じてきたも

のの、結果として改善に至らなかった事実については真摯に受け止めなければならない。 

今後は、これまでの経験や教訓を糧として、真に柔軟で安定した行財政運営を築くことが何に

もまして重要なことであり、そのためにも、大胆な行政経営改革を進めていく。 
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３３３３    今後の収支見通し今後の収支見通し今後の収支見通し今後の収支見通し    

平成 15 年度一般会計予算（一般財源ベース）を基礎として、現行制度等を基本に一定の前提条

件のもとに、19年度までの収支見通しを推計した。 

(1)(1)(1)(1)    主な歳入歳出の前提条件主な歳入歳出の前提条件主な歳入歳出の前提条件主な歳入歳出の前提条件    

アアアア    歳入歳入歳入歳入    

ａ 市税収入 

・16 年度：ここ数年の減少傾向を考慮し、統計的手法で算出した。 

・17 年度以降：据置。なお、個人市民税においては、納税義務者数の減少傾向を別途考

慮した。 

ｂ 地方交付税  

・普通交付税：市税減収額の 2分の 1相当額を各年度加算した。 

ｃ 地方譲与税等：市税と同様 

ｄ 収益事業収入・競艇場事業収入：15 年度を基礎に据置し、SG レースの誘致効果を別途考

慮した。 

ｅ その他     

・臨時財政対策債：据置 

・減税補てん債：市税の伸びを考慮した。 

   

イイイイ    歳出歳出歳出歳出    

ａ 人件費：昇給 1.8％、ベア 0.0％で算出。16年度以降は、職員の退職、新規採用に伴う新

陳代謝効果を加味した。また、16 年度に、15年度予算計上程度の希望退職によ

る退職手当を見込んだ。 

ｂ 扶助費：生活保護費など、ここ数年の傾向を反映し、統計的手法で算出した。 

ｃ 公債費：発行済みの市債の償還額に、新たに発行予定の市債分を加算した。 

ｄ その他の経常的経費 

・物件費、維持補修費：据置 

・その他：ここ数年の傾向や今後の見込額を考慮した。 

ｅ 投資的経費：一定の投資的経費の水準(平成 14 年度)をベースに、債務負担行為、築地

地区復興事業等既定の計画の見込額を個別に算入した。 
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(2)(2)(2)(2)    試算結果試算結果試算結果試算結果    

        ・・・・H15H15H15H15 年年年年 2222 月時点財政収支見通し月時点財政収支見通し月時点財政収支見通し月時点財政収支見通し    

 

 

　　　　　　　　　単位：億円

平成15年度
予算案 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

市税収入 720 696 693 689 685

地方交付税 130 137 138 130 131

地方譲与税等 88 84 83 83 82

収益事業収入 41 43 43 43 43

その他 175 105 101 101 101

計 1,154 1,065 1,058 1,046 1,042

人件費 405 416 384 392 401

扶助費 117 124 130 136 142

公債費 191 193 189 188 180

その他経常的経費 369 371 371 378 381

投資的経費 95 120 93 87 83

計 1,177 1,224 1,167 1,181 1,187

差引収支(単年度収支）ａ △ 23 △ 159 △ 109 △ 135 △ 145

累積収支 △ 23 △ 182 △ 291 △ 426 △ 571

歳
　
　
　
入

歳
　
　
　
出
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４４４４    財政再建団体の転落を阻止するために財政再建団体の転落を阻止するために財政再建団体の転落を阻止するために財政再建団体の転落を阻止するために    

(1)(1)(1)(1)    財政再建団体になれば財政再建団体になれば財政再建団体になれば財政再建団体になれば    

今後の本市の収支見通しは、先にみたように 16年度以降なにも手立てを講じなければ、平成 19

年度末には、依然として、570 億円にも及ぶ巨額の累積収支不足を抱えることとなる。 

地方公共団体においては、赤字額が一定規模（標準財政規模の 20％＝財政再建ライン）を超え

ると建設地方債の発行を制限され、道路整備、学校建設や福祉施設整備などの社会資本の整備に

必要な事業が事実上できなくなる。このため、国の管理下で「財政再建団体」として財政再建を

行っていくことになる。 本市の場合、財政再建ラインは約 173 億円(平成 15 年度ベース)である

ことから、平成 16年度にはこのラインを超え、平成 17年度には財政再建団体に陥ることとなる。 

財政再建団体は、企業で言えば、会社更生法の適用を受けることに相当するものであるが、総

務大臣の指定を受け財政再建団体になった場合、国の指導監督の下、財政再建計画を策定し、歳

入・歳出の両面にわたって厳しい見直しが求められる｡ 

具体的にどの事業がどの程度の水準で見直しを求められるかについては、赤字幅などによって

大きく異なるが、歳入においては、国基準又は類似都市・近隣都市における最高の料率と同程度

での徴収・負担が求められるほか､歳出においては、単独事業の最低額での支出や投資的事業の抑

制が厳しく求められる｡ 

即ち､現時点の収支不足を勘案すると､歳入面では､保育料などの使用料、国民健康保険料、各種

手数料などを、類似都市や阪神間の中で最高額を徴する都市、或いは国基準にそれぞれ合わせる

必要があることから、市民に対して著しい負担増が求められることが想定できる。 

また、歳出面では､市独自で実施している教育、福祉、産業振興などに係る事業が類似都市や阪

神間の中で最低水準の都市と同程度になるよう、それぞれ引下げや廃止の方向で見直しされるほ

か､将来に向けた都市基盤の整備や学校、福祉施設、道路など市民生活に欠くことのできない施設

設備の改修・整備についても計画的に実施することができなくなるなど、市民サービスの著しい

低下が予想される。 

また当然のことながら、毎年の予算は再建計画の範囲内で編成することを求められ、再建計画の

変更を伴うような補正予算の編成にあたっても、その都度国・県の同意が必要となる。 

このように本市の地方自治体としての自主性・自立性を放棄するだけではなく、市民への過大な

負担や市民サービスの著しい低下を招く財政再建団体への転落だけは、何としてでも避けなけれ
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ばならない｡ 

(2)(2)(2)(2)    収支改善の目標収支改善の目標収支改善の目標収支改善の目標                

 当面、財政再建団体への転落阻止を最優先課題としつつ、実効ある構造改善の取組を進めると

ともに、計画最終年次において、累積収支不足額を解消する。 

ア 改革改善による改善予定額 

執行方針別の平成16年度以降の改革改善の取組による年次的改善予定額を次のとおりとし、

計画的に改善に取り組むものとする。 

 

イ 財源対策による改善予定額 

財政再建団体への転落を阻止するため、上記改革改善の取組に加え、次に掲げる財源対策

を併せて講じることにより収支改善を図る。 

 

 

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 H16～19計

基金取崩し(H14決算剰余見込額含む) (25) 17 10 3 30

遊休地売却 (5) 5  5

外団建設償還金(補助金)一部凍結 (14) 14 14 14 14 56

市債活用 (29) 35 35 30 30 130

小計 (73) 71 59 47 44 221

公債費負担 △ 1 △ 1 △ 2 △ 4 △ 8

合計　　ｃ (73) 70 58 45 40 213

財源
対策

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 H16～19計

人件費の抑制 (13) 18 29 35 43 125

外郭団体の経営改善等 (10) 2 3 3 3 11

公共施設の再配置等 (1) 31 3 83 55 172

財源の確保 (1) 2 5 6 6 19

事務事業の再構築 (14) 10 8 12 13 43

負債の抑制 (0) 0 0 0 0 0

新たな行政経営システムの確立等 (0) 0 0 0 0 0

効果額計　　ｂ (39) 63 48 139 120 370

(32) 30 16 8 9 63

改革
改善

(参考)構造改善額(単年度)

*　事務事業の再構築等にかかる職員定数削減効果は、人件費の抑制欄に一括計上。
　　(定数削減効果は、本表上＠402万円/人)



 28

 

ウ 改善後の収支見込（収支改善総括表） 

 ａ 収支見通し 

    

 ｂ 収支改善の目標 

 

ｃ 改善後の収支見込 

  

 

 

 

 

 

　　　単位:億円

H15予算案 H16 H17 H18 H19 計

歳入 1,154 1,065 1,058 1,046 1,042 5,365

歳出 1,177 1,224 1,167 1,181 1,187 5,936

差引収支(単年度収支) a △ 23 △ 159 △ 109 △ 135 △ 145 △ 571

累積収支 △ 23 △ 182 △ 291 △ 426 △ 571

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 H16～19計

改革改善による改善額　b (39) 63 48 139 120 370

財源対策による改善額　c (73) 70 58 45 40 213

改善額計　　ｄ　　 (112) 133 106 184 160 583

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 計

改善後の単年度収支　a+d △ 23 △ 26 △ 3 49 15 12

累積収支　　 △ 23 △ 49 △ 52 △ 3 12
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（参考（参考（参考（参考））））    

    

１１１１    経営再建プログラムの取組による平成経営再建プログラムの取組による平成経営再建プログラムの取組による平成経営再建プログラムの取組による平成 15151515 年度の改革改善の状況年度の改革改善の状況年度の改革改善の状況年度の改革改善の状況    

 

経営再建プログラムの14年 10月時点の収支見通しに対し､その後の制度改正などの変動要因

に加え改革改善の効果額や予算査定における取組み等を反映した15年度予算案は下表のとおり

である。 

歳入では、普通交付税や収益事業収入などが減少したが、外郭団体の統廃合など改革改善の

取組や市債の活用などの財源対策のほか、市税収入や臨時財政対策債の増加により、合計では

76億円の増となっている。 

こうしたなかで、歳出面において、経営再建プログラムに掲げる定数削減などの改革改善の

取組を実行するとともに、投資的経費を抑制するなどによって、51億円の改善を行なった。 

このようなことから、15 年度予算案の収支は、14 年 10 月時点の 150 億円の収支不足の予想

に対し、23億円の収支不足となった。 

　 単位：億円　

主な変動要因  

比 較 改革改善 財源対策
制度改正・予算査定
の取組み等

市税 720 717 3 個人市民税　4　等

地方交付税 130 146 △ 16 普通交付税　△15　等

地方譲与税等 88 91 △ 3 地方消費税交付金△4等

収益事業収入 41 44 △ 3 売上減

その他 175 80 95 外郭団体統廃合等　10

基金活用(14剰余見込額
含む)25、市債活用
29、市有財産売払　5

臨時財政対策債　21
減税補てん債等　5

計 1,154 1,078 76 10 59 7

人件費 405 414 △ 9
定数削減、給与の見直
し等　△16

退職手当(希望退職等)
７

扶助費 117 125 △ 8
市民福祉金、生活保護
適正化等　△6

法人保育所措置費の減
等　△2

公債費 191 187 4
特定財源の減（住宅家
賃)４

その他経常的経費 369 384 △ 15

国民健康保険事業費会
計繰出金、外郭団体経
営改善等　△9 物件費の減等　△6

投資的経費 95 118 △ 23 児童育成環境整備等　2
外郭団体建設償還金凍
結　△14 投資の抑制等　△11

計 1,177 1,228 △ 51 △ 29 △ 14 △ 8

差引収支　 △ 23 △ 150 127 39 73 15

15 年 度
予 算 案

14年10月時点
収支見通し

歳入

歳出
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２２２２    H14H14H14H14 年年年年 10101010 月時点の収支見通し及び改善目標月時点の収支見通し及び改善目標月時点の収支見通し及び改善目標月時点の収支見通し及び改善目標    

    

(1)(1)(1)(1)    収支見通し収支見通し収支見通し収支見通し    

 

 

 

 

 

 

　　　　　単位：億円

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

市税収入 717 695 691 687 684

地方交付税 146 153 155 146 148

地方譲与税等 91 90 89 89 88

収益事業収入 44 46 46 46 46

その他 80 79 75 75 74

計 1,078 1,063 1,056 1,043 1,040

人件費 414 423 399 409 419

扶助費 125 131 137 144 150

公債費 187 187 182 183 170

その他経常的経費 384 384 383 388 390

投資的経費 118 118 93 87 83

計 1,228 1,243 1,194 1,211 1,212

差引収支(単年度収支) △ 150 △ 180 △ 138 △ 168 △ 172

累積収支 △ 150 △ 330 △ 468 △ 636 △ 808

歳
　
　
　
入

歳
　
　
　
出
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(2)(2)(2)(2)    収支改善の目標収支改善の目標収支改善の目標収支改善の目標    

 ア 改革改善による改善予定額 

 

イ 財源対策による改善予定額 

 

ウ 改善後の収支見込 

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 計

人件費の抑制 11 32 41 49 57 190

外郭団体の経営改善等 10 4 5 4 4 27

公共施設の再配置等 1 31 4 83 55 174

財源の確保 3 4 6 7 8 28

事務事業の再構築 21 22 22 26 27 118

負債の抑制 0 0 0 0 0 0

新たな行政経営システムの確立等 0 0 0 0 0 0

効果額計　　ｂ 46 93 78 169 151 537

30 30 16 9 9 94

改革
改善

(参考)構造改善額(単年度)

*　事務事業の再構築等にかかる職員定数削減効果は、人件費の抑制欄に一括計上。
　　(定数削減効果は、本表上＠420万円/人)

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 計

改善前の単年度収支　ａ △ 150 △ 180 △ 138 △ 168 △ 172 △ 808

改革改善による改善額　ｂ 46 93 78 169 151 537

財源対策による改善額　ｃ 82 63 47 42 39 273

差引収支(単年度収支)a+b+c △ 22 △ 24 △ 13 43 18 2

累積収支 △ 22 △ 46 △ 59 △ 16 2

　　　単位:億円

　 H15 H16 H17 H18 H19 計

基金取崩し 10 10 20

遊休地売却 4 5  9

H14剰余金見込 19 19

外団建設償還金(補助金）一部凍結 14 14 14 14 14 70

市債活用 35 35 35 30 30 165

小計 82 64 49 44 44 283

公債費負担 △ 1 △ 2 △ 2 △ 5 △ 10

合計　　ｃ 82 63 47 42 39 273

財源
対策
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ⅢⅢⅢⅢ    改改改改        革革革革        改改改改        善善善善        項項項項        目目目目    



33 

－ 主要な項目の記載方法 － 
 
１ 共通事項 

(1) 項目掲載順序 

   ・執行方針ごとに組織順で掲載 

(2) 単位 

   ・効果額については、百万円（百万円未満は四捨五入）単位で表示 

ただし、効果額が算定しがたいものについては、｢0｣で表示 

(3) 算定方法 

・原則として、平成 15 年度事業費をベースに算定 

(4) 表記 

・特記のないものについては、実施時期における単年度の効果額を記載している。また、各年

度において、効果額が異なるものについては、年度ごとの効果額を記載している。 

(5) その他 

・H16 年度以降の効果額については、現時点において確定したものではなく、概算額として試算

したものであり、今後の検討結果等によって変更する場合もある。 

・改革改善項目については、既に継続して取り組んでいる項目や平成 14 年度から取組を開始し

ている項目も一部掲載している。 

 

２ 個別事項 

(1) 人件費 

・職員定数削減効果については、「Ⅰ人件費の抑制を図る」で、その総額を明らかにするため、

一括して計上している。 

・また、アウトソーシングなど個々の項目においても、職員定数の削減効果があるものについ

ては、各々の項目の実質的効果額を明確にするため、それぞれ人件費を含む効果額を計上し

ている。 

・なお、職員定数の減にかかる人件費削減効果については､効果額を平年度ベースで表すため、

本章では平均人件費(一人当たり＠926 万円(平成 15 年度ベース)) で算出している。 

(2) 投資的経費 

・投資的事業は、事業期間が複数年度にまたがるのが通常であり、事業費も進捗状況により年

度間で大きく変動し、単一年度間の比較による効果額の算出ができないため、効果額欄は「－」

表示としている。 

(3) その他 

・外郭団体に関連する項目のうち、固定資産税の減免の廃止など、その内容が他の執行方針の

取組と重なるものについては、外郭団体の経営改善とそれぞれの改革改善項目に重複計上し

ている。 
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経営再建プログラムに示す執行方針別の取組について、その取組の視点と主要な項目の概要

を示す。 

 

１１１１    人件費の抑制を図る。人件費の抑制を図る。人件費の抑制を図る。人件費の抑制を図る。    

 

 

    

    

    

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

(1)(1)(1)(1)    職員定数の削減職員定数の削減職員定数の削減職員定数の削減    

  民間市場等において提供可能なサービスは民間や外郭団体等に委ねるとともに、今日的な視

点から施設のあり方を見直すなど、公的関与の必要性や行政の守備範囲の明確化を図ることに

よって、少なくとも 900 人の定数削減を行う。 

(2)(2)(2)(2)    給与水準の適正化給与水準の適正化給与水準の適正化給与水準の適正化    

国の公務員制度改革を勘案し、責任の度合いと実績に応じた人事・給与制度を実現していく

とともに、勤務条件等については、国基準を基本とし、動向等を見定めながら適正化を進める。 

【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

項   目 取   組   概   要 
職員定数の削減 
 
 
 

【取組内容】 
事務事業の見直し、執行体制の効率化、業務の民
間委託、公共施設の統廃合等の取組を行うとともに、
希望退職を募り、管理職層を含めて 5 年間で少なく
とも 900 人の定数削減を行う。 

【実施時期】 
平成 15～19 年度 

【効果額】 
平成 15 年度 
   20 億 93 百万円 
平成 16 年度 
   40 億 38 百万円 
平成 17 年度 
   57 億 97 百万円 
平成 18 年度 
   69億 8百万円 
平成 19 年度 
   83 億 34 百万円 
 
 

ⅢⅢⅢⅢ    改改改改        革革革革        改改改改        善善善善        項項項項        目目目目    

執行方針 
① 再建期間中に、行政規模の類似した都市を参考に職員定数を削減する。 
② 集中取組期間中は、職員の新規採用は行わない。 
③ 責任の度合いと実績に応じた人事・給与制度を実現するとともに、勤務条件等の適正化を進める。
④ 事務の必要性、処理方法を根本的に見直し、職員の超過勤務を縮減する。 
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項   目 取   組   概   要 
給与、勤務条件等の見直
し 

昇給制度
の見直し 
 
 
 
 

【取組内容】 
58 歳昇給停止措置の実施に引き続き、
経過措置を設け 55 歳まで昇給停止年齢を
引き下げる。(平成 16 年度実施) 

 

 各種手当
の見直し 
 
 
 

【取組内容】 
(1) 住居手当（平成 16 年度実施） 
(2) 特殊勤務手当（平成 15 年度実施） 
(3) 管理職手当（平成 16 年度実施） 
(4) 通勤手当（平成 14 年 10 月実施済） 
(5) 超過勤務手当（継続） 
(6) 退職手当（平成 16 年度実施） 
(7) その他 

 再任用制
度の見直
し 
 
 
 
 

【取組内容】 
人件費の抑制を図るため、再任用制度の
運用を見直す。（平成 15～19 年度） 

 

【実施時期と 
 効果額】 

 
平成 15 年度 

2 億 80 百万円 
平成 16 年度 

9 億 25 百万円 
平成 17 年度 

10億68百万円 
平成 18 年度 

12億73百万円 
平成 19 年度 

14億53百万円 

 責任の度
合いと実
績に応じ
た人事・給
与制度の
実現 
 
 

【取組内容】 
平成 18 年度の国家公務員制度改革の動
向を勘案し、制度改正に向け検討してい
く。 

 

福利厚生制度の見直し 【取組内容】 
尼崎市職員共済組合、尼崎市職員健康保険組合を廃
止し、兵庫県市町村職員共済組合へ移行することによ
って事業主負担の軽減を図る。 
 
 

【実施時期】 
平成15年度 

【効果額】 
平成 15 年度 

46 百万円 
平成 16 年度 

3 億 64 百万円 
平成 17 年度 

3 億 44 百万円 
平成 18 年度 

3 億 31 百万円 
平成 19 年度 

3 億 14 百万円 
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２２２２    外郭団体の経営改善、統廃合を進める外郭団体の経営改善、統廃合を進める外郭団体の経営改善、統廃合を進める外郭団体の経営改善、統廃合を進める。。。。    

 

 

 

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

外郭団体は、各々の分野で行政を補完・代替・支援する機能を果たすため、実質的に市が中

心となって設立した経過があるが、市そのものが危機的な財政難に陥り、財政再建団体への転

落も危惧される中で、民間で提供されているサービス、代行できる業務は、民間移管・委託化

を進め、効率化を図っており、外郭団体への事業委託も民間との比較考量の結果として考えな

ければならない。 

一方、これまで民間の参入が制限されてきた公の施設の管理業務についても、今後民間にも

開放される方針が国から示されるなど、外郭団体を取り巻く状況はより厳しくなっている。  

このような中、高コスト体質にある外郭団体が民間に伍して存続していくためには、自ら経

営内容を改善し自立することが求められる。 

このため、各外郭団体に対しても大幅な経営改善を基本とした取組を求めていくが、改善の

取組を進めてもなお、経営の改善が困難と判断される団体については、事業縮小や団体の統廃

合を含めた判断と取組を求めていく。 

なお、団体の設立経過等を踏まえつつも、今日的視点から点検評価し、存在意義の薄れてい

る団体や業務の類似性から集中化による効果が見込める団体については、速やかに統廃合に向

けた調整を進めていく。 

 

【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

項   目 取   組   概   要 
経営改善 【取組内容】 

(1) 経営改善目標額の設定 
各外郭団体のモデル給与等と民間サービス業の給与
水準を比較し、高コスト体質の傾向が認められる団体
については、その水準を超える部分を経営改善目標額
として設定し、年次的に補助金・委託料の削減を図る。 

(2) 利用料金制の導入の検討 
外郭団体に管理運営を委託している公の施設のう
ち、主に余暇事業等を実施している施設については、
利用料金制の導入を検討する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 
 1 億 31 百万円 
平成 16 年度 
 2 億 52 百万円 
平成 17 年度以降 
 3 億 56 百万円 

 

執行方針 
① 外郭団体の業績を評価し、自立的な経営改善を促進する。 
② 外郭団体の使命を明確にし、存在意義の薄れている団体の統廃合を行う。 
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項   目 取   組   概   要 
新たな統廃合 
 

【取組内容】 
(1) 廃止する団体 
  尼崎市施設管理協会を平成 15 年度末に廃止する。  
（廃止理由） 
新再任用制度の導入により、ＯＢ職員の能力を活用
し、公の施設の効率的な運営を図るという設立目的を
達成し、その役割を終えているため。 
(2) 他の団体の取り扱い 

上記以外の団体については、当面経営改善の取組を
求めていくが、取組を進めてもなお、経営の改善が困
難と判断される団体については、再建プログラムの期
間中に、事業縮小や団体の統廃合を検討する。 

【実施時期】 
平成 15 年度末 

 
【効果額】 
平成 15 年度 
     38 百万円 
平成 16 年度 
 1 億 62 百万円 
平成 17 年度以降 
 1 億 3 百万円 
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３３３３    公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る。公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る。公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る。公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る。    

 

    

    

    

    

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

本市は、高度経済成長期、都市としての発展過程で、急激な人口の増加や行政需要に伴い、

多くの公共施設を設置してきた。 

しかし産業構造の転換と人口の減少、更には近年の社会経済環境の変化による慢性的な収支

不足など、本市の行財政をとりまく状況は大きく変化した。 

こうした中で、危機的な財政状況を克服し、現在の体力に見合った行政規模に見直していく

ためには、きめ細かに配置された公共施設についてもサービスの質とコストの最適を求める中

で、その配置や運営方法を抜本的に見直し、それに伴って職員定数の削減や固定経費の圧縮、

更には公有財産の有効活用を図ることにより、新たな税源の涵養にも努めていく。 

 

【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

項   目 取   組   概   要 
福祉事務所の統合 
 
 
 

保健センターの統合 
 
 
 

【取組内容】 
６行政区に配置している福祉事務所や保健センターに
ついては、統合・集約しスケールメリットを活かすとと
もに事務処理の効率化などを図る。 
配置や市民サービス面については、なお検討を進める。 

地域振興課の機能強化 【取組内容】 
地域振興課を地域コミュニティ、協働のまちづくりの
拠点として位置付け、求められる機能や施設等について、
広く市民意見を求めながら各地区毎に具体案を検討す
る。 
 

支所市民課、出張所の統合 【取組内容】 
各支所に設置している市民課や出張所は、交通の利便
性の高い地域に統合・集約する。 
 

 
 
 
 
 
【実施時期】 
平成 16 年度以降 
 
【効果額】 
平成 16 年度 
17億80百万円 
平成 17 年度 
 2 億 46 百万円 

 

執行方針 
① 6 行政区ごとや近隣区域に設置してきた公共施設の抜本的な見直しを行う。 
② 都市計画決定から年次が経過し、必要性などが低下した計画の廃止・変更を行い、不要となる
財産の処分・活用を進める。 

③ 民間や他の団体等と競合する施設の廃止や運営形態の見直しを行う。 
④ 老朽化している施設については、将来にわたっての必要性を十分に精査し、存廃を判断する。 
⑤ その他公共施設全般にわたって、今日及び将来的視点から必要性等を精査する。 
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項   目 取   組   概   要 
共同利用施設管理運営の見
直し 
 
 
 

【取組内容】 
航空機騒音の対象外となった 17 館について、地域コミ
ュニティの醸成を図るため、普通財産として連協等に無
償貸付を行い、連協等による自主的な管理運営を行う。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

10 百万円 
市立幼稚園の見直し 【取組内容】 

 私立幼稚園が市内園児の相当数の幼児教育を担ってい
る中で、園児 1人当たりの公費負担の格差が開いており、
また、私立幼稚園の定員にも余力があることから、市立
幼稚園の見直しについての検討を行う。 
 平成 15 年度中に検討を行い、方向性を決定する。 

【実施時期】 
     ― 
 
【効果額】 
      ― 

 
 

青少年センター機能の見直
し 

【取組内容】 
 青少年センターの機能を、移転整備も含めて見直し、
不要となる跡地を売却する。 

【実施時期】 
  平成 18 年度 
【効果額】 
8 億 18 百万円 

公園配置の見直し 【取組内容】 
 早くから、市街化された本市には十分にスペースのあ
る公園の確保が難しく、現在となっては十分に活用され
ていない公園もみられる。これまでの配置の考え方につ
いて、人口の分布や必要性などを検証し、より魅力的で
利用しやすい公園整備のあり方を検討する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

22 百万円 
平成 17～19 年度 

 1 億円 
小・中学校の適正規模・適
正配置による学校跡地の活
用 

【取組内容】 
 学校統合による跡地は売却を基本とするが、公共施設
の再配置用地としての利用も含め､全市的なまちづくり
の観点から、有効活用を図る。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 
12億62百万円 
平成 18 年度 
 74億31百万円 
平成 19 年度 
 54億88百万円 
 

市立全日制高等学校の見直
し 

【取組内容】 
 市立高等学校教育審議会答申（平成 15 年 7 月予定）を
もとに、県との調整を図る中で、高等学校の改革を推し
進める。 

【実施時期】 
     ― 
 
【効果額】 
      ― 

 
市立定時制高等学校の見直
し 

【取組内容】 
 県立高校教育改革の計画と調整していく中で、適正化
に向けて協議を進める。 

【実施時期】 
      ― 
 
【効果額】 
       ― 
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４４４４    財源の確保を図る。財源の確保を図る。財源の確保を図る。財源の確保を図る。    

 

 

    

    

    

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

著しく乖離した収支の均衡を図るためには、歳出面の抑制だけでなく、歳入の確保に向けた最

大限の取組が必要であり、地方公共団体が地域において自主的かつ自立的な総合行政を行ってい

く上でも欠くことができない視点である。 

このため、歳入の根幹をなす市税等の収納率向上に向けた全庁あげての取組や受益者負担の適

正化の観点から使用料、手数料等の見直しを行うほか、その他収益事業収入など自主財源の確保

に向けた取組を進める。 

また、税の減免についても今日的なあり方を問い直し、制度の見直しを行う。 

 

【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

項   目 取   組   概   要 
４種滞納整理の取組 【取組内容】 

 ４種（市税、国民健康保険料、保育料及び住宅家賃）
の重複滞納事案について、４種滞納金の所管課と連携し
ながら、全庁組織 188 課の職員により、一体的な滞納整
理を実施する。 

【実施時期】 
平成 14 年 8 月 

～17年3月 
 

 
本庁舎来庁者用駐車場の有
料化 

【取組内容】 
 本庁舎来庁者用駐車場の利用者から使用料を徴収す
る。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

5 百万円 
クリーンセンター使用料減
免の見直し 

【取組内容】 
ごみの自己処理責任の明確化や費用負担の公平性の確
保等の観点から、公共施設、市場、商店街等のごみ処理
使用料の減免措置を見直す。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

13 百万円 
平成 16 年度 
      63 百万円 
平成 17 年度 

 63 百万円 
平成 18 年度以降 
 1 億 13 百万円 

執行方針 
① 市税等の滞納整理に向けた全庁的な取組の強化と条件整備を図り、税収等の確保・拡大を図る。
② 使用料及び手数料の適正化を図る。 
③ 収益事業収入の確保に向けた各種取組を進める。 
④ 交付税の総額確保や適債事業の拡大等財源の拡充について要望する。 
⑤ 税の減免廃止と新税の創設に向け検討を進める。 
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項   目 取   組   概   要 
斎場使用料の改定 【取組内容】 

平成 16 年 4 月からの新斎場の供用開始に合わせて、受
益者負担の適正化の視点から、現在の斎場使用料の改定
を行う。 
※効果額は、現行の使用料算定ルールに基づく。 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

14 百万円 

保育料の改定 【取組内容】 
 新たな市基準保育料体系について、平成 15 年度に検討
する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
   99 百万円 

住民基本台帳閲覧手数料の
見直し 

【取組内容】 
 住民基本台帳の一部の写しの閲覧にかかる手数料を見
直し、現行１冊 300 円から１件 300 円とする。 

【実施時期】 
  平成 15 年度 
 
【効果額】 
平成 15 年度 

18 百万円 
平成 16 年度以降 

24 百万円 
印鑑登録証交付手数料の徴
収 

【取組内容】 
 受益者負担の適正化を図るため、印鑑登録証交付（再
交付も含む）の際、手数料 200 円を徴収する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

1 百万円 
平成 16 年度以降 
    4 百万円 

児童ホームの有料化 【取組内容】 
 受益者負担の適正化を図るため、児童ホーム入所にか
かる経費については保護者負担の導入を図る。 
 また、児童ホーム事業の充実を図るため、長期休業期
間中等の開所時間の延長を行う。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

85 百万円 
収益事業収入の確保 【取組内容】 

「21 世紀競艇プラン検討会」の提言を踏まえ、ファンサ
ービスの充実を図り、売上の維持、確保に努めるととも
に、開催経費の節減を図る。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
 
 

固定資産税等賦課徴収業務
における減免の廃止 

【取組内容】 
①新築住宅に係る都市計画税の減免制度（家屋 2 分の 1
減免）を廃止する。 
②社会保険医に対する固定資産税・都市計画税の減免制
度（診療の用に供する家屋 2分の 1 減免）を廃止する。 

③社会保険医に対する固定資産税の減免制度（診療の用
に供する償却資産 10 分の 3 減免）を廃止する。 
④柔道整復師に対する固定資産税・都市計画税の減免制
度（施術の用に供する家屋 10 分の 3 減免）を廃止する。 
⑤公共性を有する公益法人に対する固定資産税・都市計
画税の減免制度（土地・家屋全額減免）を廃止する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 
1 億 47 百万円 

平成 17 年度 
 2 億 2 百万円 

平成 18 年度 
 2 億 57 百万円 
平成 19 年度 
 3 億 2 百万円 
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５５５５    事務事業をゼロベースで再構築する。事務事業をゼロベースで再構築する。事務事業をゼロベースで再構築する。事務事業をゼロベースで再構築する。    

 

 

 

    

    

    

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

(1)(1)(1)(1)    アウトソーシングの推進アウトソーシングの推進アウトソーシングの推進アウトソーシングの推進    

行政が市民に提供する公共サービスであっても、その提供主体がすべて行政である必要は

なく、民間の専門的な知識・ノウハウを活用することにより、経済性・効率性等が図れ、市

民サービスの質が維持あるいは向上できるものについては、積極的にサービス提供主体を民

間に委託（又は移管）する。 

対象事業の選定にあたっては、今後、本市が地方分権時代に対応した政策自治体への質的

転換を図るため、法令等により本市がサービスの提供主体でなければならないものを除き、

現業、非現業を問わず、全ての業務を検討対象とした。  

   なお、アウトソーシングの推進に際しては、単に経費節減の視点で進めるのではなく、市

行政範囲の再編成の好機として捉えるとともに、市民の地域活動や諸団体・事業体の活動の

活性化を図る機会として、地域における雇用の創出や起業化につながるような視点からも取

組を進める。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

執行方針 
① 民間において提供されているサービス、代行できる業務は、公的関与の必要性、市場原理の
視点から見直し、民間移管・委託を進め、効率化を図る。 

② 需要の伸びが著しい社会保障関連経費の抑制に向け、自立促進等の対策を講じる。 
③ 国・県の基準を上回る施策、市単独個人給付事業、各種補助金等は、その必要性を精査し、再
構築を行う。 

④ 一律給付的な事業は、所得や自立度、健康度などの尺度で再評価する。 
⑤ 国、県の補助金の有無に関わらず、市の経営再建の取組を優先するため、既定事業の休止、計
画の変更等の見直しを行う。 

（実施基準）  

① 経 済 性  民間の知識・技術の活用によりコスト削減等ができる。 
② サービス向上  専門家による迅速、的確な対応により同等又は今まで以上のサー

ビスが提供できる。 
③ 適 法 性  違法でない。 
④ 行 政 責 任  公平性・公正性の確保及び適正な管理監督が可能である。 
⑤ 市 場 性  導入後、業務への参入を妨げるような独占の状態とならない。 
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【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

①①①①    民間移管・委託の推進民間移管・委託の推進民間移管・委託の推進民間移管・委託の推進    

項   目 取   組   概   要 
家庭ごみ収集体制及び委託
比率の見直し 

【取組内容】 
今後のリサイクル社会の動向や市民ニーズに合致した
適切な分別システム及び収集回数の見直しに伴う効率的
な収集体制、委託比率の見直しを図る。 
 

【実施時期】 
平成 17 年度 

 
【効果額】 

97 百万円 
クリーンセンターごみ処理
施設維持管理事業の見直し
（Ｈ17～） 

【取組内容】 
平成 17 年度稼動予定の新焼却炉について、効率的な運

転管理体制を確立する。 

【実施時期】 
平成 17 年度 

 
【効果額】 
1 億円 11 百万円 

まつば園及びみのり園のア
ウトソーシング 

【取組内容】 
 民間等への移管又は委託を視野に入れ、平成 15 年度中
に実施に向けた検討を行う。 
 
 
 

【実施時期】 
平成 18 年度以降 
 
【効果額】 

78 百万円 
(建設費等を除く) 

保育所の環境改善及び民間
移管 

【取組内容】 
保育環境の改善、待機児童の解消、多様な保育ニーズ
への対応、保育所運営の効率化の視点から、民間活力の
導入も図るなかで、民間法人主体による公立保育所（プ
レハブ 5ヶ所）の建替えを進めるとともに、移管を行う。 
建替え費用の一部を負担する新たな補助制度を構築す
る。 
＜平成 16 年度＞ 
猪名寺保育所 

＜平成 17 年度＞ 
武庫北保育所 

＜平成 18～19 年度＞ 
武庫西保育所 
東園田保育所 
常光寺保育所 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

70 百万円 
平成 17 年度 
1 億 18 百万円 

平成 18 年度 
2 億 53 百万円 

平成 19 年度 
3 億 15 百万円 

あこや学園のアウトソーシ
ング 

【取組内容】 
 民間等への移管又は委託を視野に入れ、平成 15 年度中
に実施に向けた検討を行う。 

【実施時期】 
平成 17 年度以降 
 
【効果額】 
   73 百万円 
(施設整備費等を除く) 

検診事業のアウトソーシン
グ 

【取組内容】 
現在､巡回市民検診の一部業務を（財）尼崎健康・医療
事業財団に委託しているが､委託範囲の拡大を行い､より
効率的に実施する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

4 百万円 
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項   目 取   組   概   要 
防疫所業務のアウトソーシ
ング 

【取組内容】 
平成 8 年度から委託している定期薬剤散布に加え、定
期薬剤散布に係る発生源調査、苦情に伴う臨時薬剤散布
及び駆除指導、二類感染症以下の患者の搬送・消毒など
の業務を新たに民間等へ委託する。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

25 百万円 
 
 

 
斎場維持管理事業のアウト
ソーシング 

【取組内容】 
効率的な運営体制を確立するため、火葬業務、受付業
務の民間委託を行う。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

14 百万円 
住民票発行業務（郵送業務）
のアウトソーシング 

【取組内容】 
 郵送業務のうち文書の収受・開封・発送など委託可能
な部分について、事務処理の迅速化、効率化を図るため
民間委託する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

12 百万円 
下水施設管理事業のアウト
ソーシング 

【取組内容】 
現行の維持管理業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため、民間委託化の検討を行う。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

29 百万円 
平成 17 年度 

29 百万円 
平成 18 年度以降 

40 百万円 
 

公民館分館のアウトソーシ
ング 
 
 
 
 

【取組内容】 
協働の取組を進めるため、地域団体等へ年次的に移管
を行う。 
なお、平成 15 年度は、民間へ管理委託を行い、委託に
より得られた効果額については、施設の改修に充てるな
ど、地域移管への条件整備を行う。（対象 14 館） 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

53 百万円 
平成 16 年度 

64 百万円 
平成 17 年度 

94 百万円 
平成 18 年度以降 
1 億 31 百万円 

図書館管理運営事業のアウ
トソーシング 

【取組内容】 
 管理経費の削減を図るため、管理運営業務の一部に民
間活力を導入する。 
 平成 15 年度中に、委託業務内容、委託先業者等につい
て調査・検討し、平成 16 年度より委託する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

23 百万円 
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項   目 取   組   概   要 
小学校給食調理業務の見直
し 

【取組内容】 
 業務の経済性・効率性の観点から民間委託を視野に入
れ、平成 15 年度中に検討を行う。 
 効果額は、現行の改善見直しによる額である。 
 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

72 百万円 

青少年いこいの家管理運営
事業のアウトソーシング 

【取組内容】 
 施設の管理運営を効率的に実施するため、ＮＰＯ法人
等に委託する。 
 平成 15 年度中に下水道直放化等の施設整備を行い、平
成 16 年度より委託する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

25 百万円 
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【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

(2)(2)(2)(2)    これからの福祉行政のあり方とセーフティネットの見直しこれからの福祉行政のあり方とセーフティネットの見直しこれからの福祉行政のあり方とセーフティネットの見直しこれからの福祉行政のあり方とセーフティネットの見直し    

国における社会保障制度改革が進められるなか、今後の福祉施策についてはサービスの質や

量の充実とともに、将来のニーズや社会状況の変化にも対応できるよう、柔軟性のある効率的

で効果的な施策の構築とその推進が求められている。また、個人のレベルにおいては、福祉サ

ービスの利用方法がこれまでの措置制度から契約制度へと転換され、利用者負担についても、

無料又は低額負担から有料又は応能応益負担へと変化するなど、一人ひとりの自立意識を基本

として、利用者としての権利と自らの選択責任が問われる時代となっている。 

このような状況の下、自らの努力だけでは自立した生活を維持できない場合にそれを支えて

いく仕組みを整えていくことが重要な課題となるが、この仕組みは行政のみならず、市民や地

域、事業者など社会の構成員がそれぞれの役割を担い、責任を果たしていかなければならない。 

こうした考え方を基本として、今回の経営再建の取組において、これまでの本市の福祉行政

におけるセーフティネットの見直しを行うこととする。 

  

（セーフティネットの見直し）（セーフティネットの見直し）（セーフティネットの見直し）（セーフティネットの見直し）    

要介護者や障害者、低所得者など、いわゆる要支援者を支える仕組みとしては、生活保護な

ど国制度を基本としたセーフティネットが機能しており、これらの制度については、国が法な

どによって基準を定め、財源負担等については国・県・市がそれぞれの責任と役割を担ってい

る。 

また、こうした基本の制度に加え、市においては要支援者に対する国・県基準を上回る追加

的施策（上乗せ・横だし）を実施しており、それぞれ対象者の状況に応じた目的に沿って、こ

れまで一定の成果をあげてきた。 

こうした市独自の追加的施策の中には、高度経済成長期に不十分であった国・県制度を補完

する目的で設置され現在に至っているが、現在、国･県制度が充実してきたため、市独自の追加

的施策は「不十分な制度の補完」から、「市独自の付加的な高次元のサービス」といった位置付

けに変化しつつあるものがある。このため、「市独自の付加的な高次元のサービス」については、

当該事務事業の必要性や納税者等市民の理解・納得のあり方によってその水準を必要に応じて

見直していくことが求められる。 

現在、要支援者の数は個々の相違はあるものの年々増加傾向にあり、対象者の増加に比例し

て予算額の増加傾向が明らかになっている。一方、景気の長期低迷が続く中、本市の財政状況
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は悪化の一途を辿っており、現状の市独自のサービスを含めた施策展開を継続していった場合、

限られた財源のもとでは、行政の責任において行うべき要支援者に対する施策までが実施困難

な状況に陥りかねない状況となっている。すなわち、これまでの給付等の水準から比較すれば、

要支援者 1 人あたりの財政投入額は減少することとなるが、将来に向けて持続可能なセーフテ

ィネットを堅持し、行政の責任を果たしていくためには、これまで実施してきた施策を見直し、

対象者支援の優先範囲を選択し財源を集中するなど、抜本的な事業の再構築が求められている。 

したがって、今後は行政の責任において行わなければならない最低のライン（セーフティネ

ット）を、国の定めた給付等の基準（水準）を原則として、市民の命や安全に関わる「生活の

基本をささえる事業」および「日常の基本生活に必要な事業」を確保することを最優先とする。 

さらに、「市独自の付加的な高次元のサービス」については、近年の社会動向の変化に伴うニ

ーズの多様化や、納税者の理解・納得が得られる施策・事業とするために、これまでの所得再

配分的な給付施策を見直し、地域社会の多様な主体により「要支援者を支えるシステムの構築」

に向けた施策への転換を図っていくこととする。 

 

セーフティネットの見直しセーフティネットの見直しセーフティネットの見直しセーフティネットの見直し    

    

 

 

 
 

    

                                                                                          

 

 
 
 
 
 
 
    
    
    
    
    
    
    
    

 
（廃止） 
▼ 市民福祉金給付事業 
▼ 母子・生活保護世帯市バス特別乗

車証の交付 
▼ 独居老人福祉電話事業 等 
 
 
（見直し） 
▼ 敬老金の廃止と敬老事業の充実 
▼ ねたきり老人、心身障害者理美容

サービスの利用者負担金の導入 
▼ 在宅老人、重度心身障害者（児）

介護手当支給事業 等           

財源配分の
見直し 
新たな施策
の展開 

新規施策 
（高齢者） 
・軽度生活援助事業 
・老人福祉センターの機能の充実 
・特別養護老人ホームの整備促進 
 
（障害者） 
・措置制度から支援制度へ移行 
・障害者施設の充実 等 

 
地域福祉の
充実 

 
対象者数の増加への対応 

 
（高齢者・障害者等） 

   

・高齢者世帯への支援 
・高齢者の就労支援    
・生きがいづくり 
・健康づくり 

地域福祉計画 

・多様な障害者施策 
への対応 

・施設整備と拡充 
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【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】 

②②②②    国・県基準を上回る施策、市単独個人給付事業、各種補助金の見直し国・県基準を上回る施策、市単独個人給付事業、各種補助金の見直し国・県基準を上回る施策、市単独個人給付事業、各種補助金の見直し国・県基準を上回る施策、市単独個人給付事業、各種補助金の見直し    

項   目 取   組   概   要 
納税組合奨励金の廃止 【取組内容】 

 制度実施 50 年を経過し、口座振替制度の普及などによ
り納期内納付が進展しているため、納税組合奨励金を廃
止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

  5 百万円 
資源集団回収運動奨励金交
付事業の見直し 

【取組内容】 
 登録団体数、回収量実績も増加傾向にある中、事業の
継続的な実施を図るため、団体奨励金単価を 5円／kg か
ら 3 円／kg に変更する。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

20 百万円 
平成 16 年度以降 

27 百万円 
 

重度心身障害者（児）介護
手当の所得制限の導入 

【取組内容】 
 県の動向（施策の廃止等）を踏まえて同様の対応を行
う。（効果額は、所得制限額を県基準に合わせた場合） 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

７百万円 

心身障害者理容・美容無料
出張事業の利用者負担金の
導入 

【取組内容】 
 応益負担の観点から、理美容出張サービスに係る経費
から出張費を除いた金額は、利用者負担とする。 
 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

11 百万円 
心身障害者（児）医療費助
成事業の所得制限の見直し 

【取組内容】 
  所得制限額について、平成 15 年度に検討する。 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

50 百万円 
平成 17 年度以降 

75 百万円 
心身障害者等市バス特別乗
車証交付対象者の見直し  

【取組内容】 
 障害者（精神障害者含む）、原子爆弾被爆者に対しての
み交付対象とし、母子・生活保護世帯に対する市バス特
別乗車証の交付は廃止する。 
 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

53 百万円 

身体障害者更生施設等の利
用に係る負担金の見直し 

【取組内容】 
  施設利用に係る負担金について、平成 15 年度に検討す
る。 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

11 百万円 
平成 17 年度以降 

22 百万円 
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項   目 取   組   概   要 
知的障害者更生施設等の利
用に係る負担金の見直し 

【取組内容】 
 施設利用に係る負担金について、平成 15 年度に検討す
る。 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

1 百万円 
平成 17 年度以降 

2 百万円 
独居老人福祉電話事業の廃
止 

【取組内容】 
 電話機の名義を利用者に変更し、廃止する。 
 なお、現利用者への名義変更手数料は市負担とする。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

4 百万円 
平成 16 年度以降 

9 百万円 
在宅老人介護手当支給事業
の見直し 

【取組内容】 
 県の動向（施策の廃止等）を踏まえて同様の対応を行
う。（効果額は、所得制限額を県基準に合わせた場合） 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

2 百万円 
ねたきり老人理美容サービ
スの利用者負担金の導入 

【取組内容】 
 応益負担の観点から、理美容出張サービスに係る経費
から出張費を除いた金額は、利用者負担とする。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

3 百万円 
老人医療費助成事業の所得
制限の見直し 

【取組内容】 
  所得制限額について、平成 15 年度に検討する。 
 
 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 
1 億 77 百万円 

平成 17 年度以降 
2 億 66 百万円 

敬老事業の敬老記念品の見
直し 

【取組内容】 
 地域敬老事業のうち、節目に配付している記念品の単
価を見直す。 
 ・77 歳  0 円 ⇒ 5,000 円相当  
 ・80 歳  500 円相当 ⇒ 廃止   
 ・88 歳   1,200 円相当 ⇒ 1 万円相当 
 ・99 歳・101 歳以上  
        1 万円相当 ⇒ 2 万円相当 
 ・100 歳・最高齢者 
        2 万円相当 ⇒ 5 万円相当 
 なお、一律に配付している記念品は廃止するが、演芸
大会等の敬老事業は継続する。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

△32 百万円 
平成 16 年度以降 

△20 百万円 

敬老金支給事業の廃止 【取組内容】 
 敬老記念品の支給に一元化することで、敬老の意を表
する主旨を継続させることができるため、廃止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

51 百万円 
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項   目 取   組   概   要 
市民福祉金給付事業の廃止 【取組内容】 

 公的年金制度が充実してきたことにより、廃止する。 
  ・平成 15 年度 1/2 に減額 
 ・平成 16 年度 廃止 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 
4 億 38 百万円 

平成 16 年度以降 
    8億76百万円 

母子家庭等医療費助成事業
の所得制限の見直し 

【取組内容】 
 所得制限額について、平成 15 年度に検討する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

18 百万円 
平成 17 年度以降 

27 百万円 

児童福祉施設入所心身障害
児徴収補助金の廃止 

【取組内容】 
 施設利用に係る補助金について、平成 15 年度に検討す
る。 
 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

5 百万円 
平成 17 年度 

11 百万円 
平成 18 年度以降 

12 百万円 
法人保育所補助金(一般児
加算)の削減と再構築 

【取組内容】 
法人保育所の運営支援等のため行ってきた補助金のあ
り方を見直す。平成 15～16 年度は、現行補助単価を 3
割削減し、平成 16 年度末で現行制度を廃止する。 
また、新たな運営支援制度を再構築し、平成 17 年度か
ら実施する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

77 百万円 

市民検診事業の対象年齢等
の見直しと肝炎ウイルス対
策の実施 

【取組内容】 
国基準を基本として、35 歳から 39 歳までの対象年齢
の上乗せを廃止するとともに、自己負担金等の見直しを
行う。（ただし、35 歳から 39 歳の希望者については、別
途、自己負担を徴収し、保健所で実施。） 
また、新たに肝炎ウイルス対策を実施する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

5 百万円 

胃がん・大腸がん検診事業
の対象年齢の見直し 

【取組内容】 
国基準を基本として、35 歳から 39 歳までの対象年齢
の上乗せを廃止する。（ただし、35 歳から 39 歳の希望者
については、別途、自己負担を徴収し、保健所で実施。） 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

2 百万円 
気管支ぜん息り患児童医療
費助成事業の廃止 

【取組内容】 
医療費負担において、他の疾患り患児童との間に不均
衡が生じていることから、平成 15 年度から新規・更新の
受付を廃止する。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

7 百万円 
平成 16 年度以降 

15 百万円 
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項   目 取   組   概   要 
国民健康保険料自主減免制
度の見直し 

【取組内容】 
 低所得者に対する保険料の減免制度として、国の法定
軽減制度（7割、5 割、2 割）が実施されていることから、
本市独自の減免制度（3割、2 割）を廃止する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
1 億 24 百万円 

 
納付組合奨励金（国保）の
廃止 

【取組内容】 
 制度実施 40 年以上を経過し、口座振替制度の定着、組
合・組合員数の減少など制度を取り巻く環境は変化して
おり、当初の事業目的を達成したと考えられるため、制
度を廃止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

2 百万円 
都市美形成助成事業の休止 【取組内容】 

 再建期間中は、都市美形成地域内等の建築行為に対す
る助成事業を休止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

2 百万円 
平成 16 年度以降 

5 百万円 
耐火建築物促進助成事業の
休止 

【取組内容】 
 再建期間中は、防火地域（五合橋線、山手幹線等の沿
道）内での耐火建築物の建築に対する助成事業を休止す
る。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

3 百万円 
要保護・準要保護児童生徒
就学奨励費の支給内容等の
見直し 

【取組内容】 
 所得基準を含めて、国及び近隣他都市なみに見直す。 
 ただし、課外クラブ活動費は継続する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

20 百万円 
修学援助金交付金の縮小 【取組内容】 

 交付対象である大学・短大部分を廃止し、併せて認定
基準等の改善を図る。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
平成 16 年度 

7 百万円 
平成 17 年度 

14 百万円 
平成 18 年度 

21 百万円 
平成 19 年度 

28 百万円 
私立幼稚園就園奨励補助金
の支給区分の見直し 

【取組内容】 
 所得制限のない支給基準（Ｆランク）を廃止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

17 百万円 
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【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

(3)(3)(3)(3)    その他事務事業の見直しその他事務事業の見直しその他事務事業の見直しその他事務事業の見直し    

その他の事務事業についても継続を前提とせず、ゼロベースからの再構築を基本として見直

しを行う。 

なお、投資的事業については、以下の考え方に基づき休止、重点化、延伸などにより事業の

抑制を図る。 

 

（投資的事業の考え方）（投資的事業の考え方）（投資的事業の考え方）（投資的事業の考え方）    

長期的な景気低迷などにより、本市の財政は極めて厳しい状況に置かれているが、一方では、

まちの魅力の創出に向け、中長期的視点に立った取組を進めることは、税源の涵養や都市計画

の観点からも欠かせないものとなっている。 

このため、当面の財政危機克服に取り組む一方、将来のまちづくり、発展を見据え、まちの

価値を高める事業等にも一定の経営資源を投入していく。 

緑遊新都心や臨海西部拠点などの開発事業は、本市の大きな課題である都市の再整備や、都

市魅力の創出と交流を拡大する重要な事業であり、また、長期にわたる取組を要するものであ

ることから、再建期間中においても継続的な取組を行っていくこととする。 

しかしながら、現下の厳しい財政状況を踏まえ、再建期間中は投資的事業全般にわたり、事

業の休止や見直し、重点化、延伸などにより事業費の圧縮を行うとともに、投資にあたっては

一般財源歳出を極力抑え、起債など財源の有効活用と負担の平準化を図りながら、一層の抑制

を基調として進めていく。 
      投資的経費の推移               （単位：億円） 

年 度 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 

投資的経費 562 485 316 238 207 
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【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

③③③③    その他事務事業の見直しその他事務事業の見直しその他事務事業の見直しその他事務事業の見直し    

項   目 取   組   概   要 
生活保護事業の適正化 【取組内容】 

 生活保護事業の適正化を図るための人的措置を行う。 
また、頻回受診者管理システムを導入し、嘱託医、主
治医の協力のもと、医療扶助の適正化を図る。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 
  △81 百万円 
平成 16 年度 
  47 百万円 

平成 17 年度 
 1 億 74 百万円 
平成 18 年度 
 3 億 2 百万円 
平成 19 年度 
 4 億 29 百万円 

不燃化促進助成事業の休止 【取組内容】 
不燃化促進区域（国道 2 号沿道）内での耐火建築物の
建築に対する助成事業を平成 16 年度（平成 15 年度申請
分）から再建期間中休止する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

8 百万円 
市報あまがさき（特集版）、
ガイドマップあまがさき、
ＰＲシートの見直し 

【取組内容】 
 ガイドマップあまがさきを廃止し、窓口案内と地図を
掲載したものを市報あまがさき（特集版）の付録として
配布する。付録は市外向けＰＲシートとともに転入者用
インフォメーションとして利用する。なお、市報あまが
さき（特集版）の発行回数を年 3回から 2回にする。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

12 百万円 
 

電子計算機に係る情報処理
基盤の更新 

【取組内容】 
 ホストコンピュータ関連機器の更新を年次的に行い、
経費の縮減を図る中で、コンピュータシステム全体の信
頼性・安定性を向上させていく。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

 37 百万円 
平成 16 年度 

49 百万円 
平成 17 年度 
1 億 15 百万円 

平成 18 年度以降 
1 億 24 百万円 

郵便物のバーコード化対応 【取組内容】 
 一括送付千通を超える郵便物について、郵便番号のバ
ーコード印書等のシステム改修を行い、郵便料金の縮減
を図る。 

【実施時期】 
平成 14 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

△16 百万円 
平成 16・19 年度 
  21 百万円 

平成 17・18 年度 
24 百万円 
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項   目 取   組   概   要 
市民まつりの見直し 【取組内容】 

 市民相互の交流と連帯を深める全市的なイベントであ
る市民まつりについて、事業の見直しにより、経費の節
減を図る。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

6 百万円 
国民健康保険事業費会計繰
出金（財政健全化分）の見
直し 

【取組内容】 
 保険料を阪神間並水準に維持することを基本とするな
かで、国民健康保険事業費会計の健全性も考慮し、必要
な調整を行う。 
 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

6 億円 
下水道事業会計補助金の一
部見直し 

【取組内容】 
公衆浴場汚水負担金低減化に伴う負担金としての一般
会計からの補助金を廃止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

45 百万円 
学校医数の見直し 【取組内容】 

 業務内容に応じた学校医体制とするため、校医数を見
直す。 
 
 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 

46 百万円 
中学校食堂モデル事業の終
了 

【取組内容】 
 モデル事業（３校）として実施してきたが、財政状況
等から拡大実施はできないと判断したため、モデル事業
を終了する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

6 百万円 
学校開放運営事業の見直し
と受益者負担の導入 

【取組内容】 
 施設開放や利用料徴収も含めた学校施設全体の効果
的・効率的な管理手法等を検討する。 
平成 15 年度中に検討結果をまとめ、平成 16 年度から
実施する。 

【実施時期】 
平成 16 年度 

 
【効果額】 
    ― 

児童育成環境整備事業の拡
充に伴う児童館の廃止 
 
 
 

【取組内容】 
現在、全小学校で実施している「土曜こどもクラブ事
業」を年次的に毎放課後に拡大して実施し、身近で安全
な遊び場、異年齢の交流の場を全小学校に確保すること
により、さらなる児童の健全育成を図る。実施に伴い 12
児童館を年次的に廃止し、その跡地については、他の公
共施設への転用及び売却等を行い、市有財産の有効活用
を図る。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

 70 百万円 
平成 16 年度 
2 億 13 百万円 

平成 17 年度 
△28 百万円 

平成 18 年度以降 
90 百万円 
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（投資的事業関係）（投資的事業関係）（投資的事業関係）（投資的事業関係）    
項   目 取   組   概   要 

あまがさき緑遊新都心整備
事業 

【取組内容】 
 この地域での投資効果を見込むなかで、起債や都市基
盤整備公団の立替制度など財源の有効活用と財政負担の
平準化を図りながら、再建期間中の一般財源の投入を極
力抑え、継続的に取組を進めていく。 
 

【実施時期】  
―  

 
【効果額】 

 ―  
 

臨海西部拠点開発事業 【取組内容】 
扇町・末広地区の道路整備の進捗を図るとともに、臨
海西部土地区画整理事業については、21 世紀の森事業導
入に伴う事業計画の変更を踏まえ、財源の確実な手立て
を行いながら、当面優先すべき道路整備等に絞り事業を
実施していく。 
 

【実施時期】 
―  

 
【効果額】 

―  
 

南塚口地区居住環境整備事
業の休止 

【取組内容】 
  平成 15 年度以降当分の間、事業を休止する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 

―  
 

築地地区震災復興事業 【取組内容】 
 震災復興の位置付けを踏まえ、最優先の事業として平
成 16 年度末の事業終息を目指す。なお、事業費について
は、極力抑制に努める。 

【実施時期】 
―  

 
【効果額】 

―  
 

戸ノ内住宅地区改良事業 【取組内容】 
重点地区を定めるなど事業費の抑制を図りつつ継続的
な取組を進める。 

【実施時期】 
―  

 
【効果額】 

 ―  
 

戸ノ内地区密集住宅市街地
整備促進事業 

【取組内容】 
地域の状況を踏まえ、当初の事業計画を見直し事業費
の抑制に努める。 

【実施時期】 
―  

 
【効果額】 

―  
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６６６６    負債の抑制に向けた取組を進める。負債の抑制に向けた取組を進める。負債の抑制に向けた取組を進める。負債の抑制に向けた取組を進める。    

 

 

    

    

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

(1) 土地開発公社健全化計画の着実な実施を図る。 

(2)  開発事業については、抑制を基調とした取組を基本とするとともに、投資的事業全般につい

て事業量調整を行う中で、新たな起債の抑制に努める。 

 

 

【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

項   目 取   組   概   要 
土地開発公社健全化計画の
取組 

【取組内容】 
総務省の公社経営健全化対策の指定に沿って、簿価の
圧縮を図り、財政基盤を確立した上で、各事業の進捗を
図ることにより、公社保有地の計画的な事業化に取り組
んでいく。 

【計画時期】 
平成 13～17 年度 
 
【簿価圧縮額】 
293 億 66 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執行方針 
① 既存の開発事業を見直し、計画の変更などを行うことによって、負債の拡大を抑制する。 
② 新たな土地の取得は極力抑制する。 
③ 土地開発公社など外郭団体の負債処理に努める。 
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７７７７    新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める。    

 

 

 

 

    

    

    

【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】【取組の視点】    

 現在の尼崎市は財政再建団体への転落が懸念されるなど危機的な財政状況にあり、その対応が

緊急の課題となっているが、その一方で市民参画機運の盛り上がりやグローバル化の進展など、

社会経済環境は大きく変化し、その対応が求められている。このため単に財政の健全化を図るだ

けではなく、時代の変化に適切に対応するための新しい行政運営システムを構築する必要がある。 

こうしたことから、財政健全化と成果志向による行政経営を進めるため「行政経営システムの

再構築と透明性の確保」に早急に取り組むとともに、市民や事業者との連携による、より良いま

ちづくりに向けた「協働の仕組みづくり」を進め、中長期的には市民が利便性や快適性など多様

な付加価値を実感し、自己実現が図れるまちを目指す。 

 

１１１１    行政経営システムの再構築と透明性の確保行政経営システムの再構築と透明性の確保行政経営システムの再構築と透明性の確保行政経営システムの再構築と透明性の確保    

(1)(1)(1)(1)    新たな行政経営システムの確立と発展新たな行政経営システムの確立と発展新たな行政経営システムの確立と発展新たな行政経営システムの確立と発展    

近年の行政課題は益々多様化・高度化し、柔軟かつ迅速な意思決定と業務運営が求められ

ることから、成果志向に基づく事務事業の選択と集中を定着化させ、各局室の主体的な改革

改善の取組を促すため、行政資源の弾力的な運用方策を確立する必要がある。 

このため、新たな行政経営システムを、事務事業評価システムを中心として確立し、継続

的に事務事業の再構築を進めるとともに、政策評価（新規事業評価）導入の取組も進める。 

  また、上記の行政経営システム運用の一環として外部評価を導入し、透明性・客観性を高

めるとともに、全庁的な改革改善実践運動を展開する。 

    

(2)(2)(2)(2)    透明性の確保透明性の確保透明性の確保透明性の確保 

入札制度・契約制度の改革については、これまで透明性、公平性などの観点から、一定の改善

執行方針 
① 事務事業評価システムを運用し、行政運営のなかに PDCA サイクルを定着化させる。また、的
確に地域課題を把握するためのマーケティング手法を整備し、顧客・成果志向、市場原理の活
用、権限委譲などニュー・パブリック・マネジメントの考え方に基づく行政経営システムを確
立する。 

② 入札制度・契約制度の改革を行う。 
③ 尼崎の将来の発展に向けた具体的な政策の評価手法を確立し、人口の定着化や新産業の創出な

ど、まちの魅力と価値を高める各種施策を戦略的に展開できる体制・制度づくりの取組を進め
る。 
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を図ってきた。今後とも、透明性の確保、公正な競争の確保、適正な施工の確保、不正行為の排

除を基本の柱として、改善に取り組んでいく。 

    

２２２２    協働の仕組みづくり協働の仕組みづくり協働の仕組みづくり協働の仕組みづくり    

(1)(1)(1)(1)    尼崎の新たな発展を目指す具体的方策づくり尼崎の新たな発展を目指す具体的方策づくり尼崎の新たな発展を目指す具体的方策づくり尼崎の新たな発展を目指す具体的方策づくり    

尼崎市における将来のまちづくりのあり方を展望するとともに、市民と行政のパートナー

シップの確立と、規制緩和等による地域活性化に向けた具体的方策を明らかにする。 

 

(2)(2)(2)(2)    市民と行政のパートナーシップの確立市民と行政のパートナーシップの確立市民と行政のパートナーシップの確立市民と行政のパートナーシップの確立    

① 市民と行政の情報共有の推進 

市民と行政の情報の共有は、両者のパートナーシップの前提となるものであり、行政経

営改革を進める上で極めて重要な取組と位置付けられる。このため、行政から市民への情

報提供や市民と行政の対話・ワークショップの場の設置などについて、本プログラムの公

表にあわせて可能なものから順次実施していく。 

② 市民のまちづくりへの参画促進 

今後のまちづくりの担い手として、ＮＰＯやボランティアは益々重要な役割を担うと考

えられ、尼崎市においてもこうした人材や組織の育成が今後強く求められるようになる。

このため、これら個人や組織の活動の機会を提供し、あわせて組織の育成支援に取り組む

ことによって、まちづくりの担い手を育成し、市民の参画を促進することを目指す。 

 

(3)(3)(3)(3)    規制緩和等による地域の活性化規制緩和等による地域の活性化規制緩和等による地域の活性化規制緩和等による地域の活性化    

まちの活性化のためには民間セクターの活発な活動は欠かすことができず、行政として規

制緩和（市場原理の活用）を通じた民間活力の導入によって、民業を支援誘導し成長を促す

ことが求められる。そのため、国に対して「ものづくり高度化特区」の要望を行ったところ

であるが、今後も本市の特性に応じた産業の集積や新規産業の創出を図り、まちの価値を高

めるため、構造改革特区の検討を進める。 

また、産業構造の変化を踏まえ、これまでの商業・工業といった分類にとらわれない新し

い産業施策を企画・立案し、21 世紀型産業を誘致・創業・育成するための体制を新たに整備

し、地域経済の活性化に取り組んでいく。 
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【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】【主要な項目】    

項   目 取   組   概   要 
新たな行政経営システムの
確立と発展 

【取組内容】 
新たな行政経営システムの確立のため、事務事業評価
を中心として次の取組を進める。 
① 行政資源の弾力的な運用態勢の確立 
② 政策評価（新規事業評価）の導入 
③ （仮称）施策評価委員会の設置 
④ 全庁的改革改善実践運動の展開 
⑤ 取組成果の人事評価への反映 
 

【実施時期】 
 平成 15 年度 

 
 
【効果額】 

△2 百万円 
 

経営推進会議に係る資料等
の公開 

【取組内容】 
経営推進会議の開催日、付議案件をホームページに掲
載する。また、経営推進会議に係る資料の公文書公開に
ついては、原則公開とする。 

【実施時期】 
平成 14 年度 

 
 

市民のまちづくりの参加の
促進 

【取組内容】 
 今後のまちづくりの担い手として、ＮＰＯやボランテ
ィア活動の場の提供や支援を行うために、行政の仕組み
づくりと体制整備を検討する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
【効果額】 
平成 15 年度 

△1 百万円 
パブリックコメントの実施 【取組内容】 

行政計画等の立案過程において、趣旨、目的、背景等
を公表し、これについて市民から広く意見を求める。 

【実施時期】 
  平成 15 年度

    
 

 
行政水準の比較公表 
 

【取組内容】 
毎年度実施される「公共施設状況調」等をもとに、主
要な行政水準について類似都市などと比較・分析を行い、
その結果を財政状況の比較と併せ、ホームページに掲載
する。 

【実施時期】 
平成 14 年度 

 
 

 
ネット・モニターアンケー
ト制度の実施 

【取組内容】 
インターネットによるモニターを公募し、市政の課題
等について、アンケート調査を実施する。 

 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 

ホームページ資料室の充実 【取組内容】 
本市が作成する行政資料について可能な限りホームペ
ージの資料室に掲載する。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
 

契約締結業務の見直し 【取組内容】 
 電子入札制度について、平成 18 年度導入に向けた検討
を行うほか、透明性、公平性などの観点から改善に向け
た取組を行う。 
 

【実施時期】 
平成 14 年度 

 
 

尼崎の新しい発展を目指す
具体的方策の検討 

【取組内容】 
当面、財政再建団体への転落阻止を最優先としつつも、
尼崎の発展に向け、将来を見据えたなかで新しい価値を
生むまちづくりへの道筋を示すビジョンづくりに着手す
る。 
また、このビジョンのもとに、主要な施策の成果目標
を明確化する新しい実施計画の策定を行う。 

【実施時期】 
平成 15 年度 

 
 
 

平成 16 年度 
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項   目 取   組   概   要 
ものづくり高度化特区等構
造改革特区の検討・提案 

【取組内容】 
本市の産業を活性化するため「ものづくり高度化特区」
を国に提案したところであるが、国が示した特区推進プ
ログラムを踏まえ、本市の特性に応じた特区計画の検討
を進める。 

【実施時期】 
    ― 

 

新規産業施策を企画・立案
し、推進する体制の整備 

【取組内容】 
産業構造の変化を踏まえ、これまでの商業・工業とい
った分類にとらわれない新しい産業施策を企画・立案し、
21 世紀型産業を誘致・創業・育成するための体制を新た
に整備し、地域経済の活性化に取り組んでいく。 

【実施時期】 
  平成 15 年度 
 
【効果額】 

10 百万円 

 

 



61    

    

    

    

１１１１    新たな行政経営システムの確立新たな行政経営システムの確立新たな行政経営システムの確立新たな行政経営システムの確立    

  現下の都市課題への対応や将来のまちづくりを見据え、より優先性の高い施策へ経営資源の

重点化を図るため、事業の再構築をより一層進め、プログラム全体のフォローアップを図って

いかなければならない。 

このため、新たな行政経営システムにより、成果志向による行政資源の弾力的な運用が行え

る態勢を確立していく。この新たな行政経営システムは、サマーレビューを中心とした事務事

業再構築の流れにより構築する。 

こうした取組をより円滑に行うため、サマーレビューの運営の基本を、査定、調整が中心の

方式から、各局室の主体的な自己改善の取組を支援・強化する方向に転換する。また、（仮称）

施策評価委員会による施策レベルでの事務事業評価と事務事業再構築をレビュー（点検）し、

その内容を公表することにより、透明性を高める。 

  さらに、インセンティブ（目標達成のための刺激）のため、管理職に対する目標管理制度と

業績給の連動を検討する。 

 

 

 

ⅣⅣⅣⅣ    経営改革の推進にあたって経営改革の推進にあたって経営改革の推進にあたって経営改革の推進にあたって    

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２・３月 ４月

審議期間 事業執行出納閉鎖期間 レビュー期間 意見聴取期間

総合
調整方針
策定

評
価
局
室

所
管
局
室

事
業
再
構
築

評
価
書
作
成

予算
新規事業
記入

事務事業再構築

サマーレビュー
・事務事業再構築調整
・新規事業調整

前年度
決算評価書

作成

（仮称）
施策評
価委員
会
レビュー

評価結果公表
レビュー結果公表

予
算
案
審
議

事業
実施

（仮称）
施策評価
委員会
レビュー

委
員
会

施
策
評
価

（
仮
称

）

経営推
進会議
による
決定

経営推
進会議
による
決定

予算編成
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２２２２    ローリング方式によるプログラム管理ローリング方式によるプログラム管理ローリング方式によるプログラム管理ローリング方式によるプログラム管理    

  改革改善項目については、毎年度のサマーレビューの取組を通じて適正な進行管理に努める

とともに、収支見通しの時点修正に応じ、次年度以降の改革改善項目について所要の調整を図

ることとする。特に、平成 17 年度以降の改革改善項目については、公共施設の再配置など構造

改善に資する抜本的な取組を実施しなければならず、現時点での未調整課題の解決を図りなが

ら、実効性のある取組をめざす。 

 

３３３３    職員提案に対する取組職員提案に対する取組職員提案に対する取組職員提案に対する取組    

職員からの改革・改善に係る提案については、効果が見込まれる提案は積極的に施策化する

ことを基本に調整を図った結果、具体的取組項目として実施していくものは次のとおりとなっ

ている。なお、平成 15年度以降については、引き続き職員提案制度を実施するとともに、各職

場における業務改善を中心とした全庁的な実践運動を展開していく。 

 

 

 

 

 

 

４４４４    市民への説明と透明性の確保市民への説明と透明性の確保市民への説明と透明性の確保市民への説明と透明性の確保        

経営再建プログラムについては、市報やホームページ、パンフレットによる広報をはじめ、

地域等への説明会をこれまで以上に開催し、積極的な情報提供に努めるとともに、パブリック

コメントにより、広く市民等からの意見を受け、提出された意見等と市としての意見を公表す

る中で、次年度予算案に反映し、取組を具体化していく。 

また、こうした取組を進めるにあたっては、政策形成段階から市民との情報の共有化を促進

し、市民意見を把握、反映できる仕組を新たに組み込んでいく。 

 

５５５５    国・県への要望国・県への要望国・県への要望国・県への要望    

  地方分権が進展する中、国・県・市の役割分担が明確になされ、地方公共団体が地域住民の

ニーズに応えて自主的、自律的かつ効率的な行財政運営が行えるよう、地方交付税のあり方や

税源移譲を含む税配分の適正化、諸制度の規制緩和などについて、適宜、国・県への要望を行

【職員提案による取組例】 
 ・住民満足度調査の実施 
 ・市外・国際電話のインターネット電話の利用検討 
・公共施設（公園等）のゴミ箱の撤去 
・ホームページ資料室の充実  など 
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っていく。 

  特に、財政再建団体への転落を阻止し、財政危機を克服するための方途として、次の項目に

ついては、特段の要望活動を積極的に行っていく。 

① 普通交付税の算定方法の見直し（生活保護等） 

② 震災復興の特例措置の拡充（既発債の償還期間の延長） 

① 地方債制度の運用緩和（財政健全化債の一般財源化、適債事業の拡充、借換債の拡充等） 



    64

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅤⅤⅤⅤ    執行方針別改革改善項目一覧表執行方針別改革改善項目一覧表執行方針別改革改善項目一覧表執行方針別改革改善項目一覧表   
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－ 改革改善項目の記載方法 － 
 
１ 共通事項 

(1) 項目掲載順序 

   ・執行方針ごとに組織順で掲載 

(2) 単位 

   ・効果額については、百万円（百万円未満は四捨五入）単位で表示 

    ただし、効果額が算定しがたいものについては、｢0｣で表示 

   ・事業費については、百万円（百万円未満は切り捨て）単位で表示 

    ただし、事業費が百万円未満のものについては、千円単位で表示 

(3) 算定方法 

・原則として、平成 15 年度事業費をベースに算定 

 (4)  表記 

・効果額欄中計については、5ヵ年の累計効果額を記載 

(5)  その他 

・16 年度以降の効果額については、現時点において確定したものではなく、概算額として試算

したものであり、今後の検討結果等によって変更する場合もある。 

・経営改革項目については、既に継続して取り組んでいる項目や平成 14 年度から取組を開始し

ている項目も掲載している場合がある。 

・事業概要については、平成 14 年度の内容を記載している。 

 

２ 個別事項 

(1) 人件費 

・職員定数削減効果については、「１人件費の抑制を図る」で、その総額を明らかにするため、

一括して計上している。 

・また、アウトソーシングなど個々の項目においても、職員定数の削減効果があるものについ

ては、各々の項目の実質的効果額を明確にするため、それぞれ人件費を含む効果額を計上し

ている。 

・なお、各項目における職員定数の減にかかる人件費削減効果については､効果額を平年度ベー

スで表すため、平均人件費(一人当たり＠926 万円(平成 15 年度ベース)) で算出している。 

注記:収支見通しにおける職員定数削減に伴う効果額は、収支の試算において、退職予定

者は新規採用に置き換えられているため、新採単価（一人当たり＠402 万円（平成 15 年

度ベース））となる。 

(2) 投資的経費 

・投資的事業は、事業期間が複数年度にまたがるのが通常であり、事業費も進捗状況により年

度間で大きく変動するため、単一年度間の比較による効果額の算出ができないため、効果額

欄は「－」表示としている。 
(3) その他 

・外郭団体に関連する項目のうち、固定資産税の減免の廃止など、その内容が他の執行方針の

取組と重なるものについては、外郭団体の経営改善とそれぞれの経営改革項目に重複計上し

ている。 
・各執行方針ごとの合計欄における「収支改善額」は、収支見通しにおける実質的な改善額 
 （Ｐ18-(2)-ア「改革改善による改善予定額」に対応する額） 
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１１１１    改革改善項目総括表改革改善項目総括表改革改善項目総括表改革改善項目総括表    

平成１５年度から１９年度の５か年において実施する改革改善項目（一部１５年度に検討を

行う項目を含む）の執行方針別及び取組区分別の件数と効果額は次のとおりとなっている。 

 

        （（（（1111））））    執行方針別取組件数・効果額執行方針別取組件数・効果額執行方針別取組件数・効果額執行方針別取組件数・効果額    

                   効果額単位：百万円 

 ① 
人件費の抑
制を図る 

② 
外郭団体の
経営改善、統
廃合を進め
る 

③ 
公共施設の
再配置と統
廃合を進め、
市有財産の
有効活用を
図る 

④ 
財源の確保
を図る 

⑤ 
事務事業を
ゼロベース
で再構築す
る 

⑥ 
負債の抑制
に向けた取
組を進める 

⑦ 
新たな行政
経営システ
ムの確立と、
まちの価値
を高める取
組を進める 

計 

件 数 10 2 15 19 224 1 20 291 

全体に対

する割合
3.4％ 0.7％ 5.2％ 6.5％ 77.0％ 0.3％ 6.9％ 100% 

効果額 19,693 2,681 17,316 2,658 11,395 0 -14 53,729 

全体に対

する割合
36.7％ 5.0％ 32.2％ 4.9％ 21.2％ 0％ 0％ 100% 

※効果額については、改革改善一覧表の各執行方針別合計欄における収支改善額。 

 

（（（（2222））））    区分別取組件数・効果額区分別取組件数・効果額区分別取組件数・効果額区分別取組件数・効果額    

                             効果額単位：百万円 

 業務改善 転 換 縮 小 継 続 休 止 廃 止 計 

件 数 156 28 33 8 12 54 291 

全体に対
する割合 53.6％ 9.6％ 11.3％ 2.7％ 4.1％ 18.6％ 100％ 

効果額 22,929 19,922 3,055 0 222 7,601 53,729 

全体に対
する割合 42.7％ 37.1％ 5.7％ 0％ 0.4％ 14.1％ 100％ 

※業務改善の欄は、その他の項目を含めた数値。 
※効果額については、改革改善一覧表の各執行方針別合計欄における収支改善額を各区分別に集計した額。 

 

 

 

ⅤⅤⅤⅤ    執行方針別改革改善項目一覧表執行方針別改革改善項目一覧表執行方針別改革改善項目一覧表執行方針別改革改善項目一覧表   



　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(1)　人件費の抑制を図る
単位：百万円

15年度 計

1
業務
改善

職員定数
の削減

１　対象
　全職員
２　意図
　職員定数の適正化を図ることにより人件費を抑
制する。
３　手段
　事務事業の見直し、業務の民間委託化、執行
体制の効率化
４　事業費
　　一般会計一般職　3,918人　４３，３６０百万円

１　改善内容
　事務事業の見直し、執行体制の効率化、
業務の民間委託、公共施設の統廃合等の
取組を行うとともに、希望退職を募り、管理
職層を含めて5年間で少なくとも900人の定
数削減を行う。
２　改善理由
　類似都市を参考に職員定数の適正化を
図るため。
３　実施時期
　平成１５年度から順次実施する。

2,093 27,170

2
業務
改善

昇給制度
の見直し

１　対象
　全職員
２　意図
　公務遂行能率の実態に即した昇給制度に是正
する。
３　手段
　経過措置（～Ｈ１５)を設け５８歳昇給停止を実
施
４　効果額
　１９百万円

１　改善内容
　５８歳昇給停止措置に引き続き、経過措
置を設け５５歳まで昇給停止年齢を引き下
げる。
２　改善理由
　国に準じた昇給制度の導入を図るため。
３　実施時期
　平成１６年度から経過措置を設けて、平成
２０年度に本格実施する。

280 4,999

3
業務
改善

再任用制
度の見直
し

１　対象
　定年等退職者
２　意図
　年金制度改革に合わせて再任用を行う。
３　手段
　再任用条例に基づく運用
４　事業費
　３９２百万円 決算見込額

１　改善内容
　OB嘱託員制度の活用等、再任用制度の
運用の方法を見直す。
２　改善理由
　人件費抑制の一環として取り組むため。
３　実施時期
　平成１５～１９年度

4
業務
改善

住居手当
の見直し

１　対象
　全職員
２　意図
　職員の住宅事情等を考慮し、居住の区分に応
じ一定の手当を支給する。
３　手段
　住居手当支給に関する規則に基づき支給
４　事業費
　７３８百万円

１　改善内容
　住居手当の支給対象者の範囲を改める。
２　改善理由
　国の状況等を踏まえ、見直しを図るため。
３　実施時期
　平成１６年度

5
業務
改善

特殊勤務
手当の見
直し

１　対象
　特殊な勤務で、給与上特別の考慮を必要とし、
かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当で
ない業務に従事する職員
２　意図
　勤務の特殊性に応じて支給することによって給
与上の配慮を行う。
３　手段
　特殊勤務手当支給に関する規則に基づき支給
４　事業費
　２８９百万円

１　改善内容
　開庁手当等、業務の特殊性の観点から、
支給の必要性を見直す。
２　改善理由
　国基準を基本とし、他都市との均衡を踏ま
える中で、制度を見直し適正化を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度
　なお、開庁手当については勤務時間の見
直しと併せて平成１６年度の見直しを目途と
する。

事業概要（平成１４年度内容） 改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

区分 事業名等№
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(1)　人件費の抑制を図る
単位：百万円

15年度 計
事業概要（平成１４年度内容） 改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
区分 事業名等№

6
業務
改善

管理職手
当の見直
し

１　対象
　係長以上の職員
２　意図
　管理又は監督の地位にある職員の職務の特殊
性に基き、管理職手当を支給する。
３　手段
　管理職手当の支給に関する規則に基づき支給
４　事業費
　８６５百万円

１　改善内容
　制度の見直しも含め、手当額全体の約２
０％程度の削減に努める。
２　改善理由
　人件費抑制の一環として取り組むため。
３　実施時期
　平成１６年度

7
業務
改善

通勤手当
の見直し

１　対象
　全職員
２　意図
　通勤に係る実費負担分を手当として支給する。
３　手段
　通勤手当支給に関する規則に基づき支給
４　事業費
　３９８百万円

１　改善内容
　交通機関利用に係る手当について、長期
定期券価額等を基礎に算定した額とする。
２　改善理由
　６箇月定期等の長期定期券の価額等を基
礎に算定した額を手当額とすることにより、
一層の経費節減を図るため。
３　実施時期
　平成１４年１０月実施済

8
業務
改善

退職手当
の減額

１　対象
　定年等退職者
２　意図
　現在、国家公務員の退職手当制度に準じて退
職手当を支給している。
３　手段
　退職手当支給条例に基づき支給
４　事業費
　５，４３６百万円

１　改善内容
　国の退職手当制度の見直しの動向に準じ
て改正を行う。
２　改善理由
　現在、国において､退職手当の適正化（約
５％）に向けた取組が進められており、国に
準じた見直しを図る。
３　実施時期
　平成１６年度

9
業務
改善

超過勤務
手当の縮
減

１　対象
　全職員
２　意図
　超過勤務の縮減に努める。
３　手段
　事業の廃止・縮減、執行管理の徹底、定時退庁
の推進、３６協定の締結、振替及び代休制度の
促進など。
４　事業費
　５４４百万円

１　改善内容
　命令権者の執行管理の徹底、効率的な事
業運営・事務執行を図り、超過勤務の縮減
に努める。
２　改善理由
　効率的な業務執行や人件費の抑制を図る
とともに、職員の健康管理にも努めるため。
３　実施時期
　継続して平成１５年度以降も取り組む。

10
業務
改善

福利厚生
制度の見
直し

１　対象
　組合員及び被保険者
２　意図
　相互救済を図ることによって、職員の生活安定
と福祉の向上に寄与する。
３　手段
　市独自で健康保険事業、共済事業を実施
４　事業費
　共済費　５，５９１百万円（一般会計）

１　改善内容
　尼崎市職員共済組合及び尼崎市職員健
康保険組合を解散し、兵庫県市町村職員共
済組合に加入する。
２　改善理由
　兵庫県市町村職員共済組合への加入に
伴い、事業主負担等の縮減を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

46 1,399

2,419 33,568

1,338 19,693

執行方針１　効果額合計

収支改善額
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(2)　外郭団体の経営改善、統廃合を進める
単位：百万円

15年度 計

1
業務
改善

外郭団体
経営改善

外郭団体への補助金・委託料の削減
１　対象
　外郭団体に対する補助金・委託料
２　意図・手段
　行政を補完･代替・支援する機能を果たしている
外郭団体について、補助金・委託料を支給する。
３　事業費
　６，４８７百万円

１　改善内容
①経営改善目標額の設定
　外郭団体の高コスト体質の是正を図るた
め、各外郭団体のモデル給与等と民間サー
ビス業の給与水準を比較し、その水準を越
える部分を経営目標改善額に設定し、年次
的にその達成を図る。
②利用料金制の導入の検討
　外郭団体に管理運営を委託している公の
施設のうち、主に余暇事業を実施している
施設について、利用料金制の導入について
検討する。なお、利用料金制の導入により
外郭団体の自立的な経営努力を発揮しや
すくし、使用料収入の増加等の努力を勘案
する中で、現行委託料の一定割合の見直し
を行い、上記の経営改善目標額に加える。
２　改善理由
　各外郭団体が適正なコストで運営できる
仕組みを構築することにより、委託料・補助
金の見直しを図る。
３　実施時期
①平成１５年度からの３か年間を基本に目
標数値への段階的到達に向けて指導・調整
する。
②平成１５年度検討

131 1,451

2 廃止
外郭団体
統廃合

１　対象
　（財）尼崎市施設管理協会
２　設立経過・年月日
　市の財政健全化の一環として、市内公共施設
の委託化を図るとともに、退職者の再雇用の場を
確保することにより、市高齢職員の退職を促進す
ることを趣旨として昭和５３年４月に発足した。
３　目的
　市退職者の能力・経験を活用し、公の施設等の
管理運営を通じて市民サービスの一層の向上を
図り、もって住民福祉の増進に寄与することを目
的としている。

１　改善内容
　　（財）尼崎市施設管理協会を廃止する。
２　廃止理由
　新再任用制度の導入により、ＯＢ職員の
能力を活用し、公の施設の効率的な運営を
図るという設立目的を達成し、その役割を
終えているため、施設管理協会を廃止す
る。
３　実施時期
　平成１５年度末

（既定による統廃合）
　①あまがさき未来協会と尼崎市産業振興
協会との統合
　②（財）尼崎市防災普及協会の廃止

841 1,324

972 2,775

953 2,681

事業名等 事業概要（平成１４年度内容） 改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

区分

執行方針２　効果額合計

収支改善額

№
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(3)　公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る
単位：百万円

15年度 計

1 転換
福祉事務
所の統合

1　対象
　福祉事務所

1　改善内容
　６行政区に配置している福祉事務所は統
合・集約するものとする。
２　改善理由
　統合によるスケールメリットを活かすととも
に、事務処理の効率化、市民サービスの効
果的な提供を図る。
３　実施時期
　平成１６年度以降

0 2,026

2 転換

保健セン
ターの統
合

1　対象
　保健センター

1　改善内容
　６行政区に配置している保健センターは統
合・集約するものとする。
２　改善理由
　統合によるスケールメリットを活かすととも
に、事務処理の効率化、市民サービスの効
果的な提供を図る。
３　実施時期
　平成１６年度以降

0 0

3 転換
地域振興
課の機能
強化

1　対象
　地域振興課

1　改善内容
　各支所に配置している地域振興課を協働
のまちづくりと地域コミュニティの創造拠点
として機能強化を図る。
２　改善理由
　協働のまちづくりと地域コミュニティの創造
を強化するため、市民の利便性と、より一層
のコミュニティの向上の観点から、そのあり
方、配置を改善する。
３　実施時期
　平成１５年度は、市民の意見も聴きながら
検討し、平成１６度以降での新たな体制づく
りを目指す。

0 0

4 転換
支所市民
課､出張所
の統合

1　対象
　支所市民課、出張所

1　改善内容
　支所市民課や出張所で供給されている市
民サービス機能を、阪急、ＪＲ、阪神沿線の
利便性の高い場所に集約する。
２　改善理由
　集約によるスケールメリットを図るととも
に、市民にとって利便性の高い鉄道主要
ターミナルに配置することにより市民サービ
スの効率的な提供を図る。
３　実施時期
　平成１６年度以降

0 0

5 転換

共同利用
施設管理
運営の見
直し

１　対象
　航空機騒音により著しく生活を阻害されている
地域住民
２　意図
　航空機騒音の障害の緩和に資するために、学
習及び休養の場を提供する。
３　手段
　社会福祉協議会等に施設の管理を委託し、光
熱水費等の維持経費を市が負担している。
４　事業費（一般財源）
　１５百万円（１５百万円）

１　改善内容
　共同利用施設のうち航空機騒音対策の対
象外となった１７館について、普通財産とし
て地域住民（社会福祉連絡協議会等）に無
償で貸し付けることにより、費用負担の見直
し（光熱水費等は地域負担）を行うとともに、
これまで原則認められなかった使用料の徴
収を認めるなど、地域住民による自主的な
管理運営を行う。
２　改善理由
　他の集会施設との費用負担面での均衡と
地域住民による自主的な運営を図るため。
３　実施時期
　平成１６年度

0 40

改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(3)　公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

6 転換
廃園幼稚
園の活用

１　対象
　地域住民
２　意図
　廃園幼稚園３園（成徳、上坂部、園田北）につい
て、本格的な再利用方法が決まるまでの間、地
域住民の集会・学習のための施設として暫定利
用を行い、有効活用を図る。
３　手段
　地元の連協に無償で貸し付け、維持管理経費
を市が負担している。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　成徳、上坂部については、継続し地元の
連協に貸し付けるが、平成１６年度から他
の市立福祉会館と同様に維持管理経費は
地元負担とし、２０万円を越える修繕のみ市
が負担する。また、園田北については、猪
名寺保育所に転用し、平成１６年度から民
間移管を行う。
２　改善理由
　他の集会施設との費用負担面での均衡と
地域住民による自主的な運営を図るととも
に、施設の有効活用を図るため。
３　実施時期
　平成１６年度

0 4

7
業務
改善

市立幼稚
園の見直
し

１　対象
　就学前児童
２　意図
　幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身
の発達を助長すること。
３　手段
　１８園
４　事業費（一般財源）
 　１ ，１５９百万円（９４２百万円）

１　改善内容
　市立幼稚園のあり方等について検討を行
う。
２　改善理由
　私立幼稚園が市内園児の相当数の幼児
教育を担っている中で、園児１人当たりの公
費負担の格差が開いており、また、私立幼
稚園の定員にも余力があることから、市立
幼稚園の見直しについての検討を行う。
３　実施時期
　平成１５年度に検討を行い、方向性を決定
する。
（検討内容）
・市立幼稚園のあり方（３年保育を含めて）
・保育料の検討
・その他幼稚園教育に関する事項

0 0

8 縮小

市営住宅
維持管理
業務の見
直し（市営
住宅の集
約化と跡
地売却）

１　対象
　市営住宅
２　意図
　市営住宅の適正な管理を行い、入居者の住環
境の維持向上に寄与する。
３　手段
　公営住宅法等関係法令に基づき、維持補修業
務等を行う。
４　事業費
　―

１　改善内容
　市営住宅の建替に合わせて住宅の集約
を図り、老朽市営住宅の廃止、跡地の有効
活用を行う。
　空家住み替えによる住宅の統廃合等につ
いては、現行の公営住宅法等のもとでは困
難であるが、引き続きその実現に向けて検
討を行う。

0 0

9 転換
青少年セ
ンター機能
の見直し

１　対象
　青少年センター

１　改善内容
青少年センターの機能を移転整備も含め

て見直し、不要となる跡地を売却する｡
２　改善理由
　売却による経済波及効果を期待する。
３　実施時期
　平成１８年度

0 818

10 廃止

職員研修
所の移転
と跡地売
却

１　対象
　市職員
２　意図
　昭和５０年から職員の資質向上を図る場として
職員研修所を開設し、職場研修や自主研修など
にも利用することにより、人材育成と公務能率の
向上に寄与する。
３　手段
　平成１３年２月に改定した人材育成計画に基づ
き、基本研修、専門研修、一般研修の体系で研
修所研修を実施。
４　事業費（一般財源）
　５百万円（５百万円）

１　改善内容
　平成１５年度に職員研修所を市政情報セ
ンターへ移転し、跡地を売却する。なお、研
修については、公共施設等の会議室を活用
し、実施していく。
２　改善理由
　公共施設の効率的運用を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

105 125
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(3)　公共施設の再配置と統廃合を進め、市有財産の有効活用を図る
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

11 転換
公園配置
の見直し

１　対象
　市内に設置されている公園（こども広場等も含
む。）
２　現状
　公園（住区基幹公園）の設置基準
　　街区公園　誘致距離  250m　面積 2500㎡
　　近隣公園　誘致距離  500m　面積20000㎡
　　地区公園　誘致距離1000m　面積40000㎡
　　（幹線道路によって誘致圏は分断される。）

１　改善内容
　公共施設の統廃合等により発生する大規
模敷地に公園を配置し、その周辺の小規模
な公園を廃止するなど、これまでの公園の
規模、配置等について見直し、一定規模の
まとまりのある市民に親しまれる公園とす
る。
２　改善理由
　ある程度の規模をもった良好な公園には
周辺環境を改善するといった効果が期待で
きる。一定規模の公園とすることにより、多
様な利用方法も期待でき、新たなコミュニ
ティの醸成や非常時の防災拠点としての機
能も期待できる。
３　実施時期
　平成１５年度　見直しの検討
　

0 122

12 転換

南武庫之
荘地区土
地分譲事
業の見直
し

１　対象
　南武庫之荘住宅地区改良事業地区内及び周
辺地区の分譲事業の未処分地等。
２　意図
　平成５年度をもって終息した南武庫之荘住宅地
区改良事業について、旧分譲事業の未処分地等
を売払うことにより、関係権利者の自立と地区の
住環境等の向上を促進する。
３　手段
　未処分地の維持管理及び売却。

１　改善内容
　分譲事業地で未処分の土地について一般
向けの売却等を検討、協議し、有効活用を
図る。
２　改善理由
　市有財産の有効活用を図る。
３　実施時期
　平成１４年度　　　　検討、協議
　平成１５年度　　　　売却等

257 257

13 転換

小・中学校
の適正規
模・適正配
置による
学校跡地
の活用

１　対象
　小・中学校の適正規模・適正配置による統合に
よって生じる学校跡地

１　改善内容
小・中学校の適正規模・適正配置による

学校の跡地については売却を基本とする
が、公共施設の再配置用地としての利用も
含め､全市的なまちづくりの観点から有効活
用について検討する。
２　改善理由
公共施設の再配置を促し、まちの活性化

を図るとともに、経済波及効果を期待する。
３　実施時期
　平成１６年度以降

0 14,181

14
業務
改善

市立全日
制高等学
校の見直
し

１　対象
　尼崎高等学校、尼崎東高等学校、尼崎産業高
等学校
２　意図
　高等学校教育の推進
３　手段
　市単独で実施
４　事業費（一般財源）
　３，４１５百万円（３，０９５百万円）

１　改善内容
　市立高等学校教育審議会答申（平成１５
年７月予定）をもとに、県と調整を図る中で、
高等学校の改革を推し進める。
２　改善理由
　適正規模の推進
３　実施時期
　－

0 0

15
業務
改善

市立定時
制高等学
校の見直
し

１　対象
　尼崎工業高等学校、城内高等学校
２　意図
　高等学校教育の推進
３　手段
　市事業負担（教職員は県費負担）
４　事業費（一般財源）
　３５３百万円（３５３百万円）

１　改善内容
　県立高等学校教育改革の計画と調整して
いく中で、適正化に向けて協議を進める。
２　改善理由
　適正規模の推進
３　実施時期
　－

0 0

362 17,573

105 17,316

執行方針３　効果額合計

収支改善額
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(4)　財源の確保を図る
単位：百万円

15年度 計

1 新規

新たな債
権管理シ
ステムの
検討

１　対象
　市税、住宅家賃、国民健康保険料、保育料、震
災復興に係る貸付金等の滞納者
２　意図
　市民間の公平性の確保、市政への信頼性の向
上を目指す。
３　手段
　全庁的に債権管理を適正に行えるシステムを
構築する中で検討する。
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　全庁的な組織として、債権管理条例の制
定、債権管理のマニュアルづくり、債権管理
の組織づくりなどを検討する組織を設置し、
その中で市民税等完納の資格要件化、収
納窓口の充実策、広報活動の強化などを検
討していく。
２　改善理由
　債権管理を適正に行い、必要な歳入を確
保することは、財政状況の如何にかかわら
ず、市民間の公平性の確保、市政への信頼
性の向上を目指す上で不可欠であるため。
３　実施時期
　平成１４年度中に検討、概要をまとめ、条
例制定等の有効性が判断できれば、速や
かに導入する。

0 0

2
業務
改善

４種滞納
整理の取
組

１　対象
　４種（市税、国民健康保険料、保育料及び住宅
家賃）の重複滞納者
２　意図
　収納率の向上及び滞納額の縮減
３　手段
　４種滞納金の所管課と連携しながら、全庁組織
１８８課の職員により一体的な滞納整理を実施す
る。
４　事業費（一般財源）
－

１　改善内容
　進捗管理を徹底し、より効率的・効果的な
滞納整理を行う。
２　改善理由
　収納率の向上と滞納額の縮減により、市
税等の自主財源の確保を図るため。
３　実施時期
　平成１５・１６年度

0 0

3
業務
改善

市営住宅
維持管理
業務の見
直し
（家賃徴収
率の向上）

１　対象
　市営住宅
２　意図
　市営住宅の適正な管理を行い、入居者の住環
境の維持向上に寄与する。
３　手段
　公営住宅法等関係法令に基づき、滞納者等対
策業務等を行う。
４　平成１４年度家賃収入
　３,３１１百万円

１　改善内容
①長期悪質滞納世帯に対して、取組みの強
化を図る。
②支払い意思のない世帯に対して、明け渡
しを求めていく。
２　改善理由
　滞納整理に取組むことにより財源の確保
を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

16 90

4 新規

本庁舎来
庁者用駐
車場の有
料化

１　対象
　本庁舎来庁者
２　意図
　来庁者への便宜を図るとともに、周辺道路の違
法駐車防止に寄与する。
３　手段
　１０５台分の駐車場（無料）を確保している。
４　事業費（一般財源）
　１２百万円（１２百万円）

１　改善内容
　本庁舎来庁者用駐車場の利用者から使
用料を徴収する。駐車場に係る管理経費の
削減を検討する。
２　改善理由
　公有財産の有効活用を図るとともに、駐
車場の適正な利用を促進するため。
３　実施時期
　平成１５年度中を目途に遅くとも平成１６
年度から実施

0 20

5
業務
改善

クリーン
センター
使用料減
免の見直
し

１　対象
(減免規程）
①尼崎市立クリーンセンター条例第７条
　天災その他特別の理由があると市長が認めた
ときは、使用料を減免することができる。
②同施行規則第５条第３項
　条例第７条に規定する特別の理由は、使用料
を納付すべきものが次の各号の一に該当する場
合とする。
・生活保護法によって保護を受けている者
・公益を目的とする事業を経営する者
・その他市長が使用料を減免する必要があると
認めた者
２　意図
　公共施設や市場商店街等からのごみについて
は、公共性が高いなどの理由から処理費用の減
免措置が実施されている。
３　手段
  減免措置
４　平成１４年度使用料
　２１７百万円

１　改善内容
　ごみの自己処理責任の明確化や費用負
担の公平性の確保等の観点から、クリーン
センター条例施行規則及び運用基準におけ
る減免規定について見直しを行う。
２　改善理由
　事業系ごみ処理の適正化及びリサイクル
等の推進。
３　実施時期
　平成１５年度（公共施設等）
　平成１６年度（市場、商店街）

13 365

改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(4)　財源の確保を図る
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

6
業務
改善

斎場使用
料の改定

１　対象
　市民
２　意図
　斎場の利用に対して、適正な受益者負担を徴
収する。
３　手段
①火葬
・大人１体につき ４，７００円
・小人(年齢１０歳未満の者)１体につき ２，３００
円
・死産児１体につき １，１００円
・胞衣、産汚物等１個につき１，１００円
②葬儀式場
・１時間３０分まで ３，０００円
・延長２時間まで１時間につき ７５０円
４　平成１４年度斎場使用料
　２０百万円

１　改善内容
　新斎場完成後、供用開始に合わせて斎場
使用料の改定を行う。
２　改善理由
　受益者負担の適正化の視点から、現在の
斎場使用料の改定を行う。
３　実施時期
　平成１６年度

※効果額については、光熱水費等の経費
見込みを基に、現行の使用料算定ルールを
用いて現時点で算出したものである。
　平成１６年度以降の使用料については今
後検討する。

0 56

7
業務
改善

保育料の
改定

１　対象
　保育に欠ける就学前児童。
２　意図
　受益者負担として、保護者の所得階層に応じ、
毎月一定の保育料を徴収する。
３　手段
　所得階層に応じた保育料を毎年設定するととも
に、減免制度を設けるなど、受益者負担の適正
化を図る。
４　平成１４年度保育料
　１，３１９百万円

１　検討内容
　新たな市基準保育料体系の検討を行うに
際して、有識者と市民で組織する検討会議
を設置し、保育料を中心に子育て支援に関
する経費と負担のあり方について提言を受
ける。
　その後、本提言を基本として、本市が目指
すべき保育料体系を策定する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 396

8
業務
改善

住民基本
台帳閲覧
手数料の
見直し

１　対象
　市民等
２　意図
　申請に基づき住民基本台帳の一部の写しの閲
覧サービスを実施している。
３　手段
　本庁市民課で取り扱っており１冊３００円の手数
料を徴収している。
※　平成１３年度決算見込額
・閲覧件数　　　　４，０４１冊
・閲覧手数料　１，２１２千円

１　改善内容
　住民基本台帳の一部の写しの閲覧手数
料を見直し、現行１冊３００円から１件３００
円とする。
２　改善理由
　阪神間の他都市では、１件又は１世帯と
いった単位で手数料を徴収しており、均衡を
欠いているため。
３　実施時期
　平成１５年度

18 114

9
業務
改善

印鑑登録
証交付手
数料の徴
収

１　対象
　市民
２　意図
　印鑑登録申請を受け付け印鑑登録証を交付す
る。
３　手段
　本庁市民課、各支所市民課、各出張所で取り
扱っており手数料は無料である。

１　改善内容
　印鑑登録証の交付（再交付も含む）の際、
手数料として２００円を徴収する。
２　改善理由
　印鑑登録は他の届出等と同様、手数料を
徴していないが、印鑑登録証を交付する際
に受益者負担の考え方から費用負担を求
めるため。
３　実施時期
　平成１５年度

1 17

10
業務
改善

市営住宅
維持管理
業務の見
直し
（市営住宅
敷地に駐
車している
車両の所
有者等か
ら使用料
を徴収）

１　対象
　市営住宅
２　意図
　市営住宅の適正な管理を行い、入居者の住環
境の維持向上に寄与する。
３　手段
　公営住宅法等関係法令に基づき、保守管理業
務等を行う。
４　事業費
　―

１　改善内容
①財政事情等を踏まえ、平成３年度の駐車
場設置方針を見直す。
②実態調査等を踏まえ、整備手法、使用
料、徴収方法等について、平成１４年度中
に基本方針を策定する。
③基本方針に基き、地元自治会等と協議。
２　改善理由
　使用料を徴収していない団地が存在して
おり、受益と負担の原則や公平性・公正性
の視点から使用料を徴収し、財源の確保を
図る。
３　実施時期
　平成１４年度中に基本方針を策定。

※効果額については、参考として、行政財
産の目的外使用料をもとに算出している。
なお、整備費等は含めていない。

0 453

74



　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(4)　財源の確保を図る
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

11
業務
改善

市営住宅
維持管理
業務の見
直し
（付属駐車
場の利用
率の向上）

１　対象
　市営住宅
２　意図
　市営住宅の適正な管理を行い、入居者の住環
境の維持向上に寄与する。
３　手段
　公営住宅法等関係法令に基づき、保守管理業
務等を行う。
４　事業費
　―

１　改善内容
　利用率の低い付属駐車場において、現状
の１戸１台から１戸複数台の駐車場使用許
可について検討を行う。
２　改善理由
　市営住宅に設置した駐車場の平均利用率
は６２%（最高１００%、最低１０.２%）となってお
り、利用率の低い付属駐車場の活用を図
り、新たな収益を確保する。
３　実施時期
　平成１４年度

0 0

12
業務
改善

建築物等
関係事務
手数料の
改定

１　対象
　市民、事業者
２　意図
　特定の者のためにする事務について、受益者
負担の原則から手数料を徴収する。
３　手段
　地方自治法改正により、手数料徴収が可能と
なった建築基準法にかかる事務、及び、建築基
準法改正に伴い新たに生じる許認可に関する事
務について手数料を徴収する。
４　事業費
　―

１　改善内容
　地方自治法改正により、手数料徴収が可
能となった建築基準法にかかる事務、及
び、建築基準法改正に伴い新たに生じる許
認可に関する事務について手数料を徴収
する。
２　改善理由
　地方自治法227条の規定により、地方公
共団体の事務で特定の者のためにするも
のについて、受益者負担の原則から手数料
を徴収する。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

13
業務
改善

市営住宅
維持管理
業務の見
直し（修繕
費用の適
正な徴収）

１　対象
　市営住宅
２　意図
　市営住宅の適正な管理を行い、入居者の住環
境の維持向上に寄与する。
３　手段
　公営住宅法等関係法令に基づき、維持補修業
務等を行う。
４　事業費
　―

１　改善内容
　市営住宅返還時の修繕費用のうち入居者
負担分については敷金の範囲内としている
が、敷金の範囲を越えるような修繕費用の
かかる物件に対して、実態に即した実費弁
償金の徴収方法等の調査、研究を行う。
２　改善理由
　入居者の責に帰すべき事由による場合な
ど、適正な負担を求めることにより、公平性
を確保する。
３　実施時期
　平成１５年度から調査研究を行う。

0 0

14
業務
改善

児童ホー
ムの有料
化

１　対象
　小学校１年生から３年生の児童
２　意図
　保護者が昼間不在の留守家庭児童に対し、遊
びと生活の指導を行い、児童の健全育成を図る。
３　手段
　４５小学校内の児童ホームに指導員を配置し指
導を行っている。
４　事業費（一般財源）
　３５３百万円（２８９百万円）

１　改善内容
　児童ホーム入所にかかる経費について保
護者負担を導入するとともに、開所時間の
延長を行う。
①保護者負担の基本額（月額）は１万円と
する
・階層区分は５階層とする
・第２子以降は各階層の半額とする
Ａ階層　生活保護世帯　  　　       　０円
Ｂ階層　市民税非課税世帯　　 　 2,500円
Ｃ階層　市民税所得割10万未満　5,000円
Ｄ階層 　〃　10万以上20万未満　7,500円
Ｅ階層 　〃　20万以上　         10,000円
②開所時間の延長　長期休業期間中等、
午前８時３０分から午後５時まで開所する。
・現行　　 午前９時から午後５時まで
・変更後　午前８時３０分から午後５時まで
２　改善理由
①受益者負担の適正化を図る。
②児童ホーム事業の充実を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

85 425

15
業務
改善

競艇場ファ
ン送迎用
バスの見
直し

１　対象
　競艇場来場者
２　意図
　ファン送迎用バスの運行により収益の確保を図
る。
３　手段
　交通局と随意契約によりＪＲ立花駅と阪急塚口
駅から送迎バスを運行している。
４　事業費（一般財源）
　９７百万円（９７百万円）

１　改善内容
　ファン送迎用バスの単価を見直す。
２　改善理由
　サービス水準を確保しながら、開催経費
の節減を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

10 50

75
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16 転換

競艇場ファ
ン駐車場
整備の検
討

１　対象
　競艇場来場者
２　意図
　車による来場者に対応する。
３　手段
　競艇場周辺に１５箇所８４６台の来場者用公営
駐車場を設置している。

1　改善内容
　競艇場に近接する土地への新たな駐車場
の整備について、市営住宅等の動向も踏ま
え、経費面や施設内容等について検討を行
う。
２　改善理由
　地域の生活環境の向上とファンの利便性
の確保には、点在する駐車場の集約と一定
台数の確保が必要不可欠であるため。
３　実施時期
　平成１５年度　検討

0 0

18
業務
改善

差押不動
産の早期
換価

１　対象
　滞納者
２　意図
　厳正な徴収の実現
３　手段
　不動産の公売
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　換価可能な不動産の差押え及び公売を前
提とした計画的折衝
２　改善理由
　滞納繰越額の縮減
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

17

固定資産
税等賦課
徴収業務
における
減免の廃
止

廃止

１　対象
　納税者
２　意図
　公益のための政策税制
３　手段
　市税の全部又は一部の減免
４　平成１４年度減免額
　３４４百万円

１　改善内容
①新築住宅に係る都市計画税の減免制度
（家屋2分の1減免　３階以上の中高層耐火
新築住宅は５年度分、その他の新築住宅は
３年度分）の廃止
②社会保険医に対する固定資産税・都市計
画税の減免制度（診療の用に供する家屋２
分の１減免）の廃止 (5ヵ年の経過措置を設
ける）
③社会保険医に対する固定資産税の減免
制度（診療の用に供する償却資産１０分の
３減免）の廃止
④柔道整復師に対する固定資産税・都市計
画税の減免制度（施術の用に供する家屋１
０分の３減免）の廃止
⑤公共性を有する公益法人に対する固定
資産税・都市計画税の減免制度（土地・家
屋全額減免）の廃止
２　改善理由
①新築住宅に対する都市計画税の減免
は、良質な住宅確保を目的に地方税法の
規定による固定資産税の減額措置と併せ
て実施しているところであるが、現下の財政
状況を考えた場合、見直す必要があると考
えられるため。［近隣都市では大阪市と神戸
市（見直し予定）のみである］
②～④社会保険医等に対する減免は、市
民健康向上策への寄与を目的に減免を
行っているが、現下の財政状況を考えた場
合、見直す必要があると考えられるため。
⑤事業活動の公共性に着目して減免を行っ
ているが、現下の財政状況を考えた場合、
見直す必要があると考えられるため。
３　実施時期
　平成１６年度

0 908
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(4)　財源の確保を図る
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

19
業務
改善

男女共同
参画課託
児サービ
スの有料
化

１　対象
　センター主催の事業（啓発セミナーや資格取得
講座）に参加する女性
２　意図
　センター主催事業への参加促進を図る。
３　手段
　保育士の嘱託員と登録ボランティアによる無料
の託児サービスを実施している。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　平成１５年度から託児サービスの有料化
を図る。また、平成１６年度からはセンター
管理運営のアウトソーシングに伴い、公共
的団体に託児業務を委託し、センター主催
事業以外にセンターで学習・活動しているグ
ループの託児についても受け入れができる
よう検討する。
２　改善理由
　受益者負担の適正化と託児サービスの効
率化を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度　託児サービスの有料化
　平成１６年度　公共的団体への託児業務
　　　　　　　　　　の委託化

0 0

144 2,899

153 2,658

執行方針４　効果額合計

収支改善額
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計

1
業務
改善

コンピュー
タ運用業
務のアウト
ソーシング

１　対象
　市職員、市民、事業者
２　意図
　汎用電子計算システムを活用して、事務処理の
効率化、経費節減を図り、行政の情報化と行政
サービスの向上に寄与する。
３　手段
　人材の確保、職員定数の抑制とともに的確かつ
効率的な業務の維持管理を行うため運用の外部
化を進めている。
４　事業費（一般財源）
　３０２百万円（３０２百万円）

１　改善内容
  年金システムなどのコンピュータ運用業務
体制の見直しを引き続き行う。
２　改善理由
  効率的かつ安定的な業務運営を図るとと
もに、職員の役割を情報処理から情報管理
へとシフトさせていくため。
３　実施時期
　平成１４年度

10 70

2
業務
改善

情報化推
進体制の
見直し

１　対象
　市職員
２　意図
　事務処理の効率化、経費節減を図り、行政の情
報化と行政サービスの向上に寄与する。
３　手段
　簡素で効率的な推進体制により情報化を推進
する。
４　事業費（一般財源）
　５８百万円（５８百万円）

１　改善内容
　情報化推進体制の見直しを行う。
２　改善理由
　情報化推進体制の見直しにより、効率的
かつ着実な情報化の推進を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度から検討 0 0

3
業務
改善

文書収受
発送業務
の見直し

１　対象
　庁外からの郵便物、庁内間交換文書、庁外あ
ての郵便物
２　意図
　郵便物、交換文書の効率的な収受・発送
３　手段
　収受業務では、庁外から市役所あての郵便物
を一括収受し、配付箱を通じて担当課へ配付。発
送業務では、庁内で受け付けした郵便物のうち、
大量のものは、尼崎・尼崎北郵便局へ業者委託
により直接搬送、それ以外は庁内郵便局へ持
参。本庁と各出先機関相互の庁内間での文書交
換は、平成１０年度よりメールカー制度から巡回
郵便制度へ移行済み。
４　事業費（一般財源）
　３４百万円（３４百万円）

１　改善内容
　業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の基準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 14

4
業務
改善

地域研究
史料館事
業のアウト
ソーシング

１　対象
　市民・研究者・事業者、各地の図書館・史料保
存機関など
２　意図
　市民・研究者に尼崎地域の歴史に関する研究
発表の場を提供し、その成果を逐一明らかにす
ることによって、地域の歴史・文化に対する理解
を助け、市民等との協働により地域資産の保存･
活用を図る。
３　手段
　新市史の編集・発行。研究紀要『地域史研究』
に尼崎及び歴史的関連地域に関する歴史論文、
回想、聞き取り、史料紹介を掲載し、市民・研究
者などに頒布、市内外の関係機関に配付。市民
等からの寄贈･寄託のほか、購入、史料館刊行物
との交換により収集し、専用の保存用具によって
保存措置。
４　事業費（一般財源）
　５６百万円（５６百万円）

１　改善内容
　ボランティアや研究機関との連携を充実
拡大するなかで地域研究史料館の組織体
制を見直すとともに、中長期的には独立行
政法人化などのアウトソーシングを検討す
る。
２　改善理由
　協働の視点に立ったボランティアや大学な
どの研究機関との連携は、一種のアウト
ソーシングになっており、これを拡大するこ
とにより組織体制を見直すことができるた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

7 35

改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

5
業務
改善

職員研修
事業のア
ウトソーシ
ング

１　対象
　市職員
２　意図
　人材育成計画に基づいた研修体系の下に、計
画的かつ職員の主体性を尊重した職員研修を推
進することにより、時代が求める組織の人づくりを
目指す。
３　手段
　職場研修、研修所研修、自主研修を実施する。
研修所研修は、基本研修、専門研修、一般研修
の体系で実施する。
４　事業費（一般財源）
　７２百万円（７２百万円）

１　改善内容
　①研修所研修のうち職員研修所が実施す
る研修の阪神間他都市との共同開催　②研
修所研修のうち職員研修所が実施する研
修のアウトソーシング　③研修所研修すべ
てのアウトソーシング（事務手続きを含む）
の３つの改善案の中から、より効率的、効
果的な研修のあり方を検討し、平成１６年度
から実施する。
２　改善理由
　人材育成計画の推進を基本として、今後
の新たな行政課題に的確に対応し、次代を
担い得る資質の高い人材の養成を図るた
めの有効な方策を検討すべきであるため。
３　実施時期
　平成１５年度　検討
　平成１６年度　実施

0 0

6
業務
改善

税務証明
発行業務
の見直し

１　対象
　納税者
２　意図
　行政サービス（一部法的義務）
３　手段
　職員による税務証明の発行
４　事業費（一般財源）
　８１百万円（８１百万円）

１　改善内容
　業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の基準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

9 45

7
業務
改善

公害パト
ロール業
務の見直
し

１　対象
　公害パトロール業務等
２　意図
　工場パトロール等の実施により、環境保全の推
進を図る。
３　手段
　公害パトロール車２台
４　事業費（一般財源）
　１９百万円（１９百万円）

１　改善内容
　業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度から年次的に実施 6 58

8
業務
改善

本庁との
事務連絡
業務等の
見直し（美
化環境局）

１　対象
　本庁との事務連絡業務等
２　意図
　本庁との事務連絡等
３　手段
　事務連絡車１台
４　事業費（一般財源）
　９百万円（９百万円）

１　改善内容
　業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

6 30

9
業務
改善

場内清掃・
洗濯等業
務の見直
し

１　対象
　美化事業部庁舎等
①庁舎等
　鉄骨鉄筋コンクリート３階建庁舎、車庫、車両整
備工場及び洗濯工場
②敷地面積
　２５，３３７.１５㎡
２　意図
　庁舎の清潔の保持及び労働安全衛生の確保を
図る。
３　手段
　場内清掃業務、洗濯業務等
４　事業費（一般財源）
　５５百万円（５５百万円）
　

１　改善内容
　正規職員から嘱託員への切り替えにより、
経費の削減を行う。また洗濯業務について
は、外注化を検討する。
２　改善理由
　経済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１６年度から年次的に実施

0 77
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

10
業務
改善

公衆便所
清掃管理
業務の見
直し

１　対象
　公衆・公園便所（市内１８２ヶ所）の清掃業務に
かかる人員体制の見直し。
２　意図
　公衆便所の清潔の保持や衛生管理を図る。
３　手段
　８班体制により、毎日、清掃する。
４　事業費（一般財源）
　１４３百万円（１４３百万円）

１　改善内容
　正規職員から嘱託員への切り替えなどに
より、経費の削減を行う。
２　改善理由
　現行のサービス内容を維持しながら、より
経済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度から年次的に実施

17 139

11
業務
改善

家庭ごみ
収集業務
の見直し

１　対象
　家庭ごみ収集体制
２　意図
　家庭から排出されるごみの安定的な収集による
市民サービスの確保
３　手段
　じんかい収集車５０台による５種分別収集
４　事業費（一般財源）
　１，５７６百万円（１，５７６百万円）

１　改善内容
　家庭ごみ収集における作業基準等を見直
すことにより、平成１３年度から平成１５年度
の３ヵ年で、車両８台、人員３４人の削減を
実施し、官民格差の解消を図る。
２　改善理由
　現行のサービス内容を維持しながら、より
経済性・効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１３～１５年度

98 490

12
業務
改善

家庭ごみ
収集体制
及び委託
比率の見
直し

１　対象
　家庭ごみ収集体制
２　意図
　平成１７年度の新焼却炉稼動にあわせ、今後の
リサイクル社会の動向や市民ニーズに合致した
適切な分別システム及び収集回数の見直しに伴
う効率的な収集体制、委託比率の見直しを図る。
３　手段
　ごみ収集業務
４　事業費（一般財源）
　２，４４２百万円（２，４４２百万円）

１　改善内容
　分別区分の見直し、それに対応した収集
体制及び委託比率の見直し
２　改善理由
　社会動向や市民ニーズに合致した適切な
分別システム等に伴う効率的な収集体制を
構築するため。
３　実施時期
　平成１７年度

0 291

13
業務
改善

クリーンセ
ンターごみ
処理施設
維持管理
事業の見
直し (Ｈ１４
～Ｈ１６)

１　対象
　第１工場・第３工場運転管理体制
２　意図
　焼却施設の適正管理
３　手段
①第１工場
・第１機械炉　　　　　１５０ｔ/日
・第２機械炉１号炉　１７５ｔ/日
・第２機械炉２号炉　１５０ｔ/日
②第３工場
　１５０ｔ/日×２基
４　事業費（一般財源）
　３４８百万円（３４８百万円）

１　改善内容
　焼却施設の運転管理体制について見直し
を行い、平成１４年度から平成１６年度の
３ヵ年で、１６人の定数削減を行う。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１４～１６年度 57 489
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

14
業務
改善

クリーンセ
ンターごみ
処理施設
維持管理
事業の見
直し
(Ｈ1７～)

１　対象
　新第２工場の運転管理体制
（建替え対象：現在の第１工場第１機械炉・第３工
場）
２　意図
　焼却施設の適正管理
３　手段
①第１工場
　第１機械炉　１５０ｔ/日
②第３工場
　１５０ｔ/日×２基
４　事業費（一般財源）
　４０６百万円（４０６百万円）

１　改善内容
　平成１７年度稼動予定の新第２工場（第１
機械炉及び第３工場の建替え）について、
効率的な運転管理体制を確立する。
２　改善理由
　焼却施設の効率的な運転管理体制を確
立するため。
３　実施時期
　平成１７年度

0 333

15
業務
改善

みのり園
のアウト
ソーシング

１ 対象
　中・軽度の知的障害者（１５歳以上３０歳未満）
２　意図
　中・軽度の知的障害者に対し、自活に必要な指
導及び訓練を行い、個々の有する能力を伸長さ
せ、また、社会適応能力を向上させることによっ
て円滑に社会復帰を図る。
３　手段
　中・軽度の知的障害者が日常生活を送る上で
必要となる生活指導や職業訓練等を行う。
①生活訓練
②職業訓練
４　その他
①通所者　定員　３５人
②規模等
・敷地　１，０７９．３５㎡
・建物　６８８．４８㎡（鉄筋コンクリート２階建）
・オープン　昭和５２年９月１３日
５　事業費(一般財源)
　７３百万円（７２百万円）

１　改善内容
　民間等への移管又は委託を視野に入れ
た検討を進めていく。
２　改善理由
　効率的な運営が可能となる。
３　実施時期
　平成１５年度中に、実施にむけた検討を行
う。

0 -50

16
業務
改善

まつば園
のアウト
ソーシング

１ 対象
　１８歳以上の知的障害者
２　意図
　重度の知的障害者を日々、保護者のもとから通
所させて日常生活等の指導訓練を行う。
３　手段
　重度知的障害者が日常生活を送る上で必要と
なる生活指導及び作業訓練等を行う。
①生活指導
②作業訓練
４　その他
①通所者　定員　４５人
②規模等
・敷地　６６１．１５㎡
・建物　６６９．７７㎡（鉄筋コンクリート２階建）
・オープン　昭和５８年５月１日
５　事業費(一般財源)
　１３４百万円（９７百万円）

１　改善内容
　民間等への移管又は委託を視野に入れ
た検討を進めていく。
２　改善理由
　効率的な運営が可能となる。
３　実施時期
　平成１５年度中に、実施にむけた検討を行
う。

0 -89
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17
業務
改善

保育所の
環境改善
及び民間
移管

１　対象
　保育に欠ける就学前児童。
２　意図
　児童の健全な育成及び資質の向上に寄与する
ことを目的とし、保護者が安心して子育てと仕事
の両立を図れる環境づくりを推進する。
３　手段
①保育事業の円滑な実施推進、障害児保育、延
長保育等の実施
②保育材料の購入と給食の実施
③公立保育所の維持管理
　３５か所(プレハブ１５か所、鉄筋２０か所)
④児童定員　２，８５０人
⑤児童入所者数　２，６８１人(H１４.９.１現在)
　０歳(３６人)　１歳(３２７人)　２歳(４６０人)
　３歳(６１２人)　４歳(６３６人)　５歳(６１０人)
⑥保育時間
　午前７時３０分から午後６時３０分(１１時間保
育)、 午後７時までの延長保育有り(別料金)
４　事業費（一般財源）
　５，１２５百万円（３，５７５百万円）

１　改善内容
①民間法人主体による公立保育所（プレハ
ブ５か所）の建替えを進めるとともに、移管
を行う。
②建替え費用の一部を負担する新たな補
助制度を構築する。
２　改善理由
　保育環境の改善、待機児童の解消、多様
な保育ニーズへの対応、保育所運営の効
率化の視点から、民間活力の導入も図るな
かでプレハブ保育所の建替えを進める。
３　実施時期
　平成１６年度から年次的に実施

　＜平成１６年度＞
猪名寺保育所(廃園幼稚園[園田北]活用)
　＜平成１７年度＞
武庫北保育所(県警西昆陽待機宿舎跡)
　＜平成１８～１９年度＞
武庫西保育所
東園田保育所
常光寺保育所

0 756

18
業務
改善

あこや学
園のアウト
ソーシング

１ 対象
　就学前の知的障害児
２　意図
　就学前の知的障害児を通園させ、保護するとと
もに、社会性を伸ばし、生活習慣を会得するため
の療育を行う。
３　手段
　発達の遅れのある１歳６ヵ月以上から就学まで
の幼児の療育施設として通園バスで送迎し、家
庭との連携を密にしながらクラス別、個別療育や
保護者学習会等を通して園児の全面的な成長、
発達を促す。
４　その他
①通所者　定員　５０人
②規模等
・敷地　２，５５１．３８㎡
・建物    　７２６．１８㎡
・オープン　昭和３８年５月２５日
５　事業費(一般財源)
　２０２百万円（９３百万円）

１　改善内容
　民間等への移管又は委託を視野に入れ
た検討を進めていく。あわせて、市内移転に
ついても検討する。
２　改善理由
　効率的な運営が可能となる。
３　実施時期
　平成１５年度中に、実施にむけた検討を行
う。

0 186

19
業務
改善

検診事業
のアウト
ソーシング

１　対象
　３５歳以上の市民
２　意図
　脳卒中、心臓病等の生活習慣病を早期発見
し、健康についての認識と自覚の高揚を図るた
め、成人保健対策の一環として市民検診を実施
する。
３　手段
　市民の受診機会、利便性を考慮し、保健所と市
内医療機関、（財）尼崎健康・医療事業財団への
委託の方法により、基本健康診査(問診、身体計
測、血圧測定、検尿、理学的検査、肝機能検査、
腎機能検査、中性脂肪、血糖、総コレステロー
ル、ＨＤＬコレステロール等)、壮年人間ドック(胸部
Ｘ線、胃Ｘ線)を実施。
４　事業費（一般財源）
　１１９百万円（７８百万円）

１　改善内容
　現行の委託内容に、地元との調整・実施
会場の確保、撮影胸部フィルムの読影等を
新たに加える。
２　改善理由
　現在､巡回市民検診の一部業務を（財）尼
崎健康・医療事業財団に委託しているが､
委託範囲の拡大を行い､より効率的に実施
する。
３　実施時期
　平成１５年度 4 20
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20
業務
改善

防疫所業
務のアウト
ソーシング

１　対象
　市民
２　意図
①蚊等の発生源に薬剤を散布し、感染症の予防
並びに生活環境の改善を図る。
②感染症の発生時に、消毒や患者の搬送などを
行い、感染の拡大防止を図る。
３　手段
①市内の発生源となる水路、河川等に定期的に
薬剤を散布し、不快害虫の駆除を行う。
②感染症の発生時には、必要に応じて患者の搬
送や、住居等の消毒などを行う。
４　事業費（一般財源）
　８６百万円（８５百万円）

１　改善内容
①平成８年度から委託している定期薬剤散
布に加え、定期薬剤散布に係る発生源調
査、苦情に伴う臨時薬剤散布及び駆除指
導、二類感染症以下の患者の搬送・消毒、
そ族駆除薬剤の配布などの業務を新たに
民間等へ委託する。
②一類感染症発生時に備えての装備等を
充実する。
２　改善理由
　薬剤散布業務等の委託拡大を行い効率
化を図るとともに、感染症対策について、装
備等の充実を行う。
３　実施時期
　平成１５年度

25 125

21
業務
改善

斎場維持
管理事業
のアウト
ソーシング

１　対象
　市民
２　意図
　人生の終焉の場にふさわしい雰囲気の中で、
火葬業務等を行う。
３　手段
　斎場の維持管理（火葬業務、受付業務、施設維
持管理業務他）
４　事業費（一般財源）
　９８百万円（７７百万円）

１　改善内容
　効率的な運営体制を確立するため、火葬
業務、受付業務の民間委託を行う。
２　改善理由
　民間委託による効率的な運営体制の確
立。
３　実施時期
　平成１５年度

14 70

22
業務
改善

女性･勤労
婦人セン
ター管理
運営業務
及び男女
共同参画
課業務の
アウトソー
シング

１　対象
　市民等
２　意図
　女性の自立及び社会参加の促進並びに女性労
働者の福祉に関する事業と女性グループ等の活
動の場の提供を行うことにより、一人ひとりを大
切にし、個性・主体性を重視するまちづくりをめざ
す。
３　手段
　一部外部委託しているほか、正規職員７人及び
嘱託員１人で実施している。
４　事業費（一般財源）
　１０２百万円（９３百万円）

１　改善内容
　女性・勤労婦人センターの管理業務（施設
の利用受付・許可、使用料の徴収等）をはじ
め、啓発、就業支援、情報提供などの事業
（男女共同参画課所管事務事業のうち、職
員が直接に実施しなければならないものを
除く）を、法人格を持った公共的団体に委託
する。
　なお、定数及び委託料については平成１５
年度の検討内容により再調整する。
２　改善理由
　事務事業の効果的で効率的な執行を図る
ため。
３　実施時期
　平成１５年度　検討
　平成１６年度　実施

0 20

23
業務
改善

住民票発
行業務(郵
送業務）の
アウトソー
シング

１　対象
　郵送により住民票の写し等の交付を請求する
者
２　意図
　本庁市民課で住民票の写し等を交付する。
３　手段
　職員１１人（正規職員７人、再任用２人、嘱託員
２人）で実施している。
４　事業費（一般財源）
　８２百万円（８２百万円）

１　改善内容
　住民票の郵送業務における文書の収受、
開封、発送等の定型業務のうち委託が可能
な部分については、委託化を図る。
２　改善理由
　郵送による住民票の写し等の請求は年次
的に増加傾向にあり、事務処理の迅速化、
効率化を図る必要があるため。
３　実施時期
　平成１５年度

12 60

24
業務
改善

文化振興
体制の見
直し

１　対象
　市民
２　意図
　本市の文化振興を図る。
３　手段
　市ちかまつ・文化振興課及び総合文化センター
で各種事業を実施している。
４　事業費（一般財源）
　８８３百万円（５７２百万円）

１　改善内容
　現在、市が実施している文化振興事業に
ついては、原則として総合文化センターに
事業委託する。
２　改善理由
　総合文化センターは、市民の文化の向上
に寄与することを目的としており、その専門
的な知識とノウハウの活用により、効果的
で効率的な事務の執行を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

16 68
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25
業務
改善

産業情報
データバン
ク事業の
見直し

１　対象
　製造事業者
２　意図
　製造事業者の製品、技術、設備などの情報をイ
ンターネットで公開することにより、取引の拡大を
支援する。
３　手段
　(財）尼崎市産業振興協会に事業委託する。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　産業振興協会の自主事業とし、経費を節
減する。
２　改善理由
　市と産業振興協会との役割分担を明確に
し効果的で効率的な事務の執行を図るた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

26
業務
改善

IT人材育
成事業の
見直し

１　対象
　中小企業・商店経営者及び従事員
２　意図
　情報技術の進展、消費者ニーズの多様化等に
対応するためのセミナー・実務研修の開催によ
り、経営者の意識改革及び従業員の技術・能力
の向上を図る。
３　手段
　(財）尼崎市産業振興協会に事業委託する。
４　事業費（一般財源）
　７８０千円（７８０千円）

１　改善内容
　産業振興協会が中小企業におけるIT人材
育成のため受講料を徴収して実施する自主
事業に対して支援する。
２　改善理由
　市と産業振興協会との役割分担を明確に
し効果的で効率的な事務の執行を図るた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

27
業務
改善

中央卸売
市場早朝
取引監視
等業務の
見直し

１　対象
　中央卸売市場内の業者
２　意図
　早朝のせり取引監視業務実施による正常な取
引の確保
３　手段
　正規職員１人（ローテーションで対応）及び嘱託
員２人で実施
４　事業費（一般財源）
　１６百万円（１６百万円）

１　改善内容
　業務体制を見直す。
２　改善理由
　日常業務における円滑な連絡調整及び事
務の効率化・省力化を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度 5 25

28
業務
改善

中小企業
勤労者福
祉共済事
業（福利事
業の見直
し）

１　対象
　中小企業に勤務する従業員
２　意図
　中小企業勤労者福祉共済事業を実施すること
により、従業員の福祉の増進と中小企業の振興
を図る。
３　手段
　給付事業、貸付あっ旋事業、福利事業を実施す
る。
４　事業費（一般財源）
　２１９百万円（６３百万円）

１　改善内容
　勤労者福祉共済事業のうち福利事業を
（財）尼崎市勤労者福祉協会に移管する。
２　改善理由
　時間外・休日の利用が可能となること、及
び、国庫補助が見込まれることなど、事業
の効果的で効率的な執行が図れるため。
３　実施時期
　平成１５年度

5 53

29
業務
改善

道路等維
持管理事
業のアウト
ソーシング

１　対象
①市内道路延長約８００Ｋｍに係る、道路舗装や
緊急の陥没補修及び側溝補修や清掃
②道路付属施設である安全柵等の補修
③道路排水の取付管及び排水桝の新設・補修。
④水路等の補修
２　意図
　適正な道路・水路維持管理により、市民生活の
保全を図る。
３　手段
　４人１組、４班体制で実施している。
４　事業費（一般財源）
　１５４百万円（１５４百万円）

１　改善内容
　平成１５年度中にアウトソーシングの実施
に向け、検討を行う。
２　改善理由
　現行の維持管理業務の水準を確保しなが
ら、より経済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度　検討
※今後の検討結果によって効果額等につ
いては変更することもある。

0 28
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30
業務
改善

公園等維
持管理事
業のアウト
ソーシング

１　対象
　市内一円の公園等（都市公園、子ども広場、緑
地緑道、街路樹　合計８４６箇所）の清掃、除草、
かんすい、樹木剪定等の保護育成、巡回点検、
遊具の補修を行う。
２　意図
　適正な公園維持管理により、市民生活の保全
を図る。
３　手段
　４人1組、４班体制で実施している。
４　事業費（一般財源）
　１５４百万円（１５４百万円）

１　改善内容
　平成１５年度中にアウトソーシングの実施
に向け、検討を行う。
２　改善理由
　現行の維持管理業務の水準を確保しなが
ら、より経済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度　検討
※今後の検討結果によって効果額等につ
いては変更することもある。

0 28

31
業務
改善

道路管理
（明示）業
務の見直
し

１　対象
　市域内にある土地の土地所有者
２　意図
　官民境界明示調査業務
３　手段
　３人３班体制で実施している。
４　事業費（一般財源）
　８７百万円（８７百万円）

１　改善内容
　業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度 16 80

32
業務
改善

放置自転
車対策事
業の見直
し

１　対象
　市民及び事業者
２　意図
　放置禁止・抑制区域内での自転車の撤去によ
り、市民生活安全の保持と良好な都市環境の保
全を図る。
３　手段
　平成１４年度から、既成の撤去班に加え新たに
一班を加えることにより撤去の強化を図ってい
る。
４　事業費（一般財源）
　４３百万円（４３百万円）

１　改善内容
　既成班の職員編成について見直しを図
る。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１６年度

0 38

33
業務
改善

交通安全
教育事業
のアウト
ソーシング

１　対象
　地域幼児クラブ（うさちゃんクラブ）８クラブ、幼
児クラブ１６クラブ、高齢者クラブ（かめさんクラ
ブ）１１クラブ
２　意図
　警察等の関係機関と連携しながら、交通弱者と
言われる幼児・園児・小学生及び高齢者を対象
に交通安全教育を組織的に統括して地域・団体
に対して交通安全思想の啓発を図る。
３　手段
　５人体制（指導員４人、運転手１人）による
　ビデオ、人形劇、紙芝居、講話、街頭歩行訓
練、自転車訓練等
４　事業費（一般財源）
　４８百万円（４８百万円）

１　改善内容
①委託化に向けた再検討の実施
②現行の執行体制の見直し
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

7 35
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34
業務
改善

下水施設
管理事業
（東部処理
区）のアウ
トソーシン
グ

１　対象
　東部第１浄化センター、東部第２浄化センター
（雨水ポンプ場）、中在家中継ポンプ場の維持・運
転操作業務
２　意図
　下水施設管理事業の適正管理
３　手段
　東部第１浄化センター　民間委託２２人、
　東部第２浄化センター　直営１０人、環境整備事
業公社９人による維持・運転操作業務
４　事業費（一般財源）
　１６８百万円（４４百万円）

１　改善内容
①浄化センター等管理の民間委託化を図
る。
②ポンプ場等を遠隔監視・制御し、運転操
作業務の省力化・無人化を図る。
③日常保守点検及び降雨対応時等に必要
な最低人員を中核施設に集約配置し、経費
削減を図る。
２　改善理由
　現行の維持管理業務の水準を確保しなが
ら、より経済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１６年度

0 116

35
業務
改善

東部第1浄
化センター
施設管理
業務のア
ウトソーシ
ング

１　対象
　東部第1浄化センター施設管理
２　意図
　下水施設管理事業の適正管理
３　手段
　現行１３人による運転管理等を行っている。
４　事業費（一般財源）
　１２５百万円（３２百万円）

１　改善内容
　東部第1浄化センターの施設管理に係る
各種業務を可能な限り包括的に民間事業
者に委託し、民間事業者の有する技術能力
等を活用し、維持管理費等の縮減を図る。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

6 80

36
業務
改善

下水施設
管理事業
（武庫川処
理区）のア
ウトソーシ
ング

１　対象
　栗山中継ポンプ場、尾浜中継ポンプ場、富松中
継ポンプ場、大庄中継ポンプ場、東難波雨水ポン
プ場の維持・運転操作業務
２　意図
　下水施設管理事業の適正管理
３　手段
　栗山中継ポンプ場　直営１０人、尾浜中継ポン
プ場　公社９人、富松中継ポンプ場　直営４人、大
庄中継ポンプ場　環境整備事業公社９人、東難
波雨水ポンプ場（環境整備事業公社委託）による
維持・運転操作業務
４　事業費（一般財源）
　６９百万円（１８百万円）
　

１　改善内容
①各ポンプ場の直営管理一元化を図る。
②大庄中継ポンプ場は、施設規模、地域
性、整備コスト等より公社委託し管理する。
２　改善理由
　現行の維持管理業務の水準を確保しなが
ら、より経済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１８年度 0 22

37
業務
改善

市営住宅
維持管理
業務のア
ウトソーシ
ング

１　対象
　市営住宅
２　意図
　市営住宅の適正な管理を行い、入居者の住環
境の維持向上に寄与する。
３　手段
　公営住宅法等関係法令に基づき、募集業務、
保守管理業務、維持補修業務等を行う。
４　事業費
　―

１　改善内容
　委託可能で経費効果が見込める業務につ
いて検討し、可能なものから実施する。
２　改善理由
　効率的な事業運営を図る。
３　実施時期
　平成１５年度 0 0

38
業務
改善

校務員業
務の見直
し

１　対象
　小・中・高・養護学校
２　意図
　学校の環境整備、その他の用務を行い、学校
運営の充実を図る。
３　手段（各校の配置人数）
　各校２人
　　その他  全日制高等学校（３人）
　　　　　　　 尼崎工業高等学校（１人）
４　事業費（一般財源）
　８８３百万円（８８３百万円）

１　改善内容
　業務執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の基準を確保しながら、より経済
性、効率性を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

20 100
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39 縮小
公民館分
館のアウト
ソーシング

１　対象
　全市民
２　意図
　生涯学習の拠点施設として、教育・文化等に関
する各種事業を実施するとともに学習等の場の
提供を行い、住民の教養の向上、健康の増進等
を図り、文化の振興、社会福祉の増進に寄与す
る。
３　手段
①市内公民館２７館（地区館６館、分館２１館）に
おいて各種講座を開催
②大小ホール、学習室等の貸し出し
③図書の貸し出し
④自主学習グループの育成など
４　事業費（一般財源）
　７９７百万円（７９６百万円）

１　改善内容
　分館２１館のうち１４館について、年次的
に、現在の直営による維持管理から地域団
体等による管理に移行する。
　（なお、同和関連７館については、同和対
策審議会答申の「新総合センター構想」の
推移を見ながら対応するものとする。）
　（平成１５年度）
①１４分館の維持管理業務を民間に委託す
る。
②移管について地域団体等と調整を行う。
　（平成１６・１７年度）
　一定の条件整備のもと、地域団体等への
移管を行う。
　受ける団体等がなく移管できない分館に
ついては、１７年度末で廃止を原則とする。
２　改善理由
　管理経費の削減を図るとともに公共施設
の有効利用を図る。
３　実施時期
　平成１５年度から年次的に実施する。

53 473

40
業務
改善

図書館管
理運営事
業のアウト
ソーシング

１　対象
　市内在住者、在勤在学者・阪神６市１町在住者
２　意図
　市民の生涯学習に対するニーズや生活課題の
解決を図るため図書館において資料、情報の提
供を行う。
３　手段
①図書の貸出し、返却（配架）業務
②図書の選定、発注、検収、入力、装丁、書庫入
れ、修理等
③児童サービス（児童向けお話会及びビデオ上
映会の開催）
④障害者サービス（点字図書、朗読カセットの貸
し出し、対面朗読）
⑤調べ学習等各種調査研究に対する相談業務
⑥阪神間公立図書館相互協力事務等
⑦読書週間行事などの事業や広報（機関紙の発
行）業務
４　事業費（一般財源）
　４０４百万円（４０３百万円）

１　改善内容
　図書館の管理運営業務に民間活力を導
入する。
　（委託業務内容）
　受付カウンター・配架・貸出カード発行、予
約の受付・レファレンス・読書案内・閲覧室
の受付等
２　改善理由
　管理経費の削減を図る。
３　実施時期
　平成１６年度

0 92

41
業務
改善

田能資料
館管理運
営事業の
見直し

１　対象
　全市民
２　意図
　田能遺跡から出土した考古資料を公開すること
により、文化財や郷土文化に対する関心を高め、
教育、学術及び文化の振興を図る。
３　手段
①出土品や復元住居を公開する。
②特別展の開催
③古代のくらし体験学習会
　（館の運営）
　正規職員１人（館長）、嘱託員３人の計４人によ
り行っている。
４　事業費（一般財源）
　２４百万円（２４百万円）

１　改善内容
　 業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　管理経費の削減を図る。
３　実施時期
　平成１６年度

0 24
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42
業務
改善

小学校給
食調理業
務の見直
し

１　対象
　小学校４５校、養護学校１校
２　意図
　心身の健全な発達及び食生活の改善
３　手段
　自校・単独・直営方式
４　事業費（一般財源）
　１，３８３百万円（１，３８３百万円）

１　改善内容
　業務の経済性、効率性の観点から、民間
委託も一つの視野に入れた検討を進めて
いく。
２　改善理由
　経費削減を図る。
３　実施時期
　平成１５年度に検討結果を出す。
　※効果額は、現行の改善見直しによる額
である。

72 360

43 転換

生涯ス
ポーツレク
リエーショ
ン事業の
見直し

１　対象
　全市民
２　意図
　自発的にスポーツやレクリエーション活動に親
しむ機会と場を提供しスポーツ・レクリエーション
活動の普及、振興を通じて健康づくりやコミュニ
ケーションづくりへの関心を高める。
３　手段
①市内公園１２か所でのスポーツ巡回指導
②月例事業（サイクリング・ハイキング・ジョギン
グ・フォークダンス・民踊）
③スポーツ用品の貸し出し
４　事業費（一般財源）
　３２百万円（３２百万円）

1　改善内容
①現在、職員で実施しているスポーツ巡回
指導を地域での自主的な実施体制に年次
的に移行する。
　（平成１６年度４件　１７年度８件）
　正規職員「１人減」（平成１７年度より）
②ふれあいニュースポーツ事業の実施
　①の年次計画にあわせて、地域において
定期的・計画的にニュースポーツ（グラウン
ドゴルフ等）の指導・啓発事業を実施する。
２　改善理由
①地域での自主的な取組を促進する。
②ニュースポーツ人口の拡大を図る。
３　実施時期
　平成１６年度・１７年度の２ヵ年で実施
 
　

0 27

44
業務
改善

社会体育
事業の見
直し

１　対象
　全市民
２　意図
　生涯にわたるスポーツ・レクリエーション活動の
普及・促進を図り、それらを通じて人とふれあうこ
とや連帯感を深めながら豊かな地域社会を形成
する。
３　手段
①スポーツ顕彰事業
②地区体育館等管理運営事業
③市民スポーツ大会開催事業
④ヘルストレーニング指導事業
⑤生涯スポーツレクリエーション事業
⑥学校開放事業
⑦スポーツリーダー講習会事業
⑧「スポーツのまち尼崎」推進事業
４　事業費（一般財源）
　４３百万円（４３百万円）

１　改善内容
①現在、市で実施しているスポーツ振興施
策について、可能なものはスポーツ振興事
業団への移管・委託を行う。
　（平成１５年度より検討・調整を図る。）
②「スポーツのまち尼崎」に向けた競技力向
上事業を廃止する。
２　改善理由
①市とスポーツ振興事業団との役割分担を
明確にし、効果的・効率的な事業執行を図
る。
②スポーツ振興事業団との類似事業の整
理を行う。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

45
業務
改善

青少年い
こいの家
管理運営
事業のア
ウトソーシ
ング

１　対象
　青少年団体・市民等
２　意図
　豊かな自然の中での野外活動体験や宿泊生活
を通じて、青少年の健全育成を図る。
３　手段
　自然に恵まれた野外活動施設で自然とのふれ
あいや野外活動を体験する。
４　事業費（一般財源）
　４３百万円（４２百万円）

１　改善内容
　施設の管理運営をＮＰＯ法人等に委託す
る。
　（平成１５年度中に下水道直放化等の施
設整備を行い、平成１６年度より委託す
る。）
２　改善理由
　野外活動の専門家であるＮＰＯ法人等に
委託することにより、効果的・効率的な施設
運営を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

-23 77

46
業務
改善

青少年セ
ンター管理
運営事業
（こども科
学ホール）
のアウト
ソーシング

１　対象
　青少年等
２　意図
　青少年の科学への興味や関心を高め、豊かな
創造性を育む。
３　手段
　こども科学ホールを管理運営する。
　展示機器３９点（宇宙のコーナー、技術のコー
ナー、光の実験室、郷土のコーナー）
　嘱託員２人により管理運営を行っている。
４　事業費（一般財源）
　１０百万円（１０百万円）

１　改善内容
　こども科学ホールの管理業務を民間に委
託する。
　嘱託員「２人減」
２　改善理由
　管理経費の削減を図る。
３　実施時期
　平成１５年度 3 15

88
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47
業務
改善

「美方高原
自然の家」
管理運営
事業（「と
ちのき村」
野外活動
事業含む）
の見直し

１　対象
　青少年等
２　意図
　豊かな自然の中での野外活動及び宿泊生活を
通じて青少年の健全な育成を図るとともに、市民
に自然に親しむためのレクリエーション活動の場
を提供し、自然への理解を深める。
３　手段
①体験できる場の提供
②自然体験ができる事業を実施（冒険教室、なご
り雪ハイキング、スキー・スノーボード講座など）
４　事業費（一般財源）
　１６３百万円（１４９百万円）

１　改善内容
①市からの派遣職員を嘱託員とする。
②野外活動事業について、参加者負担金
の見直しを行う。
　バス借上料の２分の１を参加費に加算す
る。
２　改善理由
①管理経費の削減を図る。
②受益者負担の適正化を図る。
３　実施時期
　平成１５年度（ただし、嘱託員への転換に
ついては平成１６年度から）

0 24

48
業務
改善

選挙事務
の見直しと
投票所数
の検討

選挙事務
（衆議院議員、参議院議員、県議会議員、県知
事、市議会議員、市長、農業委員会委員、海区
漁業調整委員会委員の各選挙に係る事務）
１　対象
　各選挙ごとの市内有権者
２　意図
　公職選挙法、農業委員会等に関する法律又は
漁業法に基づく各選挙を適正に執行する。
３　手段
　各選挙ごとに投票、開票事務を実施する。（公
職選挙法に基づく選挙については、投票所９０ヵ
所、不在者投票所２ヵ所、開票所２ヵ所。）
４　事業費（一般財源）
　２４０百万円（２２２百万円）

１　改善内容
①投票事務における臨時職員の比率（平成
１４年度の市長選挙時２５％程度）を更に高
めていくこととし、再建期間中に概ね５０％
程度の臨時職員率を目指す。
②投票所の数については、施設の統廃合
等に合わせ見直しを検討していく。
２　改善理由
　選挙事務の適正執行を確保しながら、より
経済的、効率的な事務執行を図る。
３　実施時期
　平成１５年度の選挙から目標数値への段
階的到達を実施する。

0 5

49
業務
改善

生活保護
事業の適
正化

１ 対象
　生活保護法に基づく要保護者
２　意図
　生活困窮者に対しひとしく最低限度の生活を保
障する。
３　手段
　生活困窮のため、最低生活を維持できない者
に対して､生活保護法で定められた扶助を行う。
４　事業費（扶助費）(一般財源)
　２０，３０３百万円（４，６１１百万円）

１　改善内容
①生活保護の適正化を図るための人的措
置を行う。
②頻回受診者管理システムを導入し、嘱託
医、主治医の協力のもと、医療扶助の適正
化を図る。
２　改善理由
①適正な保護を維持する上で人的配置が
必要である。
②頻回受診者に対して、より積極的に療養
指示及び適正受診指導を行う。
３　実施時期
　平成１５年度
　

-81 871

50 廃止
退職者互
助会補助
金の廃止

１　対象
　退職者互助会
２　意図
　尼崎市退職者互助会の事業運営の補助
３　手段
　補助金の支給
４　事業費（一般財源）
　１６８千円（１６８千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　互助会で会費も徴収しており、補助金なし
でも自主運営は可能であるため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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51 縮小

大学院派
遣研修生
調査研究
費補助金
の見直し

１　対象
　市職員
２　意図
　多様化する行政課題に対応できる高度の総合
的・実践的な法的専門知識をもった人材や政策
形成能力など高度の専門知識と実践的技能を
もった人材を育成する。
３　手段
　神戸大学大学院法学研究科社会人コースに派
遣する職員の調査研究費を助成する。
４　事業費（一般財源）
　２００千円（２００千円）

１　改善内容
　神戸大学大学院派遣職員個人に対する
補助金としてではなく、職員研修所予算の
消耗品費（図書購入費）に１０万円計上し、
必要に応じて執行し、職員に貸与することと
する。
２　改善理由
　大学院において調査研究するにあたっ
て、必要な図書類の購入に限定したため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

52 廃止
納税組合
奨励金の
廃止

１　対象
　納税組合
２　意図
　納税意欲の向上と市税の容易かつ確実な納付
３　手段
　納税組合に対し納税奨励金を交付する。
４　事業費（一般財源）
　４百万円（４百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　制度実施後５０年を経過し、口座振替制
度の普及などにより納期内納付が進展して
いるため。
３　実施時期
　平成１５年度納付実績分から廃止

0 20

53
業務
改善

資源集団
回収運動
奨励金交
付事業の
見直し

１　対象
①営利を目的としない市民団体で、事前に市に
登録した団体
②平成１３年度実績
・交付団体５５０
・登録団体５９２
・回収量１２，０９４ｔ
・団体奨励金　６０，４７０千円
２　意図
　地域コミュニティの活性化やごみ減量化及び再
資源化への有効活用を図る。
３　手段
　奨励金の交付
４　事業費（一般財源）
　６１百万円（６１百万円）

１　改善内容
　団体奨励金単価を５円/ｋｇから３円/ｋｇに
変更する。
２　改善理由
　登録団体数、回収量実績も増加傾向にあ
る中、事業の継続的な実施を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

20 128

54 縮小

重度心身
障害者
（児）介護
手当の所
得制限の
導入

１　対象
　市内に居住している６５歳未満の身体障害者手
帳１・２級又は重度の知的障害の者で、引き続き
６ヵ月以上臥床し、日常生活において常に介護を
要する者又はこれと同程度の者を介護する者
２　意図
　重度心身障害者（児）の介護者に対して手当を
支給することにより、介護者又は障害者の負担を
軽減するとともに障害者の福祉の増進を図る。
３　手段
　支給認定者に対して、月１０，０００円を支給す
る。
　年額　１２０，０００円
４　事業費(一般財源)
　１２０百万円（６３百万円）

１　改善内容
　県の動向（施策の廃止等）を踏まえて、同
様の対応を行う。
(効果額は、所得制限額を県基準に合わせ
た場合）
２　改善理由
　支援費制度の導入により、居宅介護に要
する費用負担の月額に上限が設定されるな
どにより、応能負担の考えが整理されたこと
及び類似制度との整合性を図る観点から、
県基準に見直す。
３　実施時期
　平成１５年度

7 35
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55
業務
改善

在宅心身
障害児及
び重度知
的障害者
介護人派
遣事業の
事業内容
の検討

１　対象
　市内居住者の在宅重度心身障害者（身障１・２
級、知的の重度）、たじかの園児及び重度知的障
害者のうち介護手当受給者の被介護者
２　意図
　保護者が疾病、事故又は出産等の事情で重度
心身障害児及び知的障害者の介護をすることが
できないときに、一時的に介護人を確保して家庭
を援護するとともに心身障害児及び知的障害者
の福祉の向上を図る。
３　手段
　年間１５日以内（特に必要があると認めるもの
は２０日まで延長可）で当該児童等の保護者から
推薦された者を介護人として派遣し、その介護人
へ謝礼として日額７，０００円（４時間以内　３，５０
０円）を支給する。　自己負担金なし
４　事業費(一般財源)
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　緊急一時保護者事業に合わせ、利用者負
担を導入する。
２　改善理由
　ショートステイの整備状況から、補完的制
度として、同事業は緊急一時保護者事業と
ともに必要である。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

56
業務
改善

心身障害
者理容・美
容無料出
張事業の
利用者負
担金の導
入

１　対象
　介護手当受給対象者（身障１・２級、知的重度
の者）
２　意図
　重度心身障害者に対し健康管理及び保健衛生
の向上のため、理・美容を無料で出張サービスす
ることにより、重度心身障害者の慰安・激励と福
祉の増進を図る。
３　手段
　理・美容の出張サービスを行う。
　対象者に年４回分の利用サービス券を送付
　内容は、整髪・洗髪
　実施方法は、尼崎市環境衛生協会に委託
４　事業費(一般財源)
　１２百万円（１２百万円）

１　改善内容
　理美容出張サービスに係る経費から出張
費を除いた金額は、利用者負担とする。
２　改善理由
　応益負担の観点から、理美容料金につい
ては自己負担とする。
３　実施時期
　平成１５年度

11 55

57
廃止

小学生福
祉施設体
験学習の
廃止

１ 対象
　市内在住の小学校４年生４０人
２　意図
　福祉施設体験学習を実施することにより、障害
者に対する正しい理解と認識を図る。
３　手段
　市報に掲載して参加者を募り、社会福祉施設を
訪問し、施設で行う活動（陶芸・紙すき等）を体験
し、利用者との交流を図る。
　回数：年１回
４　事業費(一般財源)
　１３２千円（１３２千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　学校教育での人権教育で啓発がなされて
いる。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

58 縮小

心身障害
者（児）医
療費助成
事業の所
得制限の
見直し

１　対象
　医療保険加入者で身体障害者手帳１～３級・知
的障害重度・中度（ＩＱ５０以下）の者　社保本人も
対象
２　意図
　心身障害者に対し、医療を受ける際に要する一
部負担金を助成することにより、その負担を軽減
し、もって福祉の増進を図る。
３　手段
・保険診療医療費のうち、対象者が負担すべき額
を助成する。
・老人保健法による医療を受診した際に支払う一
部負担金相当額を助成する。
　所得制限　　なし
４　事業費(一般財源)
　１，３２７百万円（９０４百万円）

１　検討内容
　所得制限額について、平成１５年度に検
討する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 275

91
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59 縮小

入院生活
福祉給付
金給付事
業対象者
の見直し

１　対象
　心身障害者・乳幼児・母子家庭等医療の各受
給者
２　意図
　対象者が入院した場合に負担する入院時食事
療養費標準負担額相当額を入院生活福祉給付
金として給付することにより、精神的、経済的等
の負担を軽減し、これらの者の生活等の支援を
図る。
３　手段
　入院時食事療養費標準負担額相当額を入院生
活福祉給付金として支給する。
４　事業費(一般財源)
　１２６百万円（７５百万円）

１　検討内容
　心身障害者（児）医療費・母子家庭等医療
費助成の対象者に合わせる。
２　実施時期
　平成１６年度

0 26

60 縮小

心身障害
者等市バ
ス特別乗
車証交付
対象者の
見直し

１　対象
　市内に１年以上居住する下記の者
①身体障害者（身体障害者手帳１～４級）
②知的障害者（療育手帳Ａ・Ｂ１・Ｂ２）
③母子世帯のうち１人（母子家庭医療費の対象
者）
④生活保護世帯のうち１人
⑤原子爆弾被爆者（健康手帳所持者）
⑥精神障害者（保健福祉手帳１～３級）
２　意図
　市バス特別乗車証の交付により、心身障害者
等の日常生活の行動範囲の拡大と積極的な社
会参加の促進を図る。
３　手段
　心身障害者等の該当者の申請に基づき、各福
祉事務所から市バス特別乗車証（全線無料乗車
証）を交付する。
４　事業費(一般財源)
　1４５百万円（１４５百万円）

１　改善内容
　母子・生活保護世帯に対する市バス特別
乗車証の交付を廃止する。
２　改善理由
　市バス特別乗車証の交付目的は、主に、
日常生活の行動範囲の拡大を図ることか
ら、障害者（精神障害者を含む）、原子爆弾
被爆者に対してのみ交付対象とする。
３　実施時期
　平成１５年度

53 265

61
業務
改善

重度身体
障害者リフ
ト付自動
車派遣事
業の委託

１　対象
　市バス特別乗車証、福祉タクシーチケット及び
高齢者移送サービスチケットの交付を受けていな
い者で車椅子等によらなければ移動困難な者
２　意図
　市バスに乗ることが困難な在宅の重度身体障
害者に対して、リフト付自動車を派遣することによ
り、日常生活の行動範囲の拡大と積極的な社会
参加の促進を図る。
３　手段
①利用目的：医療機関、公的機関、施設への入
退所等
②利用回数：１人年間片道利用で４８回
③実施方法：尼崎交通事業振興（株）に委託
４　事業費（一般財源）
　１１百万円（９百万円）

１　改善内容
①車両については、リース方式を活用し、更
新を行う。
②民間事業者の活用について検討してい
く。
２　改善理由
①車両が１２年目にきている。
②現実には利用者の希望する日時に必ず
しも利用できず、ニーズに応えきれていない
問題を抱えている。
③必要最小限の財源で最大の効果をあげ
る必要がある。
３　実施時期
　平成１５年度　検討
　平成１６年度　改善実施

0 0

92
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62 休止

社会福祉
法人「尼崎
稲葉園」

社会福祉
法人「尼崎
武庫川園
（カトレア
の園・松の
園）」

　運営補
助金の休
止

１　対象
　「尼崎稲葉園」(重度身体障害者授産施設)・「尼
崎武庫川園・カトレアの園」(重度身体障害者授産
施設)・「尼崎武庫川園・松の園」（知的障害者授
産施設）
２　意図
　運営補助金を助成する。
①尼崎稲葉園
　５０，０００×定員５０人　　２，５００千円
②尼崎武庫川園・カトレアの園
　５０，０００×定員５０人　　２，５００千円
③尼崎武庫川園・松の園
　５０，０００×定員４５人　　２，２５０千円
４　事業費(一般財源)
　７百万円（７百万円）

１　改善内容
①平成１５年度　休止
②平成１６年度以降については支援費の確
定による法人の運営状況を勘案したうえで
判断する。
２　改善理由
　平成１５年度開始予定の支援費制度への
移行を契機として、国基準を基本とするが、
施設運営上その影響が不明確である。
　平成１５年度は支援費のみなし単価を踏
まえたうえで判断し、補助金の支給は休止
するが、平成１５年度中に支援費の確定額
が決定されるので、その段階で平成１６年
度以降の助成のあり方について検討する。
３　実施時期
　平成１５年度

7 7

63
業務
改善

身体障害
者更生施
設等の利
用に係る
負担金の
見直し

１ 対象
　施設を利用する身体障害者とその扶養義務者
２　意図
　身体障害者更生施設等の利用者に対して、更
生に必要な指導及び訓練などを支援する。
３　事業費(一般財源)
　５６９百万円（２６２百万円）

１　検討内容
　施設利用に係る負担金について、平成１５
年度に検討する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 77

64
業務
改善

日常生活
用具給付
品目の見
直し

１　対象
　在宅の重度身体障害者
２　意図
　在宅の重度身体障害者の日常生活の便宜を図
り、その福祉の増進に資することを目的とする。
３　手段
　在宅の重度身体障害者に対し、浴槽、便器等
日常生活用具を給付又は貸与する。
　（自己負担）税額の階層に応じ、自己負担あり
　（種類）浴槽、湯沸器、便器（手すり）、特殊寝
台、盲人用テープレコーダー等
・県補助　４４品目
・市単独分　音量拡大電話機、骨伝導式電話機、
可視式着信表示機、上肢障害者用電話機
４　事業費(一般財源)
　２０百万円（１０百万円）

１　改善内容
　県の補助対象となっていない音量拡大電
話機など４品目を見直し、褥創防止のエア
マットの１品目に転化する。
２　改善理由
①エアマットについては、褥創防止に高い
効果があり、介護保険制度上の福祉用具
品目にありながら、障害者施策上の日常生
活用具品目にないため
②携帯電話などにより、市が独自に給付対
象としている品目について、一般的に代替
できるものが普及したこともあり、よりニーズ
に即したものを給付することが適当である
ため
３　実施時期
　平成１５年度

-5 -25

65
業務
改善

知的障害
者更生施
設等の利
用に係る
負担金の
見直し

１ 対象
　施設を利用する知的障害者とその扶養義務者
２　意図
　知的障害者更生施設等の利用者に対して、自
活に必要な指導及び訓練などを支援する。
３　事業費(一般財源)
　１，７６９百万円（８４９百万円）

１　検討内容
　施設利用に係る負担金について、平成１５
年度に検討する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 7

93
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　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円
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改革改善の方向
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事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

66
業務
改善

敬老事業
の敬老記
念品の見
直し

１　対象
　７０歳以上の高齢者
２　意図
　長寿を祝い、かつ多年にわたり社会の発展に
寄与してきたことを感謝し、てごたえのある豊か
な長寿社会の形成を図る。
３　手段
　敬老事業として、８０歳・８８歳・９９歳以上の高
齢者に記念品を、また、社会福祉協議会に委託
して、７０歳以上の高齢者を対象に記念品を配付
するとともに、各地域で講演会、演芸大会等を開
催する。
４　事業費(一般財源)
　６５百万円（６５百万円）

１　改善内容
①地域敬老事業のうち、７０歳以上に一律
に配付している記念品を廃止する。
②節目に配付している記念品の単価を見直
す。
　７７歳　　　　　０円から５，０００円相当
　８０歳　　　５００円相当から廃止
　８８歳　１，２００円相当から１万円相当
　９９歳・１０１歳以上
　　　　 　　　　１万円相当から２万円相当
　１００歳・最高齢者
　　　　　　　　 ２万円相当から５万円相当
　他の事業は継続する。
２　改善理由
　７０歳以上の高齢者への記念品の一律配
付や敬老金支給事業を廃止するが、敬老
の意を表する主旨を継続させることができ
るため
３　実施時期
  平成１５年度

-32 -112

67
廃止

独居老人
福祉電話
事業の廃
止

１　対象
　６５歳以上の低所得者（所得税非課税）の独居
老人で、現に居宅に電話機が設置されていない
者
２　意図
　ひとりぐらしの高齢者の孤独の解消、安否確
認、各種の相談業務を行い、福祉の向上に寄与
する。
３　手段
　申請者に無料で電話機を設置し、基本料を市
が負担する。（本人は通話料負担）　また、月１回
程度、老人福祉センターから安否確認の電話を
行う。
　実施については、（財）尼崎市高齢者生きがい
促進協会に委託
　平成１２年度から、新規受付は行っていない。
４　事業費(一般財源)
　８百万円（８百万円）

１　改善内容
　電話機の名義を利用者に変更し、廃止す
る。
　なお、現利用者への名義変更手数料は市
負担とする。
２　改善理由
①平成１２年度から、新規受付は行っておら
ず、年々設置台数は減少しており、事業終
息を方向づけている。
②独居老人の安全確保策として、緊急通報
システムなどの制度が整備されている。
３　実施時期
　平成１５年度

4 40

68
業務
改善

老人クラブ
活動補助
金の国・県
補助制度
への転換

１　対象
　単位老人クラブ、老人クラブ連合会
２　意図
　高齢者の知識・経験を生かした生きがいと健康
づくりのためなどの多様な社会活動に対して支援
することにより、手ごたえのある豊かな長寿社会
の形成を図る。
３　手段
　活動補助金を交付する。
　（補助金内容）
　単位クラブ活動補助　 3,880×クラブ数×12月
　ふれあい運動　　　　  5,000×クラブ数×12月
　連合会活動補助　　194,000＋(72×クラブ員数）
　特別事業　　　　　　972,000
　特別事業（市単独分）　3,700×クラブ数
４　事業費（一般財源）
　４７百万円（１６百万円）

１　改善内容
　現在、国・県補助対象外となっている特別
事業について、国・県補助制度の対象事業
（事業費の３分の２補助）となる「老人クラブ
による健康づくり活動支援事業」に転換して
いく。
２　改善理由
　財源の確保を図り、かつ、地域活動の低
下とならないようにする必要がある。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

94
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　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向
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69 縮小

在宅老人
介護手当
支給事業
の見直し

１　対象
①６５歳以上の者で、居宅において６ヵ月以上常
時臥床の状態にあり、常時介護を必要とする者
②６５歳以上の者で、居宅において痴呆の状態
にあり、常時介護を必要とする者
③重度身体障害者介護手当を受給していない者
　ただし、上記対象者が過去１年間の介護保険
のサービス未利用者に限る。
２　意図
　介護者又は在宅の高齢者の精神的、経済的負
担を軽減し、もって在宅の高齢者の福祉の向上
に寄与する。
３　手段
　支給認定者に対して、月１０，０００円を支給す
る。
　年額　１２０，０００円( ただし、家族介護慰労金
に該当する場合は２０，０００円）　所得制限　なし
４　事業費(一般財源)
　２４百万円（１３百万円）

１　改善内容
   県の動向（施策の廃止等）を踏まえて、同
様の対応を行う。
(効果額は、所得制限額を県基準に合わせ
た場合）
２　改善理由
　介護保険制度が定着化し、その目的が達
成されたため
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

70
業務
改善

ねたきり老
人理美容
サービス
の利用者
負担金の
導入

１　対象
　在宅生活を営む６５歳以上のねたきり高齢者で
介護保険の要介護４・５に認定された者
２　意図
　要介護高齢者を抱える世帯に理美容サービス
を行うことにより、高齢者の在宅生活維持を図
る。
３　手段
　理・美容の出張サービスを行う。
　対象者に年４回分の利用サービス券を送付
　年４回実施（６、９、１２、２月）
　内容は、整髪・洗髪
　実施方法は、尼崎市環境衛生協会に委託
４　事業費(一般財源)
　７百万円（５百万円）

１　改善内容
  理美容出張サービスに係る経費から出張
費を除いた金額は、利用者負担とする。
２　改善理由
　応益負担の観点から、理美容料金につい
ては自己負担とする。
３　実施時期
　平成１５年度

3 15

71 縮小

老人医療
費助成事
業の所得
制限の見
直し

１　対象
①県：６５～６９歳の高齢者（ねたきりの高齢者を
除く）
・所得制限：有（国民年金法に準ずる）
・社会保険本人にも適用
②市：６５～６９歳の高齢者（ねたきりの高齢者を
除く）
・所得制限額　１，４５０千円（平成１４．７．１～）
　（所得制限額に扶養控除等の加算を行い、所得
から社会保険料等を控除した額）
・社会保険本人にも適用
２　意図
　医療費の一部を助成することにより、老人保健
の向上に寄与するとともに老人福祉の増進を図
る。
３　手段
　保険診療医療費のうち、受診者が負担すべき
額から、老人保健法の規定により算出した一部
負担金に相当する額を控除した額を助成する。
４　事業費(一般財源)
　１，６８１百万円（９４１百万円）

１　検討内容
　所得制限額について、平成１５年度に検
討する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 975
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72 転換

高齢者家
事援助
サービス
事業の廃
止

軽度生活
援助事業
の実施

１　対象
　介護保険制度の利用申請を行った結果、「非該
当」と判定された高齢者であり、かつ、介護保険
法施行前にホームヘルプサービスを利用してい
た高齢者
２　意図
　介護保険制度開始後当面の間においては介護
サービスの中断を避け、日常生活の急激な変化
を生じさせないことにより、当該高齢者の在宅生
活の安定的な維持を図る。
３　手段
①サービス提供内容
　訪問介護中の家事援助サービス　週４時間を
サービス提供の限度とする。
②サービス提供経費
　介護保険制度における訪問介護中家事援助単
位の９割相当を委託経費とする。
③利用者負担
　介護保険制度における訪問介護中家事援助単
位の１割相当額
④事業提供者
　介護保険法施行前に市が委託契約した社会福
祉法人
４　事業費(一般財源)
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　暫定措置として実施しており、当初の事業
目的が達成されたため
３　実施時期
　平成１５年度
４　その他
　「軽度生活援助事業」について
　一人暮らし高齢者への生活支援という観
点から「軽度生活援助事業」を別途実施す
る。

-3 -15

73
廃止

高齢者生
活支援デ
イサービス
事業の廃
止

１　対象
　介護保険制度の利用申請を行った結果、「非該
当」と判定された高齢者であり、かつ、介護保険
法施行前にデイサービスを利用していた高齢者
２　意図
　介護保険制度開始後当面の間においては介護
サービスの中断を避け、日常生活の急激な変化
を生じさせないことにより、当該高齢者の在宅生
活の安定的な維持を図る。
３　手段
①サービス提供内容
　通所介護サービス　週１回をサービス提供の限
度とする。
②サービス提供経費
　介護保険制度における通所介護の要支援単位
の９割相当を委託経費とする。
③利用者負担
　介護保険制度における通所介護の要支援単位
の１割相当額
④事業提供者
　デイサービスセンターを運営する社会福祉法人
４　事業費(一般財源)
　８４３千円（８４３千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
①暫定措置として実施しており、当初の事
業目的が達成されたため
②代替策としては、入浴サービスは含まれ
ないが、地域福祉サポート事業が実施され
ている。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

74
業務
改善

老人福祉
センターＡ
型の今後
のあり方
の検討

１ 対象
　６０歳以上の高齢者
２　意図
　生きがいづくりや仲間づくりなど高齢者の日常
生活のうるおいを図る。
３　手段
　施設への通所により、各種の相談に応じるとと
もに、健康の増進、教養の向上、レクリエーション
などに関する事業を実施する。
老人福祉センターの管理運営委託
委託先
①（財）尼崎市高齢者生きがい促進協会
　　　総合老人福祉センター（特Ａ型）
　　　鶴の巣園・千代木園・福喜園・和楽園（Ａ型）
②（社）尼崎市シルバー人材センター
　　　和楽園のワーク部門
③尼崎市老人福祉センター分館等運営協議会
　　　老人福祉センター分館等
４　事業費(一般財源)
　３１９百万円（３１６百万円）

１　改善内容
①現行の老人福祉センターは存続する。
②多様なニーズの中で、より時代にあった
事業・設備・施設等について検討する。
２　改善理由
　高齢化が進んでいる状況であり、それを
踏まえた上で、より時代にあった多様なニー
ズに応える必要がある。
３　実施時期
　平成１５年度に検討する。

0 0

96
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75
廃止

敬老金支
給事業の
廃止

１　対象
　市内に居住する７７歳、８８歳、９９歳及び１００
歳の者
２　意図
　高齢者に敬老の意を表し、併せてその福祉の
増進に寄与する。
３　手段
　敬老金を９月に支給する。
　７７歳　 １万円　・　８８歳　２万円
　９９歳又は１００歳　３万円
４　事業費(一般財源)
　５１百万円（５１百万円）

１　改善内容
　廃止する。
　敬老事業における敬老記念品の支給に一
元化する。（事業転換）
２　改善理由
　敬老記念品の支給に一元化することで、
敬老の意を表する主旨を継続させることが
できるため
３　実施時期
　平成１５年度

51 255

76
廃止

市民福祉
金給付事
業の廃止

１　対象
　市内に引き続き１年以上住所を有し、市が設定
する所得制限額以下（遺児を除く）である次の者
①６歳以上で療育手帳の交付を受けている者
②６歳以上で精神障害者保健福祉手帳の交付を
受けている者
③６歳以上で身体障害者手帳の交付を受けてい
る者
④配偶者のない女子で婚姻をしていない１８歳未
満の子を扶養している者
⑤配偶者のない男子で婚姻をしていない１８歳未
満の子を扶養している者
⑥父母が死亡し、又は父母の生死が明らかでな
い１８歳未満の者
２　意図
　社会保障の理念に基づき、市民福祉金を支給
することにより、生活の安定と福祉の増進に寄与
する。
３　手段
　年３回にわけて、市民福祉金を支給する。
　支給年額
　２７，０００円～６０，０００円
　平成１４年度所得制限額
　３，０１６千円～３，３１８千円
４　事業費(一般財源)
　８０２百万円（８０２百万円）

１　改善内容
①平成１５年度　支給額を１／２に減額
②平成１６年度　廃止
２　改善理由
　公的年金制度が充実してきたことにより廃
止する。
　ただし、激変緩和策として、平成１５年度
は支給額を１／２に減額する。
３　実施時期
　平成１５年度及び平成１６年度

438 3,942

77 縮小

日本体育・
学校健康
センター共
済掛金法
人保育所
設置者補
助金の削
減

１　対象
　市内の法人保育所。
２　意図
　法人保育所で保育中の児童の負傷等に対して
被災児に医療費等の給付を行う日本体育・学校
健康センターへの加入を促進する。
３　手段
　法人保育所が支払った共済掛金から、保護者
負担金を除いた額（設置者負担金）を補助する。
４　事業費（一般財源）
　５７５千円（５７５千円）

１　改善内容
①「一般」と「Ａ階層」の共済掛金補助を廃
止する。
②「Ｂ階層」については、共済掛金全額を設
置者負担金としているため、保護者負担相
当額の補助を継続する。
２　改善理由
①設置者の責任で負担すべき内容である。
②保護者の所得階層区分により施設設置
者負担が増加する部分については、負担額
の均衡を確保するため補助を継続する。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

78 廃止

法人保育
所開設用
地取得貸
付金に対
する利子
補給金の
廃止

１　対象
　社会福祉法人で市内に法人保育所を設置して
いる者又は設置しようとする者で、市の融資あっ
せん制度で用地取得に要する費用の融資を受け
たもの。
２　意図
　市内において、法人保育所の開設を促進すると
ともに、円滑な施設運営を図る。
３　手段
　融資利率から３％を除いた利率の利子補給を
行う。
４　事業費（一般財源）
　４千円（４千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　社会情勢の変化により、存続の必要性が
低くなった。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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79
業務
改善

ベビー
ホーム委
託料の削
減

１　対象
　保護者の就労等の理由により、昼間家庭にお
いて保育に欠けている、原則として満１歳未満の
児童。
２　意図
　親が安心して働けるよう、年度途中の需要が多
い０歳児保育の補完的役割を担う。
３　手段
　ベビーホーム事業を委託している者（団体）に対
し、保育費用から保護者負担額を控除した後の
額等を事業委託料として支出する。
４　事業費（一般財源）
　７４百万円（７４百万円）

１　改善内容
　ベビーホーム委託料のうち、研修委託料
を廃止する。
２　改善理由
　待機児童の解消策の視点から本事業は
継続するが、職員研修については施設設置
者の負担で実施されるべき内容である。
３　実施時期
　平成１５年度 2 10

80 縮小

母子家庭
等医療費
助成事業
の所得制
限の見直
し

１　対象
①県：配偶者のない女子で、１８歳未満に属する
年度の末日以前の児童を扶養している者とその
児童（２０歳に達する日の属する月の末日以前の
高等学校等在学中の者を含む）
・母子に類似の父子、遺児にも適用　社会保険本
人にも適用
・所得制限は児童扶養手当に準ずる
②市：配偶者のない女子で、１８歳未満に属する
年度の末日以前の児童を扶養している者とその
児童（２０歳に達する日の属する年度の末日以前
の高等学校等在学中の者を含む）
・県制度と同じく、父子、遺児にも適用　社会保険
本人にも適用
・所得制限は平成元年７月１日に導入　３，７００
千円（扶養家族０人の場合）
２　意図
　母子家庭の母、父子家庭の父及びこれらに扶
養されている児童並びにこれに準ずる児童に対
し、医療費の一部を助成することにより、母子等
の保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を
図る。
３　手段
　保険診療医療費のうち、対象者が負担すべき
額を助成する。
４　事業費（一般財源）
　４８１百万円（３２５百万円）

１　検討内容
　所得制限額について、平成１５年度に検
討する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 99

81
廃止

児童福祉
施設入所
心身障害
児徴収補
助金の廃
止

１　対象
　本市に居住する児童で次の施設に措置されて
いる者の扶養義務者
・知的障害児施設　・知的障害児通園施設
・肢体不自由児施設　・重症心身障害児施設
２　意図
　児童福祉施設に措置されている心身障害児の
扶養義務者が徴収される費用を助成し、負担の
軽減を図る。
３　手段
　児童福祉施設に措置されている心身障害児の
扶養義務者が徴収される費用を助成する。
①助成額　県規則による徴収金の範囲内で、扶
養義務者が実際に納入した額
②所得制限　なし
４　事業費(一般財源)
　１１百万円（１１百万円）

１　検討内容
　施設利用に係る補助金について、平成１５
年度に検討する。
２　実施時期
　平成１６年度

0 40
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82 転換

法人保育
所補助金
(一般児加
算)の削減
と再構築

１　対象
　市内の法人保育所。
２　意図
　法人保育所に入所している児童の処遇改善及
び当該保育所の円滑な運営を図る。
３　手段
　０歳児を除く児童一人当り６，８００円/月を補助
する。
４　事業費（一般財源）
　２４２百万円（２４２百万円）

１　改善内容
①平成１５～１６年度は、現行補助単価を３
割削減し、平成１６年度末で現行制度を廃
止する。
②平成１６年度中に新たな運営支援制度を
再構築し、平成１７年度から実施する。
２　改善理由
　法人保育所の運営支援等のため行ってき
た補助金のあり方を見直す。
３　実施時期
　平成１５年度単価引下げ
   　　　　　　　　 （６，８００円⇒４，７００円）
　平成１７年度再構築

77 385

83 縮小

公立保育
所児童障
害等見舞
金の金額
の見直し

１　対象
　市内認可保育所入所児童
２　意図
　保育所の管理下における災害の内、日本体育・
学校健康センターの補償外となる、顔面等の傷
跡、歯牙欠損について、保護者の精神的、経済
的負担の軽減を図るとともに、円滑な解決を図
る。
３　手段
①障害見舞金
　一定以上の瘢痕等に対し１００，０００円
②歯牙見舞金
　永久歯の欠損等に対し３０，０００円～５０，０００
円
③室料差額見舞金
　医師の指示に基づく個室入院等に対し１日３，０
００円以下、総額３０，０００円以下を給付
４　事業費（一般財源）
　９０千円（９０千円）

１　改善内容
　現在支給金額に差がある見舞金を一律額
とする。
２　改善理由
　補償的な意味合いを含む、見舞金の区分
を廃止し、一律額で統一する。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

84
廃止

たじかの
園使用料
助成の廃
止

１　対象
　市内に居住し、機能訓練が必要な児童で、たじ
かの園での外来が必要と認めた者
２　意図
　たじかの園における機能回復訓練費の自己負
担金において、たじかの園措置者とそれ以外の
者との格差を解消する。
３　手段
　たじかの園において、機能回復訓練を受けるこ
とが必要と認められた児童が、訓練を受けた場
合に要する費用を助成する。
４　事業費(一般財源)
　３１１千円（３１１千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　たじかの園の定員に余裕が生じ、待機児
童に対する外来が必要でなくなったこと及び
他の医療補助制度との整合性を勘案し、本
制度を廃止する。
３　実施時期
　平成１５年度 0 0

85
廃止

被保護児
童入進学
祝品の廃
止

１　対象
　小学１年生及び中学１年生の世帯員をもつ生
活保護法に基づく要保護者
２　意図
　小中学校の入進学祝品の支給により、生活保
護家庭の生活の安定を図る。
３　手段
　生活保護世帯において、小学１年生、中学１年
生に対して、入進学祝品を支給する。
・小学１年生　ランドセル ・中学１年生　通学カバ
ン
４　事業費(一般財源)
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　生活保護法（臨時的一般生活費・入学準
備金）で対応しており、見舞金的なものは廃
止する。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

99



　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

86
廃止

通学服・体
操服の支
給の廃止

１　対象
　小学１年生及び中学１年生の世帯員をもつ生
活保護法に基づく要保護者
２　意図
　小中学生の通学服・体操服の支給により、生活
保護家庭の生活の安定を図る。
３　手段
　生活保護世帯において、小学１年生、中学１年
生に対して、通学服・体操服を支給する。
　（通学服）　夏服　小学１年生、中学１年生
　（体操服）　夏服　小学１年生、中学１年生
　　　　　　　　冬服　小学１年生、中学１年生
４　事業費(一般財源)
　３百万円（３百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　生活保護法（臨時的一般生活費・入学準
備金）で対応しており、見舞金的なものは廃
止する。
３　実施時期
　平成１５年度

3 15

87
業務
改善

市民検診
事業の対
象年齢等
の見直しと
肝炎ウイ
ルス対策
の実施

１　対象
①基本健康診査
　３５歳以上の市民
②壮年人間ドック
　満４０歳、５０歳、６０歳の誕生日を迎える市民
２　意図
　健康についての認識と自覚の高揚を図り、市民
の健康の増進を図る。
３　手段
①基本健康診査
　保健所、市民健康開発センターハーティ２１、医
療機関で問診、身体計測、血圧測定、検尿、理学
的検査、肝機能検査、腎機能検査、中性脂肪、
血糖、総コレステロール、ＨＤＬコレステロール等
を実施。
②壮年人間ドック
　基本健康診査に加え、胸部Ｘ線、胃Ｘ線を実
施。（保健所のみ）
４　事業費（一般財源）
　２３１百万円(８５百万円)

１　改善内容
①対象年齢を３５歳以上から４０歳以上へ
引上げる。（ただし、３５歳から３９歳の希望
者については、別途、自己負担を徴収し、
保健所で実施。自己負担金：１，６２０円。）
②基本健康診査の自己負担金を７００円か
ら１，２００円に引上げる。
③医師会等への委託料を国基準に引上げ
る。
④肝炎ウイルス検診を新たに実施する。
（自己負担金有り）
２　改善理由
①国基準に基づき対象年齢の上乗せを廃
止するとともに、自己負担金や医師会等へ
の委託料を見直す。
②緊急課題である、肝炎ウイルス対策を実
施する。
３　実施時期
　平成１５年度

5 25

88 縮小

胃がん・大
腸がん検
診事業の
対象年齢
の見直し

１　対象
　３５歳以上の市民
２　意図
　健康についての認識と自覚の高揚を図り、市民
の健康の増進を図る。
３　手段
①胃がん
　保健所、市民健康開発センターハーティ２１での
間接撮影、医療機関での直接撮影を行う。
②大腸がん
　保健所、保健センター、ハーティ２１、医療機関
で検体を回収し、ハーティ２１で便潜血反応検査
を実施。
４　事業費（一般財源）
　５６百万円(５６百万円)

１　改善内容
　対象年齢を３５歳以上から４０歳以上へ引
上げる。（ただし、３５歳から３９歳の希望者
については、別途、自己負担を徴収し、保
健所で実施。自己負担金：胃がん３，３４０
円、大腸がん９６０円。）
２　改善理由
　対象年齢の上乗せを廃止し、国基準の４
０歳以上とする。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

89 転換

特定疾患
疾病見舞
金の廃止
と難病対
策事業の
再構築

１　対象
　市内に引続き１年以上居住する国、県指定の
特定疾病患者。
２　意図
　難病患者の療養生活上の負担を軽減し、福祉
の増進を図る。
３　手段
　特定疾病患者１人につき年額１万円を支給。(国
指定－４５疾病、県指定－６疾病)
４　事業費（一般財源）
　２１百万円(２１百万円)

１　改善内容
①見舞金を廃止する。
②難病対策事業の充実及び難病患者等短
期入所事業への転換。
２　改善理由
　画一的な市単独の給付施策を見直し、難
病の種別毎の相談会の充実と難病患者等
短期入所事業への転換を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

20 100
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90 廃止

アレル
ギー血液
検査事業
の廃止

１　対象
　血液検査が必要と思われる１歳から１５歳未満
の者。
２　意図
　アレルギー疾患の発症を予防するため、血液検
査料等を助成し、早期検査につなげる。
３　手段
　アレルギー疾患の基本因子であるアレルギー
素因の同定を行うための血液検査料等を助成す
ることにより、早期検査を促し、検査結果に対す
る保健指導を行う。（血液検査料等の保険適用後
の自己負担分を助成）
４　事業費（一般財源）
　９百万円（９百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　アレルギーに関する知識が広まってきたこ
とから、早期発見等の制度の目的を達成し
た。
３　実施時期
　平成１５年度

9 45

91 廃止

気管支ぜ
ん息り患
児童医療
費助成事
業の廃止

１　対象
　市内在住の１歳から１９歳までの気管支ぜん息
にり患している者（公害病認定患者を除く）。
２　意図
　気管支ぜん息の早期治療を促し、児童の健全
な育成を図るとともに、患者家庭の医療費負担を
軽減する。
３　手段
　医療費の自己負担分のうち通院の場合は１/
３、入院の場合は２/３の費用を助成する。(１年更
新)
４　事業費（一般財源）
　２３百万円(２３百万円)

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　医療費負担において、他の疾患り患児童
との間に不均衡が生じている。
３　実施時期
　平成１５年度(新規・更新受付の廃止)
　平成１６年度(事業の廃止) 7 67

92
業務
改善

第２次救
急病院群
輪番制運
営費補助
金の削減

１　対象
　市内の第２次救急病院(私立病院２１施設)
２　意図
　休日及び夜間において、入院もしくは通院を要
する２次救急患者の医療を確保し、市民の保健・
医療の充実を図る。
３　手段
　病院郡輪番制方式に要する医療機関の運営に
対する経費を補助することにより、第２次救急医
療体制の確保を図る。
４　事業費（一般財源）
　１９百万円（９百万円）

１　改善内容
　当番回数１回当りの補助単価を引下げ
る。
２　改善理由
　当番回数１回当りの補助単価を国の補助
単価に合わせる。
(市単価 ８８，５００円 → 国単価 ７３，３２０
円)
３　実施時期
　平成１５年度

3 15

93 廃止

老人保健
施設用地
取得利子
等補給金
の廃止

１　対象
　老人保健施設を設置する法人等で社会福祉・
医療事業団又は金融機関から、土地取得資金、
機械購入資金、長期運転資金の融資を受けたも
の及び施設の敷地を借地した者。
２　意図
　市内における老人保健施設の開設を促進する
とともに、円滑な施設運営を図る。
３　手段
　社会福祉・医療事業団からの借り入れ分につい
て、限度額の範囲内で、その利子を５年以内で補
給する。また、一般金融機関からの借り入れにつ
いては、事業団の定めた利子分を、同様の範囲
内で、５年以内で補給する。
４　事業費（一般財源）
　６百万円(６百万円)

１　改善内容
　廃止する。(現在継続中の施設、又は、既
に建設中の施設を除く。）
２　改善理由
　老人保健施設の設置促進のため制度を
設けていたが、当初の促進策としての役割
を終えた。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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94 転換

Ｂ型肝炎
母子感染
防止事業
の廃止と
再構築

１　対象
　市民（妊婦）
２　意図
　母子感染を起こす恐れのある妊婦を早期に発
見し、指導を行うことによりキャリア及び急性肝炎
等の発生を予防し、Ｂ型肝炎母子感染の撲滅を
図る。
３　手段
　妊婦健康診査時において、HBs抗原検査、HBe
抗原検査を実施。
４　事業費（一般財源）
　４百万円（４百万円）

１　改善内容
①廃止する。
②新たに、保健所において、ＨＩＶ抗体検査
受診者のうち４０歳以上の希望者に対して、
ウイルス性肝炎のＨＣＶ抗体検査、ＨBｓ抗
原検査を実施。
２　改善理由
①母子感染対策に関する検査が一般化す
るなど、当初の目的を達成した。
②国の指針に基づき、HIV抗体検査受診者
に対して、新たにB型及びC型ウイルス性肝
炎の感染防止を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

4 20

95 廃止

国民健康
保険料自
主減免制
度の見直
し

１　対象
　国民健康保険加入者で一定所得以下の低所得
世帯
２　意図
　国民健康保険料の納付が困難と認める世帯に
対し、生活の安定を図る。
３　手段
　所得制限により一定所得以下の場合に、保険
料の均等割額及び平等割額の合算額の３割又
は２割を減免する。
４　事業費（一般財源）
　１４０百万円（１４０百万円）

１　改善内容
　低所得者に対する本市独自の減免制度
（３割、２割）を廃止する。
２　改善理由
　低所得者に対する保険料の減免制度とし
て、国の法定軽減制度（７割、５割、２割）が
実施されているため。
３　実施時期
　平成１６年度　３割減免・２割減免廃止

0 496

96 廃止

納付組合
奨励金
（国保）
の廃止

１　対象
　尼崎市国民健康保険料納付組合連合会
２　意図
　国民健康保険料の納付を目的として組織される
組合に対し、納付奨励金を交付することにより、
納付意欲の向上と保険料の容易かつ確実な納
付を図る。
３　手段
　件数及び金額等に応じて奨励金を交付する。
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　制度実施４０年以上を経過し、口座振替
制度の定着、組合・組合員数の減少など制
度を取り巻く環境は変化しており、概ね当初
の事業目的を達成したと考えられるため。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

97 廃止

同和地区
技能修得
事業補助
金の廃止

１　対象
　同和地区住民
２　意図
　就業機会均等の拡大と就職・転職を促進し生活
の安定を図る。
３　手段
　免許や資格を取得するための技能修得事業の
実施及び補助金を支給する。
４　事業費（一般財源）
　１０百万円（１０百万円）

１　改善内容
　平成１３年度末をもって廃止したが、普通
自動車免許を除く免許については、平成１６
年度末までに卒業する者について措置対象
とする。
２　改善理由
　同対審答申の趣旨を踏まえ、個人給付的
事業を廃止するとともに、激変緩和の観点
から経過措置を講じる必要があるため。

0 15

98 廃止

同和地区
専修・各
種学校奨
励金の廃
止

１　対象
　同和地区住民
２　意図
　就業機会均等の拡大と就職を促進し生活の安
定を図る。
３　手段
　就職の機会を得るため専修学校、各種学校に
就学する者に対して奨励金を支給する。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　平成１４年度末をもって廃止し、経過措置
として、平成１４年度末受給者について、修
業年限まで措置対象とする。
２　改善理由
　同対審答申の趣旨を踏まえ、個人給付的
事業を廃止するとともに、激変緩和の観点
から経過措置を講じる必要があるため。

　

0 4
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99 転換

尼崎同和
対策雇用
促進協議
会補助金
の見直し

１　対象
　尼崎同和対策雇用促進協議会
２　意図
　同和対策雇用促進協議会を支援することによ
り、同和関係者の就労対策を促進する。
３　手段
　事業運営費を補助する。
４　事業費（一般財源）
　８百万円（８百万円）

１　改善内容
　平成１４年度末をもって廃止し、就職困難
者を対象とした就職相談業務を新規施策と
して実施する。
①相談員：３人
②場　所：労働福祉会館に（仮称）就職相談
　　　　　　室を設置する。
③期　間：３年のサンセット事業とする。
２　改善理由
　厳しい雇用情勢から、不安定就労の課題
がまだ残されており、今後は、就労困難な
地域住民を対象に、就労につながる相談に
努める必要があるため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 18

100 休止

商店街・
小売市場
エコグ
リーン創
造支援事
業補助金
の休止

１　対象
　商店街、小売市場
２　意図
　トレー・牛乳パック・空き缶等の回収ボックスの
設置を支援することにより、商店街・小売市場の
環境保全に向けた取組を促進する。
３　手段
　トレー・牛乳パック・空き缶等の回収ボックスの
設置に要する経費の一部を助成する。
４　事業費（一般財源）
　７２０千円（７２０千円）

１　改善内容
　リサイクルルートが確立されるまで、当面
休止する。
２　改善理由
　牛乳パックを除いてリサイクルルートが確
立されていないため。
３　実施時期
　平成１５年度 1 5

101 休止

商業施設
構造改善
促進制度
補助金の
休止

１　対象
　商店街、小売市場
２　意図
　商業施設の構造改善を支援することにより、商
店街・小売市場の近代化、商業集積地の整備を
促進する。
３　手段
　商店街・市場等が商業施設の整備・改善に要す
る経費について市の融資を利用した場合に利子
補給を行う。
４　事業費（一般財源）
　４９６千円（４９６千円）

１　改善内容
　金融情勢に大きな変化があるまで、当面
休止する。
２　改善理由
　現在の低金利の金融情勢の中、事業効
果が薄れているため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

102 縮小

商店街
アーケー
ド等維持
管理事業
補助金の
見直し

１　対象
　商店街、小売市場
２　意図
　商店街の環境整備促進や地域の快適性、快適
な買物空間を提供する。
３　手段
　商店街・小売市場が道路占用の許可を受けて
設置したアーケード・鈴蘭燈にかかる道路占用料
相当額を補助する。
４　事業費（一般財源）
　３百万円（３百万円）

１　改善内容
　平成１５年度は補助率を８０％とするととも
に、これまで以上に市場・商店街の活性化
にインセンティブを与えるよう、支援策の改
善等検討を行い、平成１６年度に実施する。
２　改善理由
　経費負担の見直しを行うとともに、事業者
に対するより効果的な支援策に転換を図る
ため。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5
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103 縮小

商業地区
まちづく
り促進補
助金の見
直し

１　対象
　商店街、小売市場
２　意図
　まちづくりの視点での商業集積地の活性化方策
の研究を支援することにより、商業者の意識改
革、組織間の連携強化や環境整備を図り、商業
の活性化につなげる。
３　手段
　商店経営者等で自主的に組織されたグループ
が取り組むまちづくり活動のための運営費及び
「商業地区まちづくり構想」策定経費に対して助
成を行う。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　運営費助成は、まちづくり構想策定までの
第１期（３年間）までとし、補助率を１／２と
する。
２　改善理由
　費用負担の見直しと団体の自立促進を図
るため。
３　実施時期
　平成１５年度（新規グループからの適用） 0 0

104
業務
改善

市民農園
整備事業
補助金の
見直し

１　対象
　市民農園の所有者
　（平成１４年度　１５カ所　９３１区画、１９，４３６
ｍ2）
２　意図
　市民農園の維持・拡大を図る。
３　手段
　農園新設・更新時の整備費を助成
　新設４９１円/ｍ2、更新５５９/ｍ2
４　事業費（一般財源）
　３百万円（３百万円）

１　改善内容
　市民農園の更新整備に対する補助金を廃
止し、制度の見直しを行う。
２　改善理由
　受益者負担の適正化を図る。
３　実施時期
　平成１６年度 0 16

105 休止
都市美形
成助成事
業の休止

１　対象
　都市美形成建築物等、及び都市美形成地域内
の建築行為等。
２　意図
　都市美形成建築物等を維持、保存するため、都
市美形成条例に規定する保存計画及び都市美
形成基準の実現に要する費用の一部を助成する
ことにより、これら建築物の保存等を確実なもの
にし都市美形成を図っていく。
３　手段
　都市美形成条例に基づき、対象行為に係る届
出を求め、都市美審議会及び都市デザイン専門
委員による指導、助言を行うとともに、経費の１/
２、かつ１件あたり３００万円を上限として助成を
行う。
４　事業費（一般財源）
　５百万円（５百万円）

１　改善内容
　現在、審査・指導中の物件を除き、再建期
間中は経費の助成を休止する。
２　改善理由
　本助成は所有者の理解と協力のもとで
行っており、制度の趣旨、これまでの成果を
維持していく必要があることから一定期間
経費助成は凍結するが、所有者に対する建
築物の維持保存を補うための技術的支援
は強化する。
３　実施時期
　平成１５年度

2 22

106 休止

耐火建築
物促進助
成事業の
休止

１　対象
　防火地域内（主に五合橋線、山手幹線沿道）に
耐火建築物を建築する建築主。
２　意図
　災害から市民の生命財産を守る避難路と緩衝
帯を形成し、沿道の防火機能の維持・強化を図
る。
３　手段
　要綱に基づき耐火建築物を建築する建築主に
対して、建築に要する費用の一部助成を行う。
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　助成事業を休止する。
２　改善理由
　防火地域内で一定規模以上の建築物は、
建築基準法で耐火建築物とすることが義務
付けられており、助成対象者も年間数件に
とどまっていることから、当面休止扱いとす
る。
３　実施時期
　平成１５年度

3 15
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107 縮小

すまい・ま
ちづくり促
進事業の
派遣期間
等の見直
し

１　対象
　地区計画等の策定に取組む地域団体（まちづく
り協議会）のほか、建物の共同化等の計画立案
に取り組むグループ。
２　意図
　住民が自主的に取組むまちづくり計画や建物
の共同化計画の立案作業に対して、経費面や技
術的な面での支援を行い、住民主体によるまち
づくりの輪を広げ、良好なまちづくりを協働で推進
する。
３　手段
①地区計画等の策定に取組む地域団体に対して
活動経費を助成する。
②地区計画等の策定に取り組む団体、建物の共
同化等の計画立案に取り組むグループに対して
専門家の派遣により支援する。
４　事業費（一般財源）
　４百万円（４百万円）

１　改善内容
　公共事業と連動する「まちづくり協議会」に
対する助成等の期間について、最長６年間
に制度を改める。（ただし、現在継続してい
る協議会は従前どおりの取扱いとする）
２　改善理由
　まちづくり協議会の活動に要する費用助
成は尼崎市住環境整備条例に規定されて
いるように、計画段階の支援を行なう事業
であり、公共事業と連動しているまちづくり
協議会といえども、その主旨に変わりがな
いことから派遣期間等に上限を設ける。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

108 転換

地域まち
づくり人材
育成モデ
ル事業の
見直し

１　対象
　武庫之荘１丁目～４丁目及びその周辺に居住
する市民。
２　意図
　武庫之荘の持つ独自の歴史文化に着目しなが
ら、良好な住環境を守るとともに、次世代の地域
まちづくりリーダーを育成する。
３　手段
　市と協働できる地域住民をまちづくりプロデュー
サーとして段階的に養成していくために、協働の
まちづくりのモデル化に向けた取り組みを行なう。
①景観、文化、居住のテーマ別にスクールを設
置、講師を招き基本的な知識を習得する。
②タウンウオッチングにより問題点などについて
の実地体験。
③意見交換会の実施、情報発信などを通じて地
元との連携を図り、地域全体で活動を支援するこ
とで、その成果を地域のものとして共有できる状
況をつくる。
４　事業費（一般財源）
　６００千円（６００千円）

１　改善内容
　平成１５年度で事業を終息し、以降は住民
の自主活動に委ねる。なお、平成１５年度に
ついては、総合まちづくり調査研究事業とし
て対応する。
２　改善理由
　今後の活動は住民の自主性を尊重し、自
主的な活動を育むという観点から、本事業
により設立された企画実践グループに委ね
ていくものとする。
３　実施時期
　平成１５年度 1 5

109 縮小

杭瀬地区
市街地再
開発促進
事業支援
方法の見
直し

１　対象
　杭瀬本町１丁目及び杭瀬北新町１丁目の一部
（約３.３㌶）
２　意図
　土地の合理的な高度利用、商業施設の近代
化、市街地住宅の供給、建物の不燃共同化等を
行い、杭瀬商業核の整備を図ることにより、活発
な商業活動並びに商業集積地としての魅力づくり
を促進する。
３　手段
　市街地再開発事業を手法としてまちづくりを進
める準備組合等の活動に対して助成を行うととも
に、コンサルタントを派遣することにより、実現化
に向けた活動を支援する。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
①市街地再開発促進業務委託（コンサルタ
ント派遣）を見直し、まちづくり協議会開催
時にアドバイザーを派遣する。
②まちづくり協議会活動へ職員を派遣する
など、指導・助言を行う。
２　改善理由
　市街地再開発事業を取り巻く社会経済情
勢の変化等から、先行する地区での再開発
事業も非常に厳しい状況であり、市街地再
開発事業の事業化の担保性等が明確にな
るまで、支援方法を見直す。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

110 廃止

市外盲ろう
学校等児
童生徒就
学奨励補
助金の廃
止

１　対象
　市外盲・ろう学校に通う幼児・児童・生徒の保護
者
２　意図
　市外通学による保護者の経済的負担の軽減
３　手段
　年額８，０００円を支給する。  (所得制限なし）
４　事業費（一般財源）
　１８４千円（１８４千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　市外盲・ろう学校の特殊教育就学奨励費
（国の補助制度）があり、本市制度が重複し
ているものであると判断したため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0
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111 廃止

養護学校
宿泊訓練
費補助の
廃止

１　対象
　市立養護学校の児童・生徒の保護者で、特殊
教育就学奨励費（国の補助制度）において宿泊
訓練の全額支給対象とならない者
２　意図
　保護者の経済的負担の軽減
３　手段
①第１段階（生活保護基準に基づく需要額と世帯
収入の割合が１．５倍未満）
　国の制度→全額支給　本市の制度→支給なし
②第２段階（１．５倍以上～２．５倍未満）
　国の制度→半額支給　本市の制度→半額支給
③第３段階（２．５倍以上）
　国の制度→支給なし　 本市の制度→全額支給
４　事業費（一般財源）
　１７５千円（１７５千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　国の制度に対する上乗せ制度として実施
しているものであり、今回、国の基準どおり
の取扱いとして整理するため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

112 縮小

要保護・準
要保護児
童生徒就
学奨励費
の支給内
容等の見
直し

１　対象
　市立小・中学校の児童生徒の保護者で、次に
該当する者　①生活保護受給者、②児童扶養手
当受給者、③所得が基準額以下、④その他、経
済的理由により就学困難な特別事情の場合
２　意図
　保護者の経済的負担の軽減
３　手段
　学用品費、新入学学用品費、校外活動費、宿
泊訓練費、給食費、体育実技費等の扶助
　※市上乗せ・横出し項目
①小学校
・校外活動費　２，５１０円
　　要保護 （国基準：０円）
　　準要保護（国基準：１，５１０円）
・宿泊訓練費　７，４７０円
　　準要保護（国基準：３，４７０円）
②中学校
・校外活動費  ２，９００円
　　要保護 （国基準：０円）
　　準要保護（国基準：２，１８０円）
・宿泊訓練費　1泊２日　  ９，５２０円
　　　　　　　　　２泊３日　１０，８４０円
　　準要保護（国基準：５，８４０円）
・課外クラブ活動費　３，８４０円
　　市単独項目
４　事業費（一般財源）
　３９１百万円（２０４百万円）

１　改善内容
①原則、国の補助基準の単価に合わせる。
　ただし、要保護に対する校外活動費は国
の補助基準の対象外であるが、全国的にみ
ても補助実態があることから準要保護の国
基準単価分（小学校：１，５１０円、中学校
２，１８０円）の補助を継続する。
　また、課外クラブ活動費についても、クラ
ブ活動を通した人間形成に有用であると判
断したため継続する。
②所得基準を見直す。
　　　（生保１．５倍→１．４倍）
　※障害児を対象とした所得基準は、現行
も国基準どおりである。
２　改善理由
①セーフティネットの考え方に基づき、経済
負担の軽減措置である本制度も原則的に
国基準によるものとするため。
②所得基準については、近隣他都市と比べ
て緩やかであったために見直す。
　※今回の見直しにより、近隣他都市間の
平均的な所得基準となる。
３　実施時期
　平成１５年度

20 100

113 縮小
修学援助
金交付金
の縮小

１　対象
　高校・大学等に在学する子弟をもつ市内居住者
の保護者で次の要件に該当する者
①生活保護受給者
②市民税の非課税及び減免
③国民年金保険料の免除
④国民健康保険料の減免、徴収猶予
⑤児童扶養手当受給者
⑥身体障害者手帳交付を受けている者
⑦公共職業安定所への求職の申込受理者
⑧所得が基準額以下（大学、短大は適用なし）
　高校・大学等に在学する勤労生徒等及び児童
養護施設入所生徒
２　意図
　経済的負担の軽減
３　手段（月額）
　大学、短大　　６，０００円
　公立高　　　　 ５，０００円
　高専１～３年　５，０００円
　私立高　　　　 ６，０００円
　高専４，５年　 ６，０００円
　各種学校　　　６，０００円
４　事業費（一般財源）
　１３１百万円（１３１百万円）

１　改善内容
①大学・短大部分を廃止する。
②認定基準等の改善を図る。
２　改善理由
①大学・短大部分は、他の奨学制度等の活
用が可能であるため廃止する。
②経済的援助の必要度を改める。
３　実施時期
　平成１５年度　認定基準等の見直しを検
討する。
　平成１６年度　実施（新規対象から適用）
　
　 0 70
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114 廃止

市立定時
制高等学
校修学旅
行費補助
事業の廃
止

１　対象
　市立定時制高等学校（尼崎工業高、城内高）在
学者で、修学旅行に参加する者（３年生時に実
施）
２　意図
　勤労生徒の経済的負担の軽減を図り、修学旅
行への参加を促進する。
３　手段
　１人につき２５，０００円以内の補助
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　生徒の多様化、勤労生徒の割合が減少す
るなど社会状況の変化により所期の目的は
達したと判断したため。
　また、県立高等学校には本事業に相当す
る助成制度がなく、県立高等学校と均衡を
図るため。
３　実施時期
　平成１６年度
（平成１４年度の新１年生が修学旅行を実
施するときから廃止）

0 8

115 縮小

私立幼稚
園就園奨
励補助金
の支給区
分の見直
し

１　対象
　私立幼稚園に在園する尼崎市内居住の満３歳
から５歳児の保護者の入園料及び保育料を減免
する設置者
２　意図
　保護者の経済的負担の軽減及び公私間格差
の是正
３　手段
　所得基準別に６段階に区分
　４歳児の例（年額、第１子）※カッコ内は内数
　Ａランク：１５４，１００円（国基準１３６，８００円）
　Ｂランク：１２１，５００円（　〃　　１０４，２００円）
　Ｃランク：　９７，２００円（　〃　　　７９，９００円）
　Ｄランク：　７３，４００円（　〃　　　５６，１００円）
　Ｅランク：　５１，７００円（　〃　　　　　なし　　　）
　Ｆランク：　３４，４００円（　〃　　　　　なし　　　）
　※市上乗せ横出し部分は、４・５歳児に対するＡ
～Ｄランクの１７，３００円加算とＥ～Ｆランクのす
べてである。3歳児は対象外。
４　事業費（一般財源）
　４１９百万円（３１７百万円）

１　改善内容
　所得制限のないＦランクを廃止する。
　また、市立幼稚園の見直しを検討していく
中で、Ａ～Ｅランクの市単独部分についても
見直しを検討していく。
２　改善理由
　所得に関わりなく補助することは、限られ
た財源の中で制度として存続させることに
問題があるため。
３　実施時期
　平成１５年度

17 85

116 縮小

私立幼稚
園障害児
教育振興
助成金の
支給対象
の縮小

１　対象
　障害児を受け入れている市内の私立幼稚園の
設置者
２　意図
①私立幼稚園の障害児教育の振興及び負担軽
減
②保護者の精神的負担の軽減
３　手段
　県の補助制度対象外である幼児（５月１日以降
の入園者及び病弱児）１人につき月額１２，０００
円を助成する。
　県制度（年額３９２，０００円）
　※本市年額１４４，０００円
４　事業費（一般財源）
　３百万円（３百万円）

１　改善内容
①市単独で補助している病弱児部分を廃止
する。
②県の補助対象となる障害程度であるが、
県の認定基準日（５月１日）以降に入園した
ために申請できなくなった園児に係るもの
は存続させる。
２　改善理由
　近隣他都市にはない制度であるが、障害
程度が県の認定基準を充たしているため継
続実施する。
３　実施時期
　平成１５年度

3 15

117
業務
改善

私立幼稚
園教育振
興助成金
の見直し

１　対象
　市内の私立幼稚園の設置者
２　意図
　私立幼稚園の教育振興
３　手段
　１園につき１，０００千円を限度とする。
４　事業費（一般財源）
　２６百万円（２６百万円）

１　改善内容
　具体的な助成金メニューへの変更や園児
数等に応じた内容に変更する。
２　改善理由
　助成内容をより明確にすることで、効果検
証が可能となる。また、園児数に応じた助成
をすることで、受益の公平性の確保を図る。
３　実施時期
　平成１５年度中に検討
　平成１６年度実施
　※平成１５年度の検討の中で、公立幼稚
園の見直しに合せて実施していくものとす
る。

0 20
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118 廃止
教育奨励
金の廃止

１　対象
　同和地区出身者の高校生、短大生、大学生
２　意図
　修学意欲の旺盛な者の進学を促進し、地域及
び社会のための有用な人材を育成する。
３　手段（支給内容）
①入学支度金
　　私立大学　＠４０，０００円
　　私立短大　＠３０，０００円
　　私立高校　＠２０，０００円
②修学資金
　　大学　＠８，０００×１２月＝９６，０００円
　　短大　＠８，０００×１２月＝９６，０００円
　　高校　＠８，０００×１２月＝９６，０００円
③修学資金加算金
　　私立大学　＠７，０００×１２月＝８４，０００円
　　私立短大　＠７，０００×１２月＝８４，０００円
　　私立高校　＠７，０００×１２月＝８４，０００円
４　事業費（一般財源）
　１１百万円（１１百万円）

１　改善内容
　平成１４年度新規受給の修業年度までと
する。
２　改善理由
　尼崎市同和対策審議会答申を踏まえて廃
止する。
３　実施時期
　平成１４～１８年度

6 50

119 廃止

教育奨励
金受給生
研究大会
参加補助
金の廃止

１　対象
　教育奨励金を受けている高校生で研究大会に
参加する者
２　意図
　奨学生の部落解放への正しい歴史と理論を学
び、社会的立場の自覚と自立向上を図る。
３　手段
　大会参加に係る経費の一部として（社）尼崎人
権啓発促進協会に対して補助する。
４　事業費（一般財源）
　４００千円（４００千円）

１　改善内容
　尼崎市教育奨励金の廃止に伴い見直す。
ただし、奨励金受給生の減少に応じて縮小
していく。
　※平成１４年度予算の対象者数に対する
補助額の率を年度進行させていく。
２　改善理由
　尼崎市同和対策審議会答申を踏まえて廃
止する。
３　実施時期
　平成１５～１７年度

　

0 0

120 廃止

日本体
育・学校
健康セン
ター共済
掛金私立
幼稚園設
置者補助
金の廃止

１　対象
　市内の私立幼稚園の設置者
２　意図
　私立幼稚園の設置者の負担軽減
３　手段
　共済掛金の設置者負担分（園児１人につき１０
０円）を助成する。
４　事業費（一般財源）
　５７４千円（５７４千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　設置者が本来負担すべき性質のものであ
るため。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

121 廃止

市立定時
制高等学
校給食費
補助の市
単独部分
の廃止

１　対象
　城内高等学校及び尼崎工業高等学校に在学す
る生徒
２　意図
　生徒の健康保持及び経済的援助
３　手段
　１食当たり９９．８７円を補助
　　うち県基準単価７６．１５円
　　　　 市単独補助２３．７２円
　　　　　※市単独補助分（年額）
　　　　　　　＠２３．７２×１６０回＝３，７９５．２円
４　事業費（一般財源）
　６百万円（５百万円）
　

１　改善内容
　市単独補助部分を廃止する。
２　改善理由
　県立定時制高等学校では県基準単価の
補助のみであるため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

2 10
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122 縮小

日本体育・
学校健康
センター共
済掛金の
保護者負
担の見直
し

１　対象
　市立学校園の設置者及び保護者
２　意図
　学校園の管理下において発生した災害に対す
る共済制度
３　手段
　掛金の相互負担
４　事業費（一般財源）
　３４百万円（２０百万円）

１　改善内容
　保護者負担を見直す。
①小・中学校
　変更なし。
②全日制高校
　1，147円（免除規定あり）→1，260円（免除
規定なし。）
③定時制高校
　全額免除→580円（免除規定なし）
④養護学校（小・中）
　全額免除→420円（要保護・準要保護免
除）
⑤養護学校（高）
　全額免除→1，260円（免除規定なし）
⑥　幼稚園
　保育料免除者0円→195円（免除規定な
し）
２　改善理由
　県・近隣他都市との均衡を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

123 縮小
学校災害
見舞金の
縮小

１　対象
　学校管理下において発生した事故のうち日本
体育・学校保健センター共済給付制度の範囲外
となった児童・生徒の保護者
２　意図
　保護者等の精神的、医療費負担の軽減及び学
校教育活動の円滑化を図るため。
３　手段
①障害見舞金
    １００，０００円
②歯牙見舞金
    １本につき５０，０００円（欠損補綴の場合）
        　  　　 ３０，０００円（１／３以上破折の場
合）
③室料差額見舞金
    医師の指示により個室等に入った場合
    １日３，０００円を限度に、３０，０００円まで
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　一律金額の見舞金に変更する。（公立保
育所も同様に改善する。）
２　改善理由
①市単独事業である。
②本来的には廃止対象となるが、保護者等
の精神的負担の軽減の意義はあると判断
し、当面の間、現行給付の最少額３０，０００
円を見舞金として残すこととする。
３　実施時期
　平成１５年度 1 5

124 廃止
学童等災
害見舞金
の廃止

１　対象
　小学校等に在籍する児童・生徒及びこれらに相
当する年齢の者
２　意図
　青少年活動中の災害は、活動の促進を阻む大
きな要因である。
　見舞金を給付することにより、青少年の健全育
成に資する。
３　手段
　傷害等に対して見舞金を交付する。
４　事業費（一般財源）
　３００千円（３００千円）

１　改善内容
　見舞金制度を廃止する。
２　改善理由
　全額市負担による見舞金制度を廃止す
る。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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125 継続
扇町・末広
地区道路
整備事業

１　対象
　臨海部の南西に位置し、扇町水路公有水面埋
立地及び関西電力第２発電所跡地地区内の都
市計画道路等７路線
２　意図
　広域アクセス機能を高め、臨海西部地域のポテ
ンシャルの向上を図る。
３　手段
　市施行による道路整備を行うとともに、県施行
による道路整備に対する地元負担金を支出す
る。
４　全体計画
①施行概要
　 市施行　臨海幹線、道意線、東扇町線、
　 　　　　　 末広線、 大阪湾岸線側道
　 県施行　尼崎宝塚線、大阪湾岸線末広ランプ
②事業期間　　　　　平成１３年度～１７年度
③全体事業費　　   約３２億円
　　　　　　　　　　　   うち市負担　約９億円

１　改善内容
　道路用地費及び整備費の一部について、
扇町水路公有水面の埋立権者である県企
業庁等の負担を得て、市負担額の縮減を図
る。

－ －

126 継続

あまがさき
緑遊新都
心土地区
画整理事
業

１　対象
　JR尼崎駅北西地区
２　意図
　兵庫県東部の広域的拠点となるまちづくりを進
めるため、道路、公園等の都市基盤と宅地の一
体的整備を行う。
３　手段
　都市基盤整備公団施行による都市機能更新型
の土地区画整理事業を実施する。
４　全体計画
①施行面積　　　　　　約２２．８ha
②施行概要
 　都市計画道路　    ５路線　　２，１２５ｍ
　 区画道路　　　    １２路線　  １，４３８ｍ
　 公園　 　　　　　　       　　　   約１．０ｈａ
③事業期間　　　　 　平成１２年度～２１年度
④全体事業費　　　　約２３０億円
　　　　　　　　　　　　　うち市負担　約８６億円

１　改善内容
①区画整理事業の事業期間中においても、
早期に民間開発を促進して税収や雇用の
増加など、事業の投資効果を発生させる。
②事業に必要な資金のうち、一般財源分に
ついては、都市基盤整備公団の立替制度
を活用して財政負担の平準化を図りながら
進めていく。
③当面の事業については、必要最小限の
取組とし、平成１５、１６年度の事業費を圧
縮する。

－ －

127 継続

長洲久々
知線立体
交差等道
路整備事
業

１　対象
　あまがさき緑遊新都心土地区画整理事業区域
周辺
２　意図
　土地区画整理事業地区内外の交通ネットワー
クを形成する。
３　手段
　街路事業等により、道路の立体交差、拡幅整備
等を行う。
４　全体計画
①施行概要
　 長洲久々知線 立体交差：約３３０ｍ
　 尼崎駅前１号線  　　　東：約２８０ｍ
                             　   西：約３９０ｍ
　 尼崎駅前２号線         　　　約５０ｍ
　 尼崎駅前３号線         　　約２３０ｍ
   長洲久々知線        　 北：約１３０ｍ
   駅前立体遊歩道          　約１００ｍ
②事業期間　平成１３年度～２１年度
③全体事業費　　　　約１５０億円

１　改善内容
①長洲久々知線立体交差事業について
は、平成１５、１６年度の事業費を圧縮し、
事業期間の延伸を図る。
②その他の都市計画道路については、当
面、民間開発の進捗にあわせて、原則とし
て交差点改良を重点とした整備にとどめ
る。

－ －

128 継続

あまがさき
緑遊新都
心文化・交
流施設等
整備調査
事業

１　対象
　あまがさき緑遊新都心地区内
２　意図
　都市文化を発展させ、都市のイメージをリードす
る文化・交流施設や、広域を対象とした公共的
サービス施設を整備する。
３　手段
　県、市、都市基盤整備公団の３者による共同研
究を行う。

１　改善内容
①財政負担の低減、施設運営の活性化な
どの観点から、できるだけ民間活力を活用
する方法を検討する。
②導入施設については、全市的な公共・公
益施設の再配置・統廃合の検討も視野に入
れて多角的な検討を行う。
③具体的内容・方法については、今後検討
を行う。

－ －
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129 継続

臨海西部
土地区画
整理事業
の事業計
画の見直
し

１　対象
　臨海部の南西に位置し､扇町水路､大阪湾､尼
崎宝塚線・大浜線等に囲まれた地域
２　意図
　臨海西部地域の都市基盤の充実・強化を図る
ことにより、県市共同で臨海西部拠点開発事業を
進め、都市型産業の立地や商業・レクリエーショ
ン等の機能を備えた市街地の形成を促進する。
３　手段
　市施行の土地区画整理事業により、道路、水
路、公園等の公共施設の整備及び整地を行う。
４　全体計画
①施行面積　　　　　　７７．６ha
②施行概要
　 公園緑地（市施行）　２．９ｈａ
　 都市計画道路　　５路線　　区画道路　８路線
③事業期間　　　　　平成９年度～１５年度
④全体事業費　　　 約２１３億円

１　改善内容
①平成１４年３月の「尼崎２１世紀の森構
想」の策定を受け、次の点について事業計
画等を変更する。
・道路計画等を変更し、総事業費を削減す
るとともに、財源構成を見直す。
・事業期間を延伸し、事業費の平準化を図
る。
・市が整備主体となる公園・緑地を、県整備
の緑地に吸収し、市事業費の軽減を図る。
②当面の事業内容を湾岸線以北（尼崎中
央緑地を除く）の道路整備など優先すべき
ものに絞る。
２　改善理由
　｢尼崎２１世紀の森構想｣に基づき、臨海
西部拠点開発地区の土地利用計画を変更
（概ね住宅部分を緑地に変更し、県が整備
主体となる緑地２９ｈａを整備する）するた
め、事業計画等を見直す。
３　実施時期
　事業計画等の変更は平成１４年度実施

－ －

130 休止
集会所建
設費補助
金の休止

１　対象
　単位福祉協会又は社会福祉連絡協議会
２　意図
　集会施設の建設及び改修等工事費の一部を補
助することにより地域コミュニティ活動の振興に
寄与する。
３　手段
①補助率　１／２
②補助限度額
・１件８０万円以上の新築又は購入９，５００千円
・１件５０万円以上の改修　　　　　　５，０００千円
４　事業費（一般財源）
　１２百万円（１２百万円）

１　改善内容
　経営再建期間中は休止する。
２　改善理由
　新築補助の多くは施設の老朽化による建
替えであり、事業休止による一定期間の猶
予は可能であるため。
３　実施時期
　平成１５～１９年度

12 60

131 休止

南塚口地
区居住環
境整備事
業の休止

１　対象
　南塚口町地内　　施行面積　８２ｈａ
２　意図
　通過交通を排除し安全な歩行者空間を確保す
ると共に、「車」優先から「人」優先へ、面的な総合
交通体系を整備することにより、居住環境の改善
を図る。
３　手段
　現況道路を拡幅するために、用地買収、水路の
埋め戻し等を行い、道路改良工事を実施する。
４　全体計画
①施行面積　８２ｈａ
②施行概要
　久々知栗山線他１３路線
　事業延長L=６，７００ｍ　　幅員=６～１２ｍ
③事業期間
　昭和５０年度～平成１６年度
④全体事業費
　約５５億円

平成１５年度以降、当分の間、事業を休止
する。

－ －
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132 廃止

水洗便所
改造資金
助成金の
廃止

１　対象
　未水洗化家屋のうち生活保護を受けている者
の家屋（１３年度末７戸）
２　意図
　水洗化の促進を図る。
３　手段
　戸別訪問による促進啓発を行う。
４　事業費（一般財源）
 　７４２千円（７４２千円）

１　改善内容
　廃止
２　改善理由
　現在戸別訪問により把握している生活保
護は義務期間（３年間）も過ぎており、生活
困窮だけが未水洗化の要因とは考えにく
く、近年、助成金交付実績がなく、廃止の影
響が特にないものと考えられるため。
３　実施時期
　平成１６年度

0 4

133 休止
不燃化促
進助成事
業の休止

１　対象
　国道2号沿道の防火地域内（庄下川～武庫川
間の不燃化促進区域）に耐火建築物を建築する
建築主。
２　意図
　不燃化促進区域の建築物の耐火化及び最低
高さ規制を行うことにより、阪神間の広域避難
路、搬送路と延焼遮断帯の形成を促進し、都市
の防災性向上を図る。
３　手段
　要綱に基づき耐火建築物を建築する建築主に
対して、国庫補助金を受けて建築に要する費用
の一部の助成を行う
４　事業費（一般財源）
　１６百万円（８百万円）

１　改善内容
　平成１６年度（平成１５年度申請分）から助
成事業を休止する。
２　改善理由
　不燃化促進の観点から当該制度の意義
は認められるが、防火地域内で一定規模以
上の建築物は、建築基準法で耐火建築物
とすることが義務付けられており、助成対象
者も年間数件にとどまっていることから、当
面休止扱いとする。
３　実施時期
　平成１６年度
　（平成１５年度申請分から対象）

0 32

134 継続
築地地区
震災復興
事業

１　対象
　築地地区（築地北浜１丁目ほか）　　１３.７㌶
２　意図
　震災により、液状化現象が生じ、道路、家屋、ラ
イフラインに大きな被害が生じたため、その復興
にあわせ災害に強いまちづくりを行う。
３　手段
　土地区画整理事業・住宅地区改良事業の合併
施行により震災復興事業を行う。
４　全体計画
①街路築造等工事（区画整理）　　　４,６７７ｍ
②建物移転等補償（区画整理）　　　３６９戸
③公園（区画整理）　　　　　　　　　 　９,００１㎡
④建設用地取得（改良事業）　 　　　２５,１００㎡
⑤改良住宅建設（改良事業）　　　　 ４７４戸
⑥不良住宅買収除却（改良事業）　 ６５２戸
５　総事業費　　　　　　　　　　 　４５,１５７百万円

１　改善内容
　築地地区の震災復興事業は経営再建の
集中取組期間ではあるが、震災復興の位
置づけを踏まえ、最優先の事業として事業
費の抑制に努めながら平成１６年度末の事
業終息を目指す。
　改良住宅建設戸数は474戸を430戸に変
更。

－ －

135 廃止

わが家の
耐震診断
推進事業
の廃止

１　対象
　昭和５６年５月末以前に建築された住宅の所有
者。
２　意図
　平成１２年度から平成１４年度の３ヵ年事業で、
住宅所有者の求めに応じ耐震診断員を派遣し、
耐震診断を行うことを通じ、防災に対する市民意
識の高揚と耐震化の促進を図る。
３　手段
　住宅所有者の求めに応じ、耐震診断員を派遣
し調査を行う。
４　事業費（一般財源）
　　６百万円（２百万円）

１　改善内容
①わが家の耐震診断推進事業は平成１４
年度で終了。
②従来の民間既存建築物耐震診断補助事
業も廃止する。
２　改善理由
　わが家の耐震診断事業は３ヵ年の事業で
あり、当初の目標件数が達成される見込で
あるため平成１４年度で終息する。また民間
既存建築物耐震診断推進事業は制度利用
者が少なく、概ね目的を達していると考えら
れることから廃止する。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10
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136 継続
戸ノ内住
宅地区改
良事業

１　対象
　戸ノ内第１～５地区（戸ノ内町２～６丁目の一
部）
１３.18㌶
２　意図
　住宅地区改良事業を実施中に、震災により家
屋倒壊等大きな被害が生じたことから、住宅地区
改良事業により災害に強い良好な住環境の整
備、改善を図る。
３　手段
　住宅地区改良事業により、不良住宅の除却、改
良住宅用地の取得及び道路、公園、緑地用地の
整備並びに改良住宅の建設等を実施する。
４　全体計画
①不良住宅買収除却　　　 　９８６戸
②建設用地取得　　　 　５０,８８４㎡
③道路用地等取得　  　１５,６１６㎡
④地区施設用地取得 　　６,７１７㎡
⑤改良住宅建設　　 　　 ８３０戸
５　総事業費　　　　　　　６２,１１５百万円

１　改善内容
　住宅地区改良事業中に震災により家屋の
倒壊等大きな被害が生じたことから、災害
に強い良好な住環境の整備、改善を目指す
なかで、重点地区を定め、事業費の抑制を
図りつつ継続的な取組を進める。

　

－ －

137 継続

戸ノ内地
区密集住
宅市街地
整備促進
事業

１　対象
　戸ノ内町１，２，３丁目及び６丁目　　２１.22㌶
２　意図
　老朽住宅が密集し、狭隘な生活道路が多く、震
災時に家屋倒壊等被害が生じたことから、密集
住宅市街地整備促進事業により、災害に強い良
好な住環境の整備、改善を図る。
３　手段
　密集住宅市街地整備促進事業により、老朽住
宅の改善、公共施設の整備等を実施する。
４　全体計画
①整備計画等作成
②老朽住宅買収除却　　　　　　２０２戸
③道路用地等取得　　　　 １４,５７２㎡
④建替え促進　　　　　　　 ３棟
５　総事業費　　　　　        ８,１６５百万円

１　改善内容
　地域の状況を踏まえ、当初の事業計画を
見直し事業費の抑制に努める。

－ －

138
業務
改善

市長・助役
秘書業務
の見直し

１　対象
　市長及び助役
２　意図
　市長及び助役に関する円滑な秘書業務を行う。
３　手段
　正規職員と嘱託員を配置する。
４　事業費（一般財源）
　１１百万円（１１百万円）

１　改善内容
　業務の執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の基準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

4 20

139 休止

姉妹・友好
都市への
青年団派
遣事業の
休止

１　対象
　尼崎市民
２　意図
　姉妹都市アウクスブルク市、友好都市鞍山市へ
青年団を派遣することにより、両市との友好交流
を深め、また、これからの友好交流を担うべき青
年の国際感覚を養い、未来に渡る両市との友好
を促進する。
３　手段
　アウクスブルク市及び鞍山市へ隔年で青年団
を派遣し、表敬訪問、近郊都市及び国内視察、市
内施設視察、市民交流、青年交流、ホームステイ
による交流などを実施している。
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　集中取組期間中の青年代表団の派遣を
原則休止する。
２　改善理由
　青年代表団受入に比べて、青年代表団派
遣にかかる経費負担が大きいため。
３　実施時期
　平成１５年度　アウクスブルク市への青年
　　　　　　　　　　使節団派遣休止
　平成１６年度　鞍山市への青年代表団派
　　　　　　　　　　遣休止

5 9
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140
業務
改善

市報あま
がさき発
行事業（特
集版）の見
直し

１　対象
　市民、事業者
２　意図
　わが町に対する関心や愛着を高めるため、通
常号ではお知らせできない町の様子や尼崎のよ
さ、尼崎ゆかりの著名人などを視覚的、魅力的に
紹介することにより、本市のイメージアップを図
る。
３　手段
　写真を中心としたＡ４・１６ページの特集版を年
３回発行し、市内全世帯に個別配布を行う。グラ
フ誌としての特性（情報の保存性、安易に再読で
きるなど）を生かした本市のＰＲを行っていく。
４　事業費（一般財源）
　８５百万円（８５百万円）（タブロイド版含む）

１　改善内容
　発行回数を年３回から２回（春・秋）に変更
し、春にガイドマップあまがさきの凝縮版を
付録としてはさみこむ。
２　改善理由
　コスト削減と市民生活の利便性の向上を
図るため。
３　実施時期
　平成１５年度 5 25

141 廃止

ガイドマッ
プあまがさ
き等の廃
止

１　対象
　市民、事業者
２　意図
　市民等が日常生活で必要とする市政情報等が
わかりやすく的確に伝わるようガイドマップを作成
し、積極的な情報提供を進めるとともに、市民と
の情報の共有に努める。
３　手段
　市役所窓口での手続きや施設の利用方法、諸
制度の概略などを記載したガイドマップを作成
し、配付を行う。
４　事業費（一般財源）
　７百万円（７百万円）

１　改善内容
　ガイドマップの発行を廃止する。
２　改善理由
　市報あまがさき特集版に窓口案内と地図
を掲載した付録をはさみこむことにより、ガ
イドマップあまがさきの役割（市民の利便
性）を果たすことができるため。
３　実施時期
　平成１５年度

7 35

142
業務
改善

PRシート
の改善

１　対象
　主に市外の人
２　意図
　全国に向けて「明るくさわやかなまち尼崎」の魅
力などを情報発信し、本市のイメージアップを図
るため、手軽に活用してもらえるシート型の広報
物を作成する。
３　手段
　１年に１万部制作し、主に市内で開催される他
都市から訪れる大規模な催しや、他都市で本市
をＰＲする機会に配布し活用していく。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　ガイドマップあまがさきを廃止し、ＰＲシー
トに市の施設一覧を掲載するなど内容を充
実させ、市外向けＰＲ用途だけでなく転入者
用インフォメーションとしての用途ももたせ
る。
２　改善理由
　機能統合させることにより経費の縮減を図
るため。
３　実施時期
　平成１５年度

-1 -5

143 縮小

都市環境
デザイン
検討事業
の見直し

１　対象
　市民、事業者等
２　意図
　人が都市で生活するうえで、快適な環境をつく
るための基本理念を確立する。
３　手段
　ハード整備を中心に課題整理を行い、その基本
理念を確立し、今後の学校建替などの活用に取
り組む。
４　事業費（一般財源）
　４百万円（４百万円）

１　改善内容
　事業の重心を、学校統合や支所の整理な
どにより生じる公共施設の大規模跡地処分
や土地利用などについての具体的な検討
にシフトさせる。
２　改善理由
　公共施設の再配置を円滑に推進するた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

2 2
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144
業務
改善

電子計算
機に係る
情報処理
基盤の更
新

１　対象
　ホストコンピュータ関連機器
２　意図
　住民基本台帳、税務、国民健康保険、介護保
険などの業務処理として使用しているホストコン
ピュータや端末機等の機器類を安定性、信頼性、
効率性、経済性を確保できる機器へ更新する。
３　手段
　後継機種を採用し、端末機の更新やネットワー
ク整備を年次的に実施していく。
４　事業費（一般財源）
　電子計算関連運用事業１，０００百万円（１，００
０百万円）

１　改善内容
　ホストコンピュータ関連機器の更新を年次
的に行い、経費の削減を図る中でシステム
全体の信頼性・安定性を向上させていく。
２　改善理由
　後継機種に更新することにより、安定性、
信頼性が向上し、経費縮減を図ることがで
きるため。
３　実施時期
　平成１５年度

37 449

145
業務
改善

郵便物の
バーコード
化対応

１　対象
　一括送付１，０００通を超える郵便物
２　意図
　バーコード化による郵便料金制度減額制度の
利用
３　手段
　大量に発送する郵便物を洗い出し、郵送物を
バーコード化に対応した帳票に変更する。
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　一括送付１，０００通を超える郵便物につ
いて、バーコード印書等のシステム改修を
行う。
２　改善理由
　市内特別郵便扱いによる郵便料金の経費
縮減を図るため。
３　実施時期
　平成１４年度　一部実施
　平成１５年度　システム改修し、随時実施

-16 74

146 縮小

尼崎２１世
紀の森構
想推進事
業（推進母
体への支
援）の見直
し

１　対象
　国道４３号以南の臨海地域約１，０００ha
２　意図
　平成１３年度に策定された森構想を推進し、自
然環境の回復・創造を中心としたまちづくりによ
り、市民の暮らしにゆとりとうるおいをもたらし、臨
海地域を魅力と活力あるまちに再生する。
３　手段
　森づくり協議会を設置し、地域のコンセンサスを
得ながら、市民をはじめあらゆる主体の参画と協
働により森づくりを進めていく。特に、先導整備地
区である拠点地区では、県を主体に大規模な緑
地を整備するとともに、にぎわい交流拠点や産業
の育成・支援拠点の整備を進める。
４　事業費（一般財源）
　５百万円（５百万円）

１　改善内容
　行政が運営支援を行う森構想の推進母体
への負担を段階的に軽減する。
２　改善理由
　将来的に推進母体の独立、法人化等を目
指すとともに、行政の負担を縮小する。
３　実施時期
　平成１８年度

0 4

147
業務
改善

ＩＰ電話導
入につい
ての検討

１　対象
　本庁舎内の電話設備
２　意図
　行政の活動拠点としての通信機能を維持する。
３　手段
　老朽化してきている電話設備の更新を行う。
４　事業費（一般財源）
　５８百万円（５８百万円）

１　改善内容
　本庁舎で使用中の電話設備に替えて庁内
ＬＡＮを利用したＩＰ電話設備の導入を検討
する。また、庁内ＬＡＮの無線化に併せた検
討も行う。
２　改善理由
　ＩＰ電話導入による通話料、電話工事費の
削減､既存の電話配線の撤去等の効果が
期待できるため。
３　実施時期
　平成１７年度導入に向けての検討を行う。

0 0

148
業務
改善

本庁舎維
持管理業
務の効率
化

１　対象
　本庁舎（北館・中館・南館・市会棟・市政情報セ
ンター・市民局分室・水道局５階）
２　意図
　行政の活動拠点としての機能の維持、及び電
気事業法・消防法・ビル衛生管理法等に基づく本
庁舎の統括管理を行う。
３　手段
　警備・清掃・設備保守委託、電気・ガス・水道等
光熱水費負担、庁舎設備改修等を行う。
４　事業費（一般財源）
　３０２百万円（３０２百万円）

１　改善内容
　複数業者と契約している類似業務の統合
化を図り、一括契約による経費の節減を図
る。
２　改善理由
　一括契約による経済効果が期待できるた
め。
３　実施時期
　平成１５年度　検討及び可能なものの随
　　　　　　　　　　時実施
　平成１６年度　実施

2 10
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149
業務
改善

空調エネ
ルギー削
減

１　対象
　本庁舎
２　意図
　行政の活動拠点としての機能の維持、及び電
気事業法・消防法・ビル衛生管理法等に基づく本
庁舎の統括管理を行う。
３　手段
　適正な電気等の光熱水費負担を行う。
４　事業費（一般財源）
　６４百万円（６４百万円）

１　改善内容
　空調本格運転期間（７月１日～９月１５日）
中の運転時間を従来は８時４５分～５時１５
分であったところを９時～５時とする。
２　改善理由
　地球環境問題、経費節減の観点から、庁
内エネルギーの使用量の増加を抑制する
ため。
３　実施時期
　平成１４年度

1 5

150 廃止
口座振替
済通知書
の廃止

１　対象
　納税者（口座振替利用者）
２　意図
　受領書の交付
３　手段
　年１回の口座振替済通知書の交付
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　口座振替利用者（車検受車両に係る軽自
動車税の納税者を除く）への口座振替済通
知の廃止
２　改善理由
　郵送料等の経費の削減
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

151
業務
改善

簡易測定
等の見直
し及び測
定機器等
の更新

１　対象
　一般環境大気・自動車排出ガス・水質・騒音等
の環境監視体制。
２　意図
　環境保全の推進を図る。
３　手段
　公害監視センターにおいて監視を行う。
４　事業費（一般財源）
　１００百万円（８４百万円）

１　改善内容
　環境監視体制にかかる、測定個所・測定
方法等について一定の見直しを図るととも
に、測定機器等の更新を行うことにより、よ
り効率的な体制を確立する。
２　改善理由
　常時監視体制の効率化及び重点化を図
るため。
３　実施時期
　平成１５年度

10 32

152
業務
改善

予防接種
事業（麻し
ん）の委託
料単価削
減

１　対象
　市民（麻しん予防接種対象者）
２　意図
　伝染のおそれがある疾病の発生予防と感染防
止のため。
３　手段
　医療機関で予防接種を実施する。
４　事業費（一般財源）
　２８百万円（２８百万円）

１　改善内容
　予防接種委託(麻しん）に係る接種料単価
を見直す。
２　改善理由
　ワクチンの精度向上等により接種後の副
作用が、風しん等他の予防接種と比較して
も差異がほとんど見られないので、麻しん
の予防接種についても再診料等の加算を
廃止する。
３　実施時期
　平成１５年度

7 35

153 廃止

市内公共
施設見学
会開催事
業の廃止

１　対象
　市民
２　意図
　市民にわがまちを再発見してもらい、市への愛
着を持ってもらうとともに、市政への理解を深め
る。
３　手段
　バス等による公共施設見学会を実施する。
４　事業費（一般財源）
　１９１千円（１９１千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　実施回数を重ねる中で主だった公共施設
は訪問していること、平日の実施のため参
加者が高齢者に偏りリピーターが増えてい
ること、及び、庁内・外で類似事業が実施さ
れていることなど事業効果が薄れているた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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154
業務
改善

戸籍事務
のシステ
ム化

１　対象
　現在戸籍、戸籍附票及び平成改製原戸籍
２　意図
　戸籍事務のシステム化により事務処理の省力
化・効率化と一層の市民サービスの向上を図る。
３　手段
　戸籍事務をデジタル化し、ネットワークを利用し
て各支所等でも戸籍事務が迅速に処理できるシ
ステムを構築する。
・第１次稼動　平成１４年１１月（現在戸籍及び戸
籍附票）
・第２次稼動　平成１５年　３月（平成改製原戸籍）
４　事業費（一般財源）
　１４７百万円（１４７百万円）

１　改善内容
　戸籍事務システムの稼動に伴い職員数を
削減する。
２　改善理由
　手作業による事務処理をシステム化に変
更することにより事務量が減少するため。
３　実施時期
　平成１５年度

16 80

155 縮小
市民まつ
りの見直
し

１　対象
　尼崎市民まつり協議会
２　意図
　市民自ら企画・実施する市民まつりの開催を支
援することにより、市民相互の連帯を深め、コミュ
ニティ活動の基礎づくりに役立てる。
３　手段
　尼崎市民まつり協議会へ負担金を交付する。
４　事業費（一般財源）
　２６百万円（２６百万円）

１　改善内容
　事業の見直しを行い開催経費を縮減す
る。
２　改善理由
　全市的なイベントである市民まつりの効果
的で効率的な執行を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度
　
　

6 30

156 廃止

こころ豊か
な兵庫を
めざす県
民運動実
践事業費
助成の廃
止

１　対象
　市民
２　意図
　県が進める県民運動の事務処理を行なう。
３　手段
　嘱託員１人を配置し実施している。
４　事業費（一般財源）
　３百万円（２百万円）

１　改善内容
　県助成事業の廃止に伴い、嘱託員を削減
する。
２　改善理由
　県の補助が廃止されるため。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

157 廃止

地域文化
振興事業
調査研究
委託の廃
止

１　対象
　市民
２　意図
　市民が充実した余暇を活用するための調査・研
究を行い、余暇によるコミュニティづくりの促進を
図る。
３　手段
　六星会に事業委託する。
４　事業費（一般財源）
　３５１千円（３５１千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　情報技術の発達に伴うインターネットや電
子メールなどの活用により、必要な情報の
収集が容易となったため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

158 廃止

市民運動
調査研究
委託の廃
止

１　対象
　市民
２　意図
　先進都市等の市民運動に関する情報収集と意
見交換を行うことにより、今後の本市市民運動の
展開に反映する。
３　手段
　尼崎市市民運動推進委員会に事業委託する。
４　事業費（一般財源）
　２４６千円（２４６千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　情報技術の発達に伴うインターネットや電
子メールなどの活用により、必要な情報の
収集が容易となったため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

159 廃止
退任社協
会長記念
品の廃止

１　対象
　継続して２年以上社会福祉協議会の会長をつ
とめた者
２　意図
　会長在任中、地域福祉増進のため貢献し市政
の進展に寄与した功績をたたえる。
３　手段
　対象者に感謝状と記念品を贈呈する。
４　事業費（一般財源）
　２２０千円（２２０千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　市社会福祉大会における表彰・感謝など、
社会福祉協議会の会長の功績をたたえる
類似事業が実施されているため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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160
業務
改善

計量思想
啓発業務
の見直し

１　対象
　市民及び計量器使用事業者
２　意図
　計量意識の普及啓発を図り、計量に対する興
味や知識を持ってもらうことにより、適正計量の
実施に寄与する。
３　手段
　新計量法が施行された１１月１日を記念して、
１１月を「計量強調月間」とし、啓発キャンペーン、
懸垂幕の掲示、啓発ポスターの配布を実施する。
４　事業費（一般財源）
　１８千円（１８千円）

１　改善内容
　計量強調月間の１１月は消費生活セン
ター開設記念月間でもあるので、くらしいき
いきフェアに本事業を統合する。
２　改善理由
　各種啓発事業を整理・統合し、効果的・効
率的な事務執行を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

161
業務
改善

消費者啓
発講座及
び講演会
開催事業
の見直し

１　対象
　市民（消費者）
２　意図
　消費生活の基礎知識や消費者契約のトラブル
などの啓発活動を行うことにより、消費者被害の
未然防止及び消費者意識の高揚を図り、消費者
の自立促進と消費生活の安定を図る。
３　手段
　くらしいきいき巡回講座、くらしいきいきフェア、
消費生活セミナー、くらしの通信講座等を実施す
る。
４　事業費（一般財源）
　７４２千円（７４２千円）

１　改善内容
　消費生活セミナーの内容変更、くらしの通
信講座に受益者負担導入、くらしいきいき
フェアに計量啓発事業を統合する等の見直
しを図る。
２　改善理由
　各種啓発事業を整理・統合し、効果的・効
率的な事務執行を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

162
業務
改善

地球にや
さしいくら
し方等推
進事業の
見直し

１　対象
　市民（消費者）
２　意図
　地球環境に配慮した消費者行動のあり方につ
いて意識啓発を図ることにより、地球環境に配慮
したライフスタイルの確立を推進する。
３　手段
　エコフェスタ、フリーマーケット、リサイクル情報
バンク等を実施する。
４　事業費（一般財源）
　１２０千円（１２０千円）

１　改善内容
　エコフェスタの廃止、フリーマーケットの尼
崎消費者協会への自主事業化等の見直し
を図る。
２　改善理由
　各種啓発事業を整理・統合し、効果的・効
率的な事務執行を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

163 転換

国民健康
保険事業
費会計繰
出金（財政
健全化分）
の見直し

１　対象
　国民健康保険事業費会計
２　意図
　一般会計からの繰出を一定額措置することによ
り、保険料水準を阪神間並とし、もって収納率の
向上を図る。
３　手段
　国保加入者と全市民との所得格差に着目し、負
担率の低減を図るため、１０億円の一般会計繰
出を措置。（平成１２～１４年度までの３か年の措
置)
４　事業費（一般財源）
　９５９百万円（９５９百万円）※平成１４年度は、
医療費制度改革による影響分を調整。
(参考)
○収納率
　平成１０年度　８５．０１％
　平成１１年度　８４．７８％、
　平成１２年度　８７．０８％
　平成１３年度　８８．６７％
○保険料
　平成１１年度　86,663円（阪神間平均71,861円)
　平成１２年度　78,384円（阪神間平均72,715円)
　平成１３年度　74,424円（阪神間平均74,486円)
　平成１４年度　73,829円（阪神間平均73,905円)

１　改善内容
　保険料を阪神間並水準に維持することを
基本とするなかで、国民健康保険事業費会
計の健全性も考慮し、必要な調整を行う。
２　改善理由
　平成１２、１３年度に剰余金を計上するな
ど、現ルール策定後、収納率の向上や財政
調整交付金の増など歳入基盤の強化が図
られているため。
３　実施時期
　平成１５年度

600 3,000
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164 廃止

国民健康
保険料口
座振替済
通知等の
廃止

１　対象
　保険料口座振替世帯及び自主納付前年度確
定申告世帯
２　意図
　金融機関から納付義務者への通知の代替及び
保険料納付者の確定申告用資料とする。
３　手段
　年に１回、対象者に口座振替済通知書と納付
済証明通知書を送付する。（自主納付世帯は納
付済通知書のみ）
４　事業費（一般財源）
　１０百万円（１０百万円）

１　改善内容
　口座振替済通知及び納付済証明通知を
廃止する。
２　改善理由
　口座振替済通知及び納付済証明通知に
ついては、通帳の記帳により代替可能な点
が多いことから、対象者全員に送付する必
要はなく、希望者のみ送付すれば足りるた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

10 50

165
業務
改善

労働者文
化教養事
業の見直
し

１　対象
　組織労働者を主とした勤労者
２　意図
　体育事業、文化教養事業の実施により、勤労者
の福祉向上を図る。
３　手段
　尼崎労働者福祉協議会に事業委託する。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　レクリエーション的要素の強い事業につい
ては見直し、勤労者福祉の向上を図るもの
に転換するなど、事業の見直しと経費縮減
を行う。
２　改善理由
　現在の社会情勢や市の財政状況等から、
効果の薄れた事業の見直し、転換を図るた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

166
業務
改善

小規模企
業勤労者
文化教養
事業の見
直し

１　対象
　小規模事業に従事する勤労者
２　意図
　体育事業、文化教養事業の実施により、勤労者
の福祉向上を図る。
３　手段
　尼崎市技能職団体連絡協議会に事業委託す
る。
４　事業費（一般財源）
　７２８千円（７２８千円）

１　改善内容
　レクリエーション的要素の強い事業につい
ては見直し、勤労者福祉の向上を図るもの
に転換するなど、事業の見直しと経費縮減
を行う。
２　改善理由
　現在の社会情勢や市の財政状況等から、
効果の薄れた事業の見直し、転換を図るた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

167 転換

海外ビジ
ネス交流
支援事業
の見直し

１　対象
　事業者
２　意図
　企業活動の国際化に伴い海外（特にアウクスブ
ルク市及び鞍山市）における本市企業の事業活
動の円滑化を支援し、国際的対応能力を高める
とともに、取引拡大を促進する。
３　手段
　海外ビジネス交流支援セミナーの開催及び海
外企業交流広場（ホームページ）の開設を産業振
興協会に委託するとともに、海外見本市への出
品に要する経費の一部を助成する。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　海外ビジネス交流支援セミナー及び海外
見本市等出品助成を廃止し、環境ビジネス
研究会の活動を支援するため補助金を交
付する。
２　改善理由
　ジェトロのＬＬ事業が平成１４年度で終了す
るが、本市とアウクスブルク市との民間レベ
ルでの交流が緒についたところであり、引き
続き促進する必要があるため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

168 縮小

中小企業
経営専門
相談事業
の見直し

１　対象
　中小企業者
２　意図
　多様化する中小企業の経営上の課題解決を図
る。
３　手段
　商工会議所に委託し、中小企業診断士、弁護
士、税理士等による専門相談を商工会議所塚口
支所で行う。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　相談内容等の見直しを行い事業費を縮小
する。
２　改善理由
　事業効果を高めるとともに経費の節減を
図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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169
業務
改善

中小企業
診断事業
の見直し

１　対象
　中小企業、商店街、小売市場、店舗
２　意図
　専門家による指導・助言により、事業者自身の
意識向上や今後の戦略立案を支援し、産業の活
性化を図る。
３　手段
　登録している専門家に事業委託する。
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
　工場診断及び商店診断は廃止し、商店
街・市場診断及び組合診断については、内
容再検討の上継続して実施する。
２　改善理由
　本事業の工場診断及び商店診断は他に
類似事業が実施されているが、商店街・市
場診断及び組合診断については、他に類似
事業もなく、産業構造の転換や大型店の出
店が相次ぎ中小企業の経営環境が一層厳
しさを増す中で行政対応が求められている
部分であるため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0

170
業務
改善

事業所景
況調査事
業の見直
し

１　対象
　事業所
２　意図
　経済動向を把握するため調査を行い、その結
果を基礎資料として今後の本市産業施策の基礎
とする。
３　手段
　事業所景況調査（年４回）及び特定経済動向調
査（年１回）の実施並びに会報「あくしい」への調
査結果の掲載を商工会議所に委託する。
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　委託先を（財）尼崎市産業振興協会に変
更し、同団体の情報誌「ＡＣＣ情報」に結果
を掲載することにより産業レーダーの経費
を削減する。
２　改善理由
　効果的で効率的な事務の執行を図るた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

171 廃止

下水道事
業会計補
助金の一
部見直し

１　対象
　公衆浴場汚水使用料低減化に伴う負担金
２　意図
　公衆浴場については、その料金が物価統制令
の対象となること、また、公衆衛生の観点から市
の政策的配慮により下水道使用料を軽減してい
る。
３　手段
　補助金の支出
４　事業費（一般財源）
　４５百万円（４５百万円）

１　改善内容
　廃止
２　改善理由
　一般会計の財政負担を軽減するため。
３　実施時期
　平成１５年度

45 225

172 転換

花のまち
あまがさき
チューリッ
プ植栽事
業の転換

１　対象
　市民、事業者、行政
２　意図
　市民、事業者へ広がった「チューリップ運動」を
チューリップ以外の花にも対象を広げ、全市あげ
ての「花のまちづくり運動」へ転換させることによ
り、「花のまちあまがさきの定着」を図る。
３　手段
　協働によるチューリップ植栽事業
４　事業費（一般財源）
　１１百万円（１１百万円）

１　改善内容
①運動の対象については、チューリップだ
けでなく市の草花ベゴニアやコスモス、マツ
バギクなど花期の長く強い品種にも広げる
方向とする。
②チューリップの大型市民花壇について
は、駅前等主要な箇所に集中させ花壇面積
を減少させることにより、経費の削減を図
る。
２　改善理由
　現在の当事業の課題を解決する方策を検
討し、より花のまちあまがさきの定着に向
け、市民に密着した運動を目指すため。
３　実施時期
　平成１５年度

6 30

173
業務
改善

緑の普及
啓発事業
の見直し

１　対象
　・市内外の住民
　・上坂部西公園､中央公園パークセンターでの
緑の相談業務及び温室管理、清掃、施設警備、
消防設備、電気設備点検業務
２　意図
　普及啓発事業により、市民サービスを図る。
３　手段
　花と緑に関する緑化相談、講習会、展示会等
４　事業費（一般財源）
　７９百万円（７９百万円）

１　改善内容
　清掃、施設警備等の再委託について経費
削減を図る。
２　改善理由
　経費削減のため
３　実施時期
　平成１５年度 5 25
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174
業務
改善

体育館等
運営事業
の見直し

１　対象
　スポーツ振興事業団の委託料の人件費〔陸上
競技上、野球場（記念硬式・橘・小田南・魚つり）
の施設作業員〕
２　意図
　適正な体育館等運営事業
３　手段
　スポーツ振興事業団への委託
４　事業費（一般財源）
　３１０百万円（３１０百万円）

１　改善内容
　施設整備作業を再委託することにより、人
件費を抑制し、効率化を図る。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より経済
性、効率性を図るため。
３　実施時期
  平成１５年度

3 23

175
業務
改善

除害施設
監理業務
の見直し

１　対象
　市内事業所の特定施設の届出があり、かつ採
水を必要とする除害施設１４７施設
２　意図
　公共下水道の施設機能の維持を図る。
３　手段
　除害施設監理担当による検査等
４　事業費（一般財源）
　３８百万円（３８百万円）

１　改善内容
①優良事業所の採水頻度、検査項目を減
少する。
②事業所からの排水で下水処理に直結す
る水質項目以外は委託する。
③除害係の体制を縮小する。
２　改善理由
　現行業務の水準を確保しながら、より、経
済性、効率性を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

9 49

176 廃止
畜産環境
改善事業
の廃止

１　対象
　畜産農家３戸
　（牛２戸５０頭、養豚１戸１５０頭）
２　意図
　悪臭等の周辺の生活環境の悪化防止を図る。
３　手段
　微生物資材（ＥＭ菌）を配布する。
４　事業費（一般財源）
　４３千円（４３千円）

１　改善内容
　廃止
２　改善理由
　対象農家の戸数、頭数とも減少し、また、
畜産農家すべてが兵庫県家畜保健所、畜
産団体の指導等により、自主的に周辺環境
悪化防止に取り組んでいることから、廃止
の影響が特にないものと考えられるため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

177
業務
改善

火災予防
業務の見
直し

１　対象
　住宅、事業所、工場等における火気使用設備、
消防用設備等及び居住者、従事者等関係者
２　意図
　火気使用設備及び消防用設備等について、関
係法令の基準に適合させることにより、火災の発
生防止及び火災による被害の軽減を図るととも
に、関係者の防火・防災意識の高揚を図る。
３　手段
　消防用設備の設置時において設置指導を行う
とともに、設置後、設置状況の検査を実施する。
また、関係者の防火・防災意識の高揚を図るた
め、関係対象物における立入検査及び講演会等
並びに広報を実施する。
４　事業費（一般財源）
　５百万円（５百万円）

１　改善内容
　消防査察業務の実施時間を見直すととも
に、研修会やマニュアル作成により査察能
率を向上させ、超過勤務の抑制を行う。
２　改善理由
　消防法の改正により査察実施の時間的制
約がなくなり、査察執行体制の見直しが可
能となったため。
３　実施時期
　平成１５年度 1 5

178
業務
改善

消防団交
付金の見
直し

１　対象
　尼崎市消防団
２　意図
　地域防災の要である消防団の充実・強化を図る
ことにより、地域防災力の向上を目指す。
３　手段
　各種災害・訓練警戒・予防指導に対応する消防
団活動体制に対し補助を行う。
４　事業費（一般財源）
　８百万円（８百万円）

１　改善内容
　消防団本部運営補助金を２０万円縮減す
る。
２　改善理由
　消防団本部運営における会議回数等の
効率化、各種訓練事業の見直しにより、経
費縮減を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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179
業務
改善

尼崎市ま
とい会交
付金の見
直し

１　対象
　尼崎市消防局退職者及び尼崎市消防団退団
者
２　意図
　退職者及び退団者による地域自主防災リー
ダーとしての協力体制を強化する。
３　手段
　地域自主防災における協力体制に対し補助を
行う。
４　事業費（一般財源）
　７０千円（７０千円）

１　改善内容
　尼崎市まとい会交付金を２万円縮減する。
２　改善理由
　会員のボランティアを基本としているた
め、交付金減による事業への影響はないた
め。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

180 新規
救急活動
業務の改
善

１　対象
　尼崎市内に在る者
２　意図
　高度な救急・救命処置を実施することにより、救
命効果の向上を図り、高度な救急活動体制を確
立する。
３　手段
　救急需要増加に対応する迅速性を確保した救
急隊を配置する。また、救急救命士の養成を行
う。
４　事業費（一般財源）
　２３百万円（２３百万円）

１　改善内容
　著しく増加している救急件数に対応するた
め、ポスター、市報、ＦＭあまがさきを利用し
た広報を行い、軽症者の搬送等の救急活
動抑制活動を行う。また救急救命士の体制
として、当面は３５人体制（１隊５人）を目標
とした養成を図る。１７年度以降の救急救命
士体制については救急件数の推移を見な
がら必要人数を検討する。
２　改善理由
　現状の救急件数増加率が推移すると、救
急隊を増隊する（車両購入、隊員増）必要
があるが、抑制活動を実施し、増加率の状
況を見ながら救急救命士の体制を検討する
必要があるため。
３　実施時期
　平成１５年度

-1 -2

181
業務
改善

発信地表
示システ
ム関連事
業の見直
し

１　対象
　尼崎市内に在る者（在住者・在勤者・来訪者）
２　意図
　１１９番通報から災害地点決定、出動、救命ま
での業務を迅速かつ的確化することにより、市民
の安全と命を守り、市民サービスと利便性の向上
を図る。
３　手段
　１１９番発信地表示システムとそれに連動する
災害情報処理システムの円滑な運用を図る。
４　事業費（一般財源）
　２７百万円（２７百万円）

１　改善内容
　導入後１０年を経過したアナログ対応の発
信地表示システムをデジタル対応された新
システムに更新するとともに、指令制御装
置用のデジタル変換機の導入を図る。
２　改善理由
　全国的にデジタル対応のシステムが主流
となりつつあり、新システム導入によりシス
テムの安定した運用と維持管理を図り、経
費削減も可能となるため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 4

182 縮小
教育・総務
課業務の
見直し

１　対象
　教育・総務課
２　意図
　秘書渉外業務
３　手段
　嘱託員を２人配置する。
４　事業費（一般財源）
　６百万円（６百万円）

１　改善内容
　業務執行体制の見直しを図る。
２　改善理由
　現行業務の基準を確保しながら、より経済
性、効率性を図る。
３　実施時期
　平成１５年度
　

3 15

183 転換

同和地区
教育事業
の廃止・転
換

１　対象
　同和地区関係者の子弟で、小・中学校に在籍
する児童・生徒
２　意図
　同和問題の解決を目指して、自覚・自立にむけ
ての意欲と実践力を育てる。
３　手段
　専任講師を中心に、関係校教職員等の協力の
もと基礎学力の向上を図るための取組を行って
いる。
４　事業費（一般財源）
　４４百万円（４１百万円）

１　改善内容
　平成１４年３月「同和地区教育事業のあり
方」の報告を受け、現行事業を平成１５年度
末で廃止し、自律、自立向上の課題解決を
図っていくために、平成１６年度から（仮称）
「地域教育向上サポート事業（青少年教育
事業）」を実施する。
　平成１５年度は現行事業の開催回数、学
級数を削減することにより専任講師を１人
減とする。
２　改善理由
　上記報告に基づく取組である。
３　実施時期
　平成１５年度　嘱託員１人減
　平成１６年度　嘱託員６人減

7 142
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184 廃止
学級経営
事業の見
直し

１　対象
　市立学校園の全教職員
２　意図
　学級経営の指導・助言を行い、円滑な学校教育
に資する。
３　手段
　学級経営の指導・助言
４　事業費（一般財源）
　９百万円（９百万円）
　

１　改善内容
　現行の業務体制を見直し、学校教育課、
教育総合センターが一体となり、継続して事
業を実施する。
　嘱託員３人減
２　改善理由
　現在まで取り組んできた成果により、見直
し改善が可能になったため。
３　実施時期
　平成１５年度

　

10 50

185
業務
改善

学校教職
員表彰の
見直し

１　対象
　市立学校・園の市費・県費教職員及び事務局
の指導主事
２　意図
　職員の公務能率の向上とモラールの維持・高
揚を図る。
３　手段
　精励職員表彰要綱に基づく市立学校等２０年勤
続の者に対し、表彰を行う。その他、退職者感謝
状贈呈式がある。
４　事業費（一般財源）
　５５５千円（５５５千円）

１　改善内容
①県費負担教職員の精励賞表彰制度（本
市勤続２０年）を廃止する。
②市費支弁教職員の精励賞表彰は総務局
で統合実施する。
③教職員に対する新たな表彰制度を創設
する。
　※制度創設については市長部局と調整す
る中で実施していく。別に制度を設けること
を検討するのではなく、市の表彰制度の改
正で対応できるのかも含めて検討していく。
２　改善理由
　信賞必罰に基づく表彰制度の見直し及び
効率的な表彰実施
３　実施時期
　平成１５年度
　（１の①については、平成１４年度から実
施）

0 0

186
業務
改善

外国語指
導助手の
報酬等の
見直し

１　対象
　市立中・高等学校の外国語指導助手（１４人）
２　意図
　英語教育の向上
３　手段
　中学校２校につき１人配置
　高等学校は全日制各校に1人配置し、必要に応
じて定時制に派遣する。
※報酬は人事院勧告の改定率にあわせて改定し
てきたが、現在、３年間改定を見送っている。
４　事業費（一般財源）
　１０６百万円（１０６百万円）

１　改善内容
①現行の報酬額は他都市と比較しても高い
ため、他都市の業務内容と比較して、新た
な報酬額を設定していく。
　（現在の嘱託員の取扱いについては、人
勧改定率が下がった場合のみ適用し、その
他は据え置く。）
　また、今後の新規採用する者について
は、新たに設定した報酬を適用していく。
※報酬総額の年間ベースで１５％削減す
る。
②学校休業期間中については、自主研修
の取扱いではなく、積極的な活用を行う。
２　改善理由
　報酬の適正化
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

187 休止
研究指定
事業の休
止

１　対象
  市立全学校園
２　意図
　課題研究をもとに、教育の実践に活かす。
３　手段
　７校園指定
４　事業費（一般財源）
　３百万円（３百万円）

１　改善内容
　当分の間、休止する。ただし、学校教育全
体に関わるような重要課題が生じたときに
は再開する。
　平成１４年度から２か年で研究している部
分（５校園）については、次年度も継続実施
する。
２　改善理由
　学力向上推進事業の転換に再配分を行う
ため。
　総合的な学習の時間に代表される「特色
ある教育活動」を目指して、各学校がそれ
ぞれの実情にあわせた課題について研究
を進めるようになり、またネットワーク等によ
り研究成果等が公表できるようになったた
めに休止する。
３　実施時期
　平成１５年度

1 17
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188 廃止

教職員教
育研究課
題研究事
業の廃止

１　対象
　市立学校・園の教職員
２　意図
　各分野の研究を行い、円滑な教育活動の推進
に資する。
３　手段
　自主自発研究グループ(１２グループ）による研
究活動に対して、１グループにつき７０，０００円を
助成する。
４　事業費（一般財源）
　８４０千円（８４０千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　学力向上推進事業の転換に再配分する
ため。
　廃止に伴う代替策としては、学校教育課・
教育総合センターの人的支援により対応し
ていく。
３　実施時期
　平成１５年度
　

1 5

189 縮小

「総合的
な学習」
推進事業
補助金等
の見直し

１　対象
　市立学校園
２　意図
　平成１４年度から新たに導入された「総合的な
学習の時間」の研究・導入等
３　手段
　教材開発、地域人材活用等
４　事業費（一般財源）
　５５百万円（５５百万円）

１　改善内容
①「総合的な学習の時間」に係る教材開発
の廃止
②地域人材活用の廃止（県補助事業いきい
き学校応援事業への転換）
③その他事業（児童生徒文化事業等）の見
直し
２　改善理由
　「総合的な学習の時間」は平成１３年度か
ら２年間の研究・実践により、一定の成果が
得られたことから見直すもの。
　今後は基礎・基本の確実な定着や体験的
な活動等、「特色ある学校づくり」「地域人材
を活用した開かれた学校づくり」に重点をお
くこととする。
　その他事業については、業務改善による
もの。
３　実施時期
　平成１５年度
　

38 190

190 転換

「いきいき
学校」応援
事業の実
施

１　対象
　小・中・養護学校
２　意図
　学校支援ボランティアの「参画と協働」による教
育活動の推進を行うことにより、地域で子どもを
育てようとする気運を醸成する。
３　手段
　各学校に「いきいき学校応援団」を組織し、総合
的な学習の時間等での学校支援ボランティアを
積極的に活用する。
　経費は１校あたり１１５，０００円を上限として補
助する。県補助事業（補助率１／２）
　現行の市単独事業である地域人材活用事業の
転換。
４　事業費（一般財源）
　０千円（０千円）
　※地域人材活用：予算４百万円

１　改善内容
　市単独事業である地域人材活用事業を廃
止し、県補助事業である「いきいき学校」応
援事業（補助率２分の１)に転換する。
　現在の地域人材活用の代替取組であるこ
とから、１校あたりの経費も現行どおり１校
あたり７２，０００円以内（うち県補助３６，００
０円）とする。
　ただし、平成１５年度のみ同事業の初期に
必要な消耗品を準備するため、１校あたり１
１５，０００円（うち県補助５７，５００円）とす
る。
２　改善理由
　県補助事業を活用することで、現行の地
域人材活用事業より経費減が図れる。
　県補助制度は継続的に補助されていくも
のではないため、現行予算額の範囲内で県
補助制度を活用していくものとする。
３　実施時期
　平成１５年度

-4 -12
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191 転換
学力向上
推進事業
の転換

１　対象
　幼・小・中・高・養護学校
２　意図
　児童・生徒の学力向上と新たな課題に対応する
事業を実施することにより、本市教育水準の向上
を図る。
３　手段
　基礎学力向上プロジェクト及び英語とふれあう
尼っ子事業
４　事業費（一般財源）
　６百万円（６百万円）

１　改善内容
①基礎学力向上プロジェクト
　実験校の小学校１校のみではなく、全小
学校に補助教員を配置し、各校１日６時間、
年間５０日の派遣を行い、多様な授業を実
施していく。
②英語とふれあう尼っ子事業
　現在、小学校３校のみの派遣であるが、
嘱託員１人（２００日授業に参加）を配置す
る。また中・高等学校の外国語指導助手を
派遣活用（年間５日×１４人＝７０日派遣）
することで、小学校１校あたり６日（合計２７
０日）の英語・異文化と触れ合う時間を創出
する。
２　改善理由
　学力向上の推進及び新たな課題実践を行
うため。
３　実施時期
　平成１５年度
　※実施内容の詳細については、今後調整
する。
　外国語指導助手については、民間委託も
視野に入れた検討を行う。

-28 -140

192 廃止

スクール
ギャラリー
事業の廃
止
（予算執行
方法の見
直し）

１　対象
　高等学校を除く市立学校・園
２　意図
　和やかな学校園の環境づくり、開かれた学校園
づくりに資する。
３　手段
　園児、児童・生徒の絵画作品を学校のフェンス
外側に展示する。
４　事業費（一般財源）
　３６２千円（３６２千円）

１　改善内容
　ほぼ全学校・園に対してギャラリー用の額
縁の補充も完了したため、今後は各学校園
の配当予算内で実施していくこととする。
２　改善理由
　同事業の学校への浸透は一定の成果が
得られたと判断したため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0

193
業務
改善

市立高等
学校進路
指導の見
直し

１　対象
　市立高等学校
２　意図
　卒業後の進路支援
３　手段
　企業見学、先輩等懇談会、夏季合同合宿、卒
業生追跡調査
４　事業費（一般財源）
　３８７千円（３８７千円）

１　改善内容
　就職難等の時代に見合った事業に変更
し、効果的な支援を行っていく。実施年も現
在の３年生を対象とするだけではなく、卒業
後の進路方向を決めていく２年生時にも行
う。
２　改善理由
　現行手法が現在の情勢に合致していると
は言いきれないため変更を行う。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0

194 廃止
生徒指導
研究員経
費の廃止

１　対象
　小・中学校の生徒指導担当教員（２３人）
  小学校（１人）、中学校（２２人）
２　意図
　児童・生徒の非行化防止・健全育成を推進す
る。
３　手段
　研究員として全校的立場に立ち、生徒指導に関
する資料や情報の収集整理・提供を行いながら、
学校・家庭・地域等の実態を踏まえて、各学校の
生徒指導上の課題を設定し、研究実践を深めて
児童生徒の非行防止・健全育成を推進している。
４　事業費（一般財源）
　４０５千円（４０５千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　研究員全員が集まる同種事業（小・中学
校生徒指導研究会）があるため、今後は同
研究会において事業を統括していく。
３　実施時期
　平成１５年度
　 0 0
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195 廃止

中学校卒
業生無業
化防止対
策事業の
廃止

１　対象
 　中学校卒業者のうち就職者、定時制高校進学
者、無職者
２　意図
　中学校卒業者の無業化防止
３　手段
　旧担任等による学校・職場・家庭訪問
　電話等による指導・激励
４　事業費（一般財源）
　２２０千円（２２０千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
　経費削減のため内部努力する。具体的に
は、就職者や無職者に対して追跡指導する
必要があるので、職場訪問や家庭訪問、電
話、手紙等による激励をこまめに行うなど、
従前どおりの指導を進路指導担当者や旧
学級担任に対して依頼することで対応して
いく。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0

196
業務
改善

障害児学
級介助謝
礼金の見
直し

１　対象
　小・中学校障害児学級等の児童・生徒
２　意図
　児童・生徒の安全確保・授業の円滑な実施を図
り、充実した障害児教育を行う。
３　手段
　介助員の配置
①障害児学級生活介助
　　（小学校：２０学級、中学校：８学級）
②通常学級・障害児学級プール指導介助
　　（通常学級：２８人、障害児学級３２人）
４　事業費（一般財源）
　３６百万円（３６百万円）

１　改善内容
　謝礼単価を見直す。
２　改善理由
　有資格の臨時的任用職員の時間単価を
準用しているが、必ずしも資格要件を求め
ているものではないため、無資格の場合に
適用する単価を準用していくものとする。
３　実施時期
　平成１５年度

5 25

197 縮小
教職員講
師謝礼の
見直し

１　対象
　尼崎市立学校・園の全教職員
２　意図
　教職員の資質向上
３　手段
　基本研修、特別研修、専門研修
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　教職員に対する講師謝礼の見直し
①尼崎市立学校の県費負担教職員
　５，０００円→図書券５００円
②阪神間の教職員
　１０，０００円→図書券５，０００円
２　改善理由
　市立学校の県費負担教職員を含めた研
修であるため。ただし、県費負担教職員に
対して、研修に出向く際の交通費が支給で
きないため、交通費・研究図書相当として図
書券を渡す。
　※現行の本市行政職及び市費支弁教職
員は旅費のみの支給である。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

198
業務
改善

教育情報
誌の発行
方法等の
見直し

１　対象
①『教育総合センターだより』：尼崎市立学校、関
係機関等
②『教育あまがさき』：市民、保護者、教職員
２　意図
　たより・冊子を刊行し、学校園活動の啓発に資
する。
３　手段
　上記１の刊行
①『教育総合センターだより』年４回発行（１回３，
１００部）
②『教育あまがさき』年２回発行（１回３００部）
※１冊２５０円で有償配布
４　事業費（一般財源）
　７２７千円（５３８千円）

１　改善内容
①発行部数の抑制を図る。
・『教育総合センター』：市内の学校の全教
職員及び関係機関の全職員に配付してい
たものを、各２部配付で回覧を依頼する。
・『教育あまがさき』：無償配付先の部数を各
１部とする。
②デジタルカメラの使用により写真現像費
を削減する。
２　改善理由
　印刷経費等の抑制
３　実施時期
　平成１５年度

　

0 0

199 廃止
戦前教育
史編纂事
業の終了

１　対象
　教育関係機関、教育関係者、市民
２　意図
　戦前教育の歴史を検証することで、今後の教育
行政に活用する。
３　手段
　戦前教育の歴史編纂
４　事業費（一般財源）
　３百万円（３百万円）

１　改善内容
　平成１４年度末で編纂、発刊作業を終了さ
せる。
　※当初予定は編纂作業の完了までであっ
たもの。
　嘱託員１人減
２　改善理由
　上記内容のとおり
３　実施時期
　平成１５年度
　

3 15
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200 新規

心の教育
強化支援
事業の転
換

１　対象
　心に悩みを抱える子ども、子育てに悩みを持つ
保護者、子どもへの指導に悩みを持つ学校・園
の教職員等
２　意図
　教育相談、研修等を通して子ども、保護者、教
職員の支援を図る。
３　手段
　講師派遣、教育相談研修・演習講座
４　事業費（一般財源）
　１百万円（１百万円）

１　改善内容
①各小学校に講師派遣で実施している事
業方法を見直し、教育総合センターの研修
事業とも統合し、夏期期間における集中研
修プログラムに改編する。
② ＡＤＨＤ児（注意欠陥多動性障害）や高機
能自閉症児、学習障害児などに対応するた
め、学級の補助員を配置することにより、こ
れらの児童・生徒への個別指導の充実を図
る。
２　改善理由
①全教職員を対象とした研修プログラムを
夏期期間中に実施することで、参加しやす
い状況をつくる。
②学校現場の実態に基づく支援を行い、円
滑な授業を行う環境づくりに努める。
３　実施時期
　平成１５年度　研究実施
　※詳細については、今後調整する。

-4 -5

201
業務
改善

私立大学
等入学支
度金貸付
収納事務
の見直し

１　対象
　市内居住している者で経済的理由により私立大
学・私立高校等に進学させることが困難な保護者
２　意図
　保護者の経済的負担の軽減
３　手段
　貸付（無利子）
　　私立大学　　　３０万円以内
　　私立高校等　 １０万円以内
　　※４０か月以内に均等月賦償還
４　事業費（一般財源）
　１３百万円（１３百万円）

１　改善内容
　収納事務の見直しとして、金融機関口座
からの引落しを検討する。併せて滞納者に
対する差し押さえ規定を設けていくことも検
討していく。
２　改善理由
　効率的な収納事務を推進していくため。
３　実施時期
　平成１５年度に効率的な収納方法を検討
していく。
 

　

0 0

202 転換
中学校図
書館事業
の充実

１　対象
  市立中学校（２２校）
２　意図
　国語力の向上
　自ら調べ、学習する力を養う。
　学校における「ゆとり」空間として、生徒の健や
かな成長を促す。
３　手段
　快適な学習環境を確保するため、学校図書館
の拡充整備を行う。※１２校整備済み
　拡充整備にあわせて、運営にボランティアの参
加を求め、開館時間の拡大を図る。
４　事業費（一般財源）
　６百万円（６百万円）

１　改善内容
①ボランティア謝礼及び配置日数の工夫を
図り、未配置校（１０校）にもボランティアを
配置していく。
②蔵書検索用パソコンは既存パソコンを工
夫して活用する。
　※エアコン設置は今後の課題とする。
２　改善理由
　図書教育の推進と、特に中学校生徒の読
書活動の確立を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

-1 -5

203
業務
改善

市立尼崎
高等学校
体育科入
学者選抜
医師謝礼
の縮小

１　対象
　尼崎高等学校体育科の受験生
２　意図
　受験生の体調・健康管理チェック
３　手段
　医師の派遣
　（事前の健診内容チェック、当日の試験立会い）
４　事業費（一般財源）
　１２１千円（１２１千円）

１　改善内容
　健康診断の事前確認(半日）のみとする。
２　改善理由
　試験当日は養護教諭の立会い、近隣の病
院へ事前の救急時の依頼で対応可能と判
断したため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0

204
業務
改善

市立尼崎
高等学校
第２体育
館等施設
管理業務
の見直し

１　対象
　尼崎高等学校
２　意図
　施設維持管理
３　手段
　西門・第２体育館・第２グラウンドの管理委託
４　事業費（一般財源）
　１１百万円（１１百万円）

１　改善内容
　西門管理業務委託の廃止、第２グラウンド
管理業務時間の削減等の見直しを行う。
２　改善理由
　経費削減
３　実施時期
　平成１５年度

5 25
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205
業務
改善

市立高等
学校守衛
業務の改
善（尼崎
高、尼崎
東高、尼
崎産業
高、尼崎
工業高）

１　対象
　尼崎高等学校・尼崎東高等学校・尼崎産業高
等学校、尼崎工業高等学校
２　意図
　学校の来訪受付・安全管理等
３　手段
　守衛業務の委託
４　事業費（一般財源）
　４４百万円（４４百万円）

１　改善事項
　施設管理協会委託の「警備」委託を、シル
バー人材センターによる「管理」委託に変更
し、併せて委託内容の見直しを行う。
２　改善理由
　経費節減
３　実施時期
　平成１５年度
４　その他
　平成１６年度以降は、県立・他都市の状況
等を十分に勘案しつつ、校務員業務の整理
をしていく中で、朝の開門業務及び昼間管
理そのもののあり方を見直していく。

26 130

206
業務
改善

市立高等
学校守衛
業務の改
善（城内
高）

１　対象
　城内高等学校
２　意図
　学校の来訪受付・安全管理等
３　手段
　守衛業務の委託
４　事業費（一般財源）
　４百万円（４百万円）

１　改善内容
　民間の「警備」委託を、シルバー人材セン
ターによる「管理」委託に変更し、併せて委
託内容の見直しを行う。
２　改善理由
　経費削減
３　実施時期
　平成１５年度

　

3 15

207
業務
改善

すこやか
子育て支
援事業の
改善・拡大

１　対象
　市立幼稚園１８園の保護者と地域の就学前親
子
２　意図
　地域での子育て支援の推進
３　手段
①あいあいランド（園庭開放等）
　　月1回程度（年間１０日）
②ふれあいランド（開かれた幼稚園行事等）
　　年間５回以上
③子育て相談
　　電話相談も含めて随時
４　事業費（一般財源）
　７０７千円（７０７千円）
　

１　改善内容
　２年目の事業で保護者ニーズも高まって
いることから、指導ボランティアの時間単価
を見直し、回数を倍増する。
２　改善理由
　倍増することで効果的な支援につなげて
いくため。
３　実施時期
　平成１５年度
　

0 0

208 縮小
学校医数
の見直し

１　対象
　学校医、学校歯科医、学校薬剤師
２　意図
　学校園における保健安全の確保
３　手段
　市内の開業医全員に学校医として委嘱する。
４　事業費（一般財源）
　１７０百万円（１７０百万円）

１　改善内容
　校医数を見直す。
２　改善理由
　業務内容に応じた学校医体制とするた
め。
３　実施時期
　平成１５年度　検討
　平成１６年度　実施

0 184

209 廃止
プール管
理講習会
の廃止

１　対象
　学校園の教職員
２　意図
　学校プールの衛生管理のあり方を周知する。
３　手段
　毎年、プール指導前に薬剤師による講演会を
実施し、プール管理のあり方を周知している。
４　事業費（一般財源）
　１２千円（１２千円）

１　改善内容
　講演形式を見直し、管理マニュアル書を
作成する。
２　改善理由
　プールの衛生管理の知識・方法が定着し
ているため。
３　実施時期
　平１５年度
　

0 0

210
業務
改善

学校園ご
み収集回
数の縮小

１　対象
　全学校・園
２　意図
　ごみ収集
３　手段
①通常ごみ収集
　　可燃ごみ（週３回），不燃ごみ（週１回）
②臨時ごみ回収（学校規模に応じて対応）
③家電リサイクル対象品
４　事業費（一般財源）
　３７百万円（３７百万円）

１　改善内容
　８月を除く通常ごみ収集回数の削減を図
る。
２　改善理由
　経費削減
３　実施時期
　平成１６年度
　※平成１５年度は給食残食の処理の問題
点などを整理する。
　

0 24
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211 廃止

中学校食
堂モデル
事業の終
了

１　対象
　昭和・日新・南武庫之荘中学校
２　意図
　弁当を持参しない生徒及び菓子パンや嗜好品
で済ませる生徒に対し、安価で栄養のある昼食を
提供する。
３　手段
　食堂方式で３校を実験校として実施
４　事業費（一般財源）
　６百万円（６百万円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
①食堂の試験導入により、当初目的であっ
た弁当を持参しない生徒等の利用について
は一定の成果があったものの、本市の財政
状況から当該事業の拡大実施ができないと
判断した。
②また、試験導入した３校についても、少子
化により対象生徒（＝喫食数）の減少傾向
が見られ、業者の経営が限界にきており、
食堂維持ができなくなっている。
③食堂の廃止に伴い、家庭での手作り弁当
持参を推進していく。
３　実施時期
　平成１５年度
　

6 30

212 休止

歴史博物
館資料収
集業務（資
料取得基
金の減額）
の見直し

１　対象
　博物館資料
２　意図
　尼崎の歴史にゆかりのある資料や、尼崎の歴
史を物語るうえで不可欠な資料を博物館資料とし
て収集することによって、収蔵資料の充実を図
り、地域資産の保存に寄与する。
３　手段
①歴史博物館資料取得基金による資料購入
②市民からの寄贈・寄託による資料収集
③寺社や公的な資料保存機関に所蔵されている
尼崎関連資料の複製資料（レプリカ）の製作
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　歴史博物館資料取得基金の現金部分を
減額し一般会計に繰り入れる。
　繰入額　５０,０００千円
２　改善理由
　歴史博物館建設事業の凍結による。
３　実施時期
　平成１５年度 50 50

213 転換

生涯学習
フェア開催
事業の見
直し

１　対象
　全市民
２　意図
　生涯学習を身近なものに感じてもらい、学ぶこ
との楽しさを知ってもらう。
３　手段
①生涯学習フェアの開催（６行政区において地区
まつり等と同時開催：展示コーナー、体験コー
ナー）
②啓発情報誌の発行
４　事業費（一般財源）
　２３百万円（２３百万円）

１　改善内容
①生涯学習フェアの実施主体を地域の自主
運営とする。
②情報誌、ＨＰの充実を図るとともに、生涯
学習情報提供システムの検討を行う。
③現行職員体制の見直しを行う。
２　改善理由
①協働の取組として実施する。
②生涯学習に対する啓発活動の充実を図
る。
③業務の整理により経費削減を図る。
３　実施時期
　平成１５年度

7 35

214
業務
改善

学校開放
運営事業
の見直しと
受益者負
担の導入

１　対象
　全市民
２　意図
　身近なスポーツ活動の場を提供し、健康づくり
や地域スポーツの振興とコミュニティの増進を図
る。
３　手段
　小・中学校の体育館や運動場等をスポーツ施
設として市民に開放する。
４　事業費（一般財源）
　１４１百万円（１４１百万円）

１　改善内容
　スポーツ開放以外の施設開放や利用料
の徴収方法も含めた学校施設全体の効果
的・効率的な管理手法について検討を行
う。
２　改善理由
①地域に開かれた学校づくりを推進する。
②受益者負担の適正化を図る。
３　実施時期
　平成１５年度検討、１６年度実施

0 0

215
業務
改善

地区体育
館等施設
運営事業
（参加者負
担金）の見
直し

１　対象
　全市民
２　意図
　スポーツへの関心を高め、健康づくりや地域コ
ミュニティづくりの促進を図る。
３　手段
　スポーツ振興事業団に管理運営を委託するとと
もに、各種事業（健康づくり教室など）を実施す
る。
４　事業費（一般財源）
　３０７百万円（３０５百万円）

１　改善内容
　地区体育館で実施している「健康づくり教
室」における参加者負担金の見直しを行う。
２　改善理由
　受益者負担の適正化を図る。
３　実施時期
　平成１５年度 10 50
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(5)　事務事業をゼロベースで再構築する
単位：百万円

15年度 計
改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№

216 廃止

青少年健
全育成市
民運動事
業の廃止

１　対象
　全市民
２　意図
　青少年に関係する団体が中心となって、環境浄
化運動や啓発活動等を各地区の実情に応じて展
開し、市民一人一人が自分の課題として青少年
問題を考え、行動する地域社会を作り出す。
３　手段
　６行政区の青少年を育てる協議会等に事業委
託を行い、勤労・福祉活動、スポーツ・レクリエー
ション活動、学習・文化活動などの事業を展開す
る。
４　事業費（一般財源）
　２百万円（１百万円）

１　改善内容
　事業を廃止する。
２　改善理由
　県の補助を受けて実施しているものであ
るが、１６年度末で県費補助が終息するた
め、それにあわせて廃止する。
３　実施時期
　平成１７年度

0 3

217 転換

児童育成
環境整備
事業の拡
充に伴う
児童館の
廃止

（児童育成環境整備事業）
１　対象
　全小学生
２　意図
　異年齢の児童が遊びと交流を中心として、安全
で豊かな放課後活動に自由に参加する場を提供
することにより、児童の健全育成を図る。
３　手段
　毎週土曜日に各小学校内の児童ホームを拠点
室として、校庭、体育館等を活用した異年齢での
遊びと交流事業を実施する。
　午前９時から午後５時まで
４　事業費（一般財源）
　３４百万円（３４百万円）
（児童館）
１　対象
　１８歳未満の児童・生徒
２　意図
　児童に健全で楽しい遊び場を提供し、豊かな情
操と健全な心身を育成する。
３　手段
　市内１２児童館で地域の特性に応じた活動を展
開する。
　開館時間：平日午前９時から午後５時１５分まで
　卓球・ブロック・輪投げ・オセロ等の遊具や図書
を配備している。
４　事業費（一般財源）
　３３９百万円（３３９百万円）

１　改善内容
①１４年度から全小学校で実施している土
曜こどもクラブ事業を年次的に毎放課後に
拡大して実施する。
　各小学校に拠点室を整備（余裕教室の転
用又はプレハブ設置）
②１２児童館を年次的に廃止
   （跡地については、他の公共施設への転
用及び売却等を行い、市有財産の有効活
用を図る。）
２　改善理由
①１行政区２館の配置は適正ではなく、身
近で安全な遊び場、異年齢の交流の場の
確保が必要
②施設の老朽化等により児童館の魅力が
薄れている。
③児童ホームの待機児童の解消
④学校施設の有効活用による経費の削減
⑤小学校を拠点とした地域での児童健全育
成の協働化を図る。
３　実施時期
　平成１５年～１７年度

70 435

218 縮小
補導所の
見直し

１　対象
　市民、少年補導関係機関
２　意図
　少年補導関係機関相互の連絡調整や企画調
整を行い、補導活動の円滑化を図り、青少年の
健全育成に資する。
３　手段
　市内６補導所２４人の体制で以下の業務を行っ
ている。
①少年補導委員、少年指導協力員及び警察、学
校園等関係諸団体と連携し、補導活動・環境浄
化活動・相談活動等を実施する。
②関係官庁及び関係諸団体とのネットワークを構
築する。
４　事業費（一般財源）
　７１百万円（７１百万円）

１　改善内容
　市内６補導所を廃止し、1箇所に統合す
る。
　嘱託員「１２人減」
２　改善理由
①青少年、特に中学生の問題行動はグ
ループ化、広域化しており全市的な対応が
必要となっている。
②問題行動に対して従来、補導所職員４人
で対応していたが、統合することにより多数
の職員で対応することができる。
③地域の特徴的な問題を職員全員で共有
することができ対応策が見出しやすい。
④事務の効率化が図れる。
３　実施時期
　平成１５年度検討・調整、１６年度実施

-1 147
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219 縮小
少年補導
委員定数
の見直し

１　対象
　市民、少年補導関係機関
２　意図
　青少年を有害な環境から守り、また、日常の地
域における活動等を通して不良行為の早期発
見、早期指導を図る。
３　手段
　補導所と連携して次の活動を行う。
①補導活動（街頭補導・全市一斉補導・特別補導
の実施）
②啓発活動（シンナー乱用防止、有害環境の浄
化キャンペーンの実施）
③相談活動（問題行動の青少年等に対するアド
バイス等）
４　事業費（一般財源）
　２５百万円（２４百万円）

１　改善内容
　少年補導委員の定数を削減し、活動内容
の充実を図る。
　現行定数「５１５人」→「４３０人」
２　改善理由
①青少年の減少
②政令指定都市や類似都市に比べ人員が
多い。
３　実施時期
　平成１５年度 4 20

220 廃止
少年指導
協力員制
度の廃止

１　対象
　中学生に悪影響を及ぼす年長（１８、１９歳）少
年等
２　意図
　年長少年等に対し、継続的、日常的に生活指
導や各種相談に応じて、自立更正を支援し、中学
生への非行を抑止・減少させ、あわせて年長少
年の非行防止を図る。
３　手段
①自立更正を支援するため、学校、その他関係
機関等との連携活動を行う。
②家庭訪問等による面談を通して生活指導を行
う。
③親権者等との面談により、家族の自覚を高め
る。
④家庭の教育機能向上のための支援、非行グ
ループへの指導と進路紹介活動を行う。
４　事業費（一般財源）
　２百万円（２百万円）

１　改善内容
　少年指導協力員制度を廃止する。
２　改善理由
①年長少年への相談指導の減少。
②当初の目的はほぼ達成した。
③青少年の問題を警察に委ねる領域が拡
がっており、その活動効果が薄れている。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

221 廃止

ヤングアカ
デミー等事
業（中・高
校生パソ
コン講座
事業含む）
の廃止

１　対象
　市内在住、在勤在学の中・高校生及び青少年
（１６から３０歳）
２　意図
①勤労青少年等の余暇利用の普及と社会人とし
ての教養を高める。
②職業・生活に関する必要な知識・技能等を習得
する機会を提供する。
③受講者によるグループづくりを促進する。
３　手段
　いけばな・料理・茶道・手話・センスアップ・ダン
ス・英会話・パソコンなどの講座を開催する。
４　事業費（一般財源）
　２百万円（１百万円）

１　改善内容
①青少年を対象に実施している、いけばな・
料理・茶道・手話等の講座を廃止する。
②中・高校生を対象に実施しているパソコン
講座を廃止する。
２　改善理由
①当初の事業目的は達成された。
②公民館や民間等において同様の講座が
ある。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

222 廃止

青少年ス
ポーツ活
動事業（夏
休みス
ポーツ体
験教室事
業）の廃止

１　対象
　小・中・高校生
２　意図
　スポーツ活動を推進することにより、たくましい
体と心を育て社会人として必要なルールとマナー
を学び、自主的なスポーツ活動の普及を図る。
３　手段
　青少年センターにおいて、バドミントン、卓球、ダ
ンス等の教室を開催する。
４　事業費（一般財源）
　５３千円（５３千円）

１　改善内容
　廃止する。
２　改善理由
①参加者数の減少。
②スポーツ振興事業団との類似事業の整
理を行う。
３　実施時期
　平成１５年度 0 0
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223 休止
青少年野
外活動事
業の休止

１　対象
　青少年
２　意図
　自然の中での野外活動及び宿泊訓練、生活体
験等を通じて青少年の健全な育成を図る。
３　手段
　青少年海洋セミナーの開催
４　事業費（一般財源）
　５８０千円（５８０千円）

１　改善内容
　事業を休止する。
２　改善理由
　青少年健全育成基金の運用益にて事業
実施してきたが、金利低迷のため運用益が
減少しており当面事業を休止する。
３　実施時期
　平成１５年度

1 5

224
業務
改善

常時啓発
事業、選
挙事務に
おける執
行体制の
見直し

常時啓発事業
１　対象
　市民
２　意図
　有権者の政治意識の向上を図る。
３　手段
　明るい選挙推進大会、政治講座、明るい選挙推
進ポスター募集、明るい選挙啓発標語募集、新
成人啓発事業、生徒会支援事業等を実施する。
４　事業費（一般財源）
　４０５千円（４０５千円）

選挙事務
（衆議院議員、参議院議員、県議会議員、県知
事、市議会議員、市長、農業委員会委員、海区
漁業調整委員会委員の各選挙に係る事務）
１　対象
　各選挙ごとの市内有権者
２　意図
　公職選挙法、農業委員会等に関する法律又は
漁業法に基づく各選挙を適正に執行する。
３　手段
　各選挙ごとに投票、開票事務を実施する。（公
職選挙法に基づく選挙については、投票所９０ヵ
所、不在者投票所２ヵ所、開票所２ヵ所）
４　事業費（一般財源）
　２４０百万円（２２２百万円）

１　改善内容
　 年度途中の人事異動を容易にするシステ
ムの導入を検討するなど、少数精鋭主義に
より、選挙に係る事務の効率的な執行体制
について見直しを図る。（事務の集中する２
～３ヶ月の間、他課の職員を選挙管理課の
事務に専従させる等）
２　改善理由
　選挙事務の繁忙期と閑散期に見合った体
制への見直しを行い、より効率的、経済的
に事務執行を図る。
３　実施時期
　平成１７年度（市議会議員選挙、知事選挙
終了後）と平成１９年度（県議会議員選挙、
参議院議員選挙終了後）とで段階的に実施
する。

0 56

2,118 19,511

1,363 11,395

執行方針５　効果額合計

収支改善額
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　　(6)　負債の抑制に向けた取組を進める
単位：百万円

15年度 計

1
業務
改善

土地開発
公社健全
化計画の
取組

1　対象
　土地開発公社
２　意図・手段
　公有地拡大推進法の趣旨に基づき、都市計画
事業に必要な土地、事業計画が明らかになって
いる事業用地の先行取得を行っている。
３　平成１３年度当初の債務保証に係る保有額
　６３６億２４百万円

1　改善内容
　総務省の公社経営健全化対策の指定を
受け策定した公社経営健全化計画に基づ
き、土地開発公社の簿価の圧縮を図り、財
政基盤を確立した上で、公社保有地の計画
的な事業化に取り組んでいく。
　（計画期間)
　　平成１３年度～１７年度
２　改善理由
　土地開発公社の簿価の圧縮を図り、財政
基盤を確立する。
３　簿価圧縮額
　２９３億６６百万円

0 0

0 0

0 0

執行方針６　効果額合計

収支改善額

改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

事業名等 事業概要（平成１４年度内容）区分№
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　　(7)　新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める
単位：百万円

15年度 計

2 新規

経営推進
会議に係
る資料等
の公開

１　対象
　市民等
２　意図
　行政情報を公開することにより行政の透明性を
高め、市民等の市政への参画を促進する。
３　手段
　インターネットによる閲覧又は公文書公開請求
４　事業費（一般財源）
　－

　

１　改善内容
①経営推進会議の開催日、付議案件を
ホームページに掲載する。
②経営推進会議に係る資料の公文書公開
については、原則公開とする。
２　改善理由
　行政の透明性の向上、情報の共有化を推
進し、行政への市民参加の促進等を図る。
３　実施時期
　平成１４年９月
　

0 0

3 新規

市民のま
ちづくりの
参加の促
進

１　対象
　NPO、市民等
２　意図
　協働によるまちづくりを実現する。
３　手段
　体制を整備し協働によるまちづくりを実現する。
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　ＮＰＯやボランティアの育成と活動機会提
供のため体制を整備する。
２　改善理由
　今後のまちづくりの担い手であるＮＰＯや
ボランティアの育成のため
３　実施時期
　平成１５年度から検討

-1 -1

１　改善内容
　新たな行政経営システムを確立するため
に、事務事業評価を中心として次の取組を
進める。
①行政資源の弾力的な運用態勢の確立
　各局室の使命を明確にした上で、一定の
事務事業改廃の取捨選択権限を各局室に
付与し、事務事業評価の分析結果を活用し
た経営方針に基き、各局室の主体的な改革
改善の取り組みを行う。
②政策評価（新規事業評価）の導入
　新たな行政課題に対応するとともに、まち
の魅力の創出と蓄積に向けた施策展開を
実現するために、事務事業評価分析に、政
策評価（新規事業評価）を組み込む。
③（仮称）施策評価委員会の設置
　事業別決算評価書を用いて、（仮称）施策
評価委員会による施策評価を導入する。
④全庁的改革改善実践運動の展開
　すべての職員が自ら仕事の役割と成果を
認識し、自律的に改革改善を展開するため
に、全庁的な改革改善の実践運動を展開
する。
⑤取組成果の人事評価への反映
　事務事業の見直しの成果達成と管理職員
の目標管理制度及び一時金の業績給との
連動を検討する。
２　改善理由
　ニュー･パブリック･マネジメントに基く成果
志向を中心とした行政経営システムを確立
するため。
３　実施時期
　平成１５年度から検討

-2 -101 新規

新たな行
政経営シ
ステムの
確立と発
展

１　対象
　市職員、市民
２　意図
　事務事業評価を中心に、ニュー・パブリック・マ
ネジメントによる行政経営を実現する。
３　手段
①ＰＤＣＡサイクル構築のために事務事業評価の
実施と説明責任のための公開
②事務事業評価の発展の検討
４　事業費（一般財源）
　９百万円（９百万円）

事業名等 事業概要（平成１４年度内容） 改革改善の方向
効果額（一般財源ベース）

区分№
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　２　改　革　改　善　項　目　一　覧　表　

　　(7)　新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める
単位：百万円

15年度 計
事業名等 事業概要（平成１４年度内容） 改革改善の方向

効果額（一般財源ベース）
区分№

4 新規
パブリック
コメントの
実施

１　対象
　市民等
２　意図
　行政としての説明責任を果たすとともに、政策
等の立案過程において市民等の多様な意見等を
反映させる機会・仕組みを確立する。
３　手段
　市報、ホームページなどで内容を公表し、市民
等の意見募集を行う。
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　行政計画等の立案過程において、趣旨、
目的、背景等を公表し、これについて市民
から広く意見を求める。
２　改善理由
　行政の透明性の向上、情報の共有化を推
進し、行政への市民参加の促進等を図る。
３　実施時期
　　平成１５年度

0 0

5 新規
行政水準
の比較公
表

１　対象
　市民等
２　意図
　本市の行政水準や財政状況等について、わ
かりやすく情報提供する。
３　手段
　市のホームページに掲載する。
４　事業費（一般財源）
　－

　

１　改善内容
　毎年度実施される「公共施設状況調」等を
もとに、主要な行政水準について類似都市
各市などと比較・分析を行い、その結果を財
政状況の比較と併せ、ホームページに掲載
する。
（比較項目）
・道路、公園、下水道等施設整備状況など
主要な行政サービス
２　改善理由
　行政の透明性の向上、情報の共有化を推
進し、行政への市民参加の促進等を図る。
３　実施時期
　　平成１４年１０月

0 0

6 新規

ネット・モ
ニターアン
ケート制度
の実施

１　対象
　２０歳以上の市内在住者
２　意図
　市政の課題等について、市民の意識等を把握
し、市政に反映させる。
３　手段
　インターネットによるモニターアンケートを実施
する。
４　事業費（一般財源）
　　－

１　改善内容
　インターネットによるモニターを公募し、市
政の課題等について、アンケート調査を実
施する。
２　改善理由
　行政の透明性の向上、情報の共有化を推
進し、行政への市民参加の促進等を図る。
３　実施時期
　　平成１５年度

0 0

7 新規

ホーム
ページ資
料室の充
実

１　対象
　市民
２　意図
　市政資料をいつでも閲覧できるよう整理･収集
し、市民との情報の共有化を図る。
３　手段
　市政情報センター内の行政資料コーナーで閲
覧、貸出、コピーサービス等を行う。
４　事業費（一般財源）
　５９６千円（５９６千円）

１　改善内容
　行政資料コーナーで閲覧に供している本
市が作成した調査書、報告書、計画書等に
ついて、電子データがあるものはホーム
ページの資料室等に掲載する。また、行政
資料コーナーにパソコンを設置し、ホーム
ページでのみ公表している本市の資料や、
CD収録されているもの、行政資料コーナー
に刊行物がない国、県等の資料でインター
ネットで公表されている資料等の参照を可
能にする。
２　改善理由
　これまで刊行物等として発行していた行政
資料をホームページでも閲覧できるようにす
るなど、情報提供機会の充実を図るため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

8
業務
改善

外郭団体
の公文書
公開の促
進

１　対象
　市民等
２　意図
　運営状況等について、情報公開を促進する。
３　手段
　７団体については、制度創設済
　他の団体については、市と同様の基準による公
開の要請

１　改善内容
　市と団体が締結する情報公開協定（法的
な義務を伴う文書提出協定とする。）により
情報公開を推進する。
（対象）
①市の出資割合が25％以上の法人
②市から一定額の補助金その他の財政的
支援を受けている法人
２　改善理由
　行政の透明性の向上、情報の共有化を推
進し、行政への市民参加の促進等を図る。
３　実施時期
　平成１５年度　情報公開協定の検討、調
整
　平成１６年度　条例改正・実施

0 0
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　　(7)　新たな行政経営システムの確立と、まちの価値を高める取組を進める
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区分№

9
業務
改善

付属機関
の会議等
の公開

１　対象
　市民等
２　意図
　会議運営の透明性の確保や情報の共有化に
努める。
３　手段
　「附属機関の活性化に関する基本的な指針」に
基づき、会議等の公開に努めている。
４　事業費（一般財源）
　　－

１　改善内容
　「附属機関の活性化に関する基本的な指
針」に基づき、会議及び会議録等の公表を
促進する。
２　改善理由
　行政の透明性の向上や情報の共有化を
推進する。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

10
業務
改善

契約締結
業務の見
直し

１　対象
　登録業者
２　意図
　公正･透明性のある契約の締結を行い、市行政
の公金支出の適正執行に資する。
３　手段
　売買、請負その他の契約について、一般競争
入札、指名競争入札、随意契約のいずれかの方
法で実施する。
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
①入札資格の見直しとして、競争入札参加
有資格審査の時点と追加登録時に、直近２
年間（現状１年間）の納税証明書添付に変
更する。
②工事請負と委託業務の指名競争入札に
おいて指名業者数を拡大する。
③電子入札制度の導入について、兵庫県
に呼応し、国土交通省が提示する電子入札
コアシステムを基本としたシステムを国、
県、他都市の状況及び財政状況を勘案しな
がら、平成１８年度本格稼働に向けて検討
する。
２　改善理由
①間接的に過年度の納付指導となるため。
②入札事務量の増をできるだけ抑制した形
で、受注機会の拡大と競争性の向上が期
待できるため。
③事務の効率化、競争性の向上、公正性・
透明性の向上、入札者に対するサービスの
向上を図るため。
３　実施時期
①平成１４年度
②平成１４年度
③平成１７年度　試行稼働
   平成１８年度　本格稼働
　

0 0

11
業務
改善

老人クラブ
研修バス
助成事業
契約にお
ける競争
入札等の
導入

１ 対象
　単位老人クラブ（平成１４．４．１現在　４０１クラ
ブ）
２　意図
　老人クラブの自主的かつ積極的な高齢者福祉
を増進するための研修事業の促進を図る。
３　手段
①事業内容
　単位老人クラブ１クラブ当たり、１年につき、１台
市バスを提供する。　ただし、３０，０００円の負担
が必要
②実施方法　（財）尼崎市高齢者生きがい促進協
会に委託
４　事業費(一般財源)
　２４百万円（２４百万円）

１　改善内容
　バスの契約は、競争入札等の方法を導入
する。
２　改善理由
　広く競争入札等の導入を図り、適正な単
価にて実施する。
３　実施時期
　平成１５年度

2 10

12
業務
改善

防災セン
ター耐震
性緊急用
貯水槽保
守点検業
務の契約
方法見直
し

１　対象
　市民
２　意図
　災害発生時に生活用水を確保するため、耐震
性緊急貯水槽の維持管理を行う。
３　手段
　清掃業務実施時に構造上耐震性を保つための
特殊な点検を実施する。
４　事業費（一般財源）
　４７４千円（４７４千円）

１　改善内容
　防災センター耐震性緊急用貯水槽保守点
検業務の契約方式を随意契約から競争入
札に変更する。
２　改善理由
　貯水槽設置業者しか点検できないとされ
てきたが、当該貯水槽メーカーの製品を扱
える業者なら他の業者でも実施可能という
ことが確認できたため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0
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13
業務
改善

北部防災
センター耐
震性緊急
用貯水槽
保守点検
業務の契
約方法の
見直し

１　対象
　市民
２　意図
　災害発生時に生活用水を確保するため、耐震
性緊急貯水槽の維持管理を行う。
３　手段
　清掃業務実施時に構造上耐震性を保つための
特殊な点検を実施する。
４　事業費（一般財源）
　４２０千円（４２０千円）

１　改善内容
　北部防災センター耐震性緊急用貯水槽保
守点検業務の契約方式を随意契約から競
争入札に変更する。
２　改善理由
　貯水槽設置業者しか点検できないとされ
てきたが、当該貯水槽メーカーの製品を扱
える業者なら他の業者でも実施可能という
ことが確認できたため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

14 新規

尼崎の新
しい発展を
目指す具
体的方策
の検討

１　対象
　尼崎市行政組織、市民
２　意図
　ニュー･パブリック･マネジメントによる行
政経営を実現する。
３　手段
　新しい実施計画の策定
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　尼崎の発展に向け、将来を見据えたな
かで、新しい価値を生むまちづくりへの
道筋を示すビジョンを明らかにし、これ
に沿った具体の方策づくりに着手する。
　また、この方策のもとに、成果志向を
目指し、主要な施策の成果目標を明確化
する新しい実施計画の策定を行う。
２　改善理由
　当面、財政再建団体への転落阻止を最
優先としつつ、将来を見据えた新しい価
値を生むまちづくりの道筋を示すため。
３　実施時期
　平成１５年度から検討
　平成１６年度策定

0 0

15 新規

ものづくり
高度化特
区等構造
改革特区
の検討・提
案

１　対象
　市内外企業
２　意図
　本市の企業立地の比較優位性を高め、産業都
市としての再活性化を図る。
３　手段
　構造改革特区制度を活用し、企業立地に係る
規制を緩和するとともに、産業に対する本市の姿
勢を明確化する。

１　改善内容
　本市の産業を活性化するため｢ものづくり
高度化特区｣を国に提案したところである
が、国が示した特区推進プログラムを踏ま
え、本市の特性に応じた特区計画の検討を
進める。
２　改善理由
　工場の建替、立地を促進することにより、
産業の集積や新規産業の創出等を図る。
３　実施時期
　未定

0 0

16 転換

新規産業
施策を企
画・立案し
推進する
体制の整
備

１　対象
　市民・事業者
２　意図
　本市の産業振興を図る。
３　手段
　市産業労働部、（財）尼崎市産業振興協会、
（財）近畿高エネルギー加工技術研究所（ＡＭＰ
Ｉ）、（株）エーリックで各種事業を実施している。

１　改善内容
①新規産業施策の企画・立案、新産業を育
成・誘致するなど、新たな展開を図るための
体制を整備する。
②市及び産業振興協会業務の見直し・整理
を行い、市業務のうち可能なものは協会業
務へ移管する。
③ＡＭＰＩを本市のものづくりを支援する機関
と位置付け、産業振興協会の技術開発支
援システムを移管する。
２　改善理由
　産業支援施策を実施している関係機関の
役割分担を明確にし、事務事業の効果を高
めるため。
３　実施時期
　平成１５年度

9 45

17 新規

市外から
の企業誘
致施策の
検討

１　対象
　市内で操業するために新築しようとする製造業
２　意図
　市内の工業適地に新たな製造事業所を誘致す
ることにより税収の増加や雇用の拡大を図る。
３　手段
　有効な企業誘致施策を実施する。

１　改善内容
　国、県の企業誘致施策に呼応することも
考慮し、本市企業誘致の重点地域、業種等
の調査、誘致施策としての優遇措置（例：固
定資産税、法人市民税、事業所税等の減
額、還付、補助等）を関係各課と連携し、今
年度から調査検討に入り、具体的に事業の
準備ができれば実施していく。
２　改善理由
　市内の工場適地に新たに製造事業を誘
致することで、税収の増加や雇用の拡大な
どの波及効果が期待できるため。
３　実施時期
　平成１５年度　検討

-2 -2
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18
業務
改善

地域研究
史料館収
蔵史料の
インター
ネットでの
公開、閲
覧請求受
付検討

１　対象
　市民及び尼崎の歴史に関心を持っている市外
居住者、事業者等
２　意図
　利用者の文化や歴史に対する意識の向上を図
る。
３　手段
　インターネット上で収蔵史料目録の公開を行
い、市民が直接、史料目録の検索や閲覧請求が
できるよう市のホームページを充実することによ
り収蔵史料の相談や閲覧業務の効率化を図る。
（収蔵史料：約１６万点（内約１０万点の目録が
データベース化済み））
４　事業費（一般財源）
　－

１　改善内容
　地域研究史料館でデータベース化してい
る約１０万点の歴史的な図書、古文書、地
図、画像等の目録等をインターネット上で公
開することにより、市民が直接検索し、閲覧
請求ができるようにする。具体的な方策に
ついては、次のとおり。
①利用､閲覧請求をインターネット上で行う。
　現地域研究史料館のページに「尼崎の歴
史相談室」を設ける。
②目録の検索をインターネットで行う。
　具体策等については庁内関係課との検
討・協議を進める。
③画像閲覧をインターネット上で行う。
　大学研究機関等との協働・連携の取り組
みにより実現を図る。
２　改善理由
　時間、場所の制約なく史料検索や閲覧請
求ができるようになり、市民サービスの向上
につながるため。また、新「尼崎市史」の
データベース編とつながっていくため。
３　実施時期
　平成１５年度

0 0

19
業務
改善

民間団体
への派遣
研修

１　対象
　市職員
２　意図
　職員の意識改革や能力開発を推進し、資質の
より一層の向上を図る。
３　手段
　神戸大学大学院、自治大学校等へ職員を派遣
４　事業費（一般財源）
　１３百万円（１３百万円）

１　改善内容
　派遣先としてこれまでの神戸大学大学院
や自治大学校などに加えて、新たな派遣先
として民間シンクタンク等を検討する。検討
に当たっては、今求められる能力の取得が
期待できるか、派遣期間、派遣経費、派遣
条件等を考慮し、派遣先を決定する。
２　改善理由
　「社会の変化を的確に洞察し、政策形成
力や実践力を備え、市民の立場で事業を進
めることのできる豊かな人間性のある人材」
を育成していくことが求められているため。
３　実施時期
　平成１４年度　検討
　平成１５年度　実施
　

0 0

20 新規
電子自治
体推進事
業の推進

１　対象
　市民・事業者
２　意図
　市民生活や事業者活動のあらゆる場面におい
て市が提供する事務事業（申請･届出･市政情報
検索等）の電子化をめざす「電子自治体推進事
業」について、全国の自治体が取り組むこととさ
れており、本市においても電子自治体を推進す
る。
３　手段
　庁内及び国･県を通じる情報通信基盤の整備、
組織認証基盤・公的個人認証サービスの確立、
電子窓口サービスの段階的推進
４　事業費（一般財源）
　５百万円（５百万円）

１　改善内容
　「電子自治体推進事業」について、国等か
ら具体的な方策が示された段階で事業化を
図り、庁内及び国･県を通じる情報通信基盤
を整備し、本人確認の仕組みづくりをした上
で、電子申請･電子調達･電子申告･電子投
票等の電子窓口サービスを段階的に推進
する。なお、実施にあたっては、アウトソーシ
ングを基本に取り組んでいく。
２　改善理由
　行政運営の一層の簡素化・効率化、統合
化を図り、ノンストップサービス・ワンストップ
サービス・ワンクリックサービス等の市民
サービスの向上に資するため。
３　実施時期
　平成１５年度から段階的に実施
（総合行政ネットワークとの接続については
平成１４年度から実施）

-11 -11

-5 31

-14 -14

6,010 76,357

3,898 53,729

収支改善額

執行方針７　効果額合計

執行方針１から７までの効果額合計

収支改善額
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    本市では、社会経済環境が大きく変化する中で、危機的な財政状況を克服し、行政経営改革を

着実に進めるとともに、将来を見据えたまちづくりを進めるにあたり、客観的・専門的な意見を

市政に反映することを目的に、学識経験者や民間経営者を「行政経営専門委員」として委嘱して

いる。 

 経営再建プログラムの策定にあたっては、６月に明らかにした「基本編」の策定段階から、必

要に応じ専門委員から意見や提言を受けてきた。平成 14年 10月に公表したプログラム（改革改

善編）の策定に対しても種々の意見・提言を受けるとともに、専門委員の総意として最終的に次

の見解がとりまとめられた。（注：行政経営専門委員の意見・提言については、平成 14年 10月時点の見

解である。） 

    

１１１１    再建プログラムの策定にあたって再建プログラムの策定にあたって再建プログラムの策定にあたって再建プログラムの策定にあたって    

（１）（１）（１）（１）    地方自治体を取り巻く時代認識地方自治体を取り巻く時代認識地方自治体を取り巻く時代認識地方自治体を取り巻く時代認識    

マネーゲーム、株式投資、不動産投機などで日本全体が浮かれていたバブルは平成４年に

崩壊した。その後、平成８年から９年にかけて、一旦、持ち直したかに見えた日本経済は、

現在、大幅な景気後退の局面に直面している。 

政府や地方自治体は、これに対処するために積極的な財政政策を展開してきた。世の中が

不景気であれば、どんどんと公共事業を行うことで雇用と資金を民間部門に提供し、民間部

門の自律的な回復を促そうとしたのである。確かにこうした財政出動は、これまでの不況期

には大きな威力を発揮した。 

ところが、今回の景気後退の局面では、財政出動がほとんど有効に機能しなかった。この

結果、景気回復は一向に進まない（したがって、税収は一向に回復しない）のに、自治体で

は地方単独事業に起因する借金（地方債）が膨れ上がり、その元本と利息の返済のための公

債費が、自治体財政を著しく硬直化するという傷跡が残されたのである。しかも、高齢化の

進展と経済不況の影響で、地方自治体が背負う扶助費は増大の一途をたどっている。「福祉を

犠牲にして公共工事とは何事だ」という指摘は、こうした状況を捉えたものである。しかし、

公共工事そのものにも経済活性化という目的が存在したということを看過してはならない。

また、公共事業によって、景気後退の進捗が、いくばくかでも鈍化したことも事実である。 

あらためて確認するまでもなく、地方自治体における財政運営の基本は「歳入と歳出の均

ⅥⅥⅥⅥ            行政経営専門委員の意見・提言行政経営専門委員の意見・提言行政経営専門委員の意見・提言行政経営専門委員の意見・提言    
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衡」である。また行政サービスを長期にわたって世代間に公平に提供するために、「受益と負

担の適正化」を強く意識することが求められている。この二つの基本原則を看過した財政運

営は、自治体を破綻の危機に陥れる。 

これまでは、歳入と歳出の均衡を図り、受益と負担の適正化を推し進める手段として、「基

金」と「起債」が活用されてきた。収支に余裕があるときには将来に備えて基金を積み立て

る。反対に、収支が厳しければ基金の取り崩しや起債を行うなどして、資金を調達し歳出に

対応する。起債した借金は、景気が回復して税収が増加するプロセスで返済していくという

イメージである。同じように、起債を財源とする公共事業も、何十年という耐用年数を持つ

資産を形成し、受益と負担の調整を図っていることを忘れてはならない。数十年かけて行う

起債の償還年限は、起債を財源とする資産の耐用年数と、概ね合致しているのである。 

右肩上がりの経済成長を前提とした自治体運営では、こうした基金と起債の活用、あるい

は、資産と負債のバランス調整がうまく機能していた。しかし、平成バブルが崩壊して１０

年。日本経済のファンダメンタルはもはや右肩上がりの基調にはなく、基金と起債を組み合

わせた財政運営は限界に達している。起債して資産を形成しても負債の償還に目が行き、既

存の資産を有効活用していくという発想がなかなかうまく浸透しないのも問題である。起債

は行うが建設された資産は活用されずたなざらし。無駄と揶揄される公共工事の背景には、

景気対策を主目的に展開された無目的の（あるいは目的意識が希薄な）公共工事が存在した

ことも否定はできない。 

しかしながら、起債制限比率がボーダーとされる１５％に到達しつつある（一部の自治体

では起債制限比率が１５％を超えてしまっている）難局に直面し、多くの自治体では過去へ

の反省から、将来にベクトルを向けた行財政改革で、この難局を克服しようとする機運が顕

在化してきている。 

景気後退のなか、地方自治体の財源である地方税収入や地方交付税の歳入も大きく減少し

ている。起債も制限を受けるぎりぎりの水準にまで増大している。ごく一部の自治体を除い

て、財政的な余力はほとんど残されていない。いずれの自治体でもこうした状況をきちんと

把握し、抜本的な行財政改革に着手しようとしている。これを怠ると、膨大な借金を後世の

子や孫の代に残してしまう。さらに最悪の場合、財政再建団体への転落という事態を迎える

ことになるのである。 
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（２）（２）（２）（２）    尼崎市における行財政の課題尼崎市における行財政の課題尼崎市における行財政の課題尼崎市における行財政の課題    

尼崎市の財政は、全国の地方自治体のなかでもとりわけ厳しい状況にある。公債費、人件

費、扶助費の増大と、税収や競艇事業収入の減少を理由とする、財政の硬直化が一挙に進ん

でしまっている。公債費の増大は震災の復興と経済活性化のための地方単独事業を展開する

ための起債、人件費の増大は昭和４０年代の大規模な職員採用、扶助費の増大は高齢化の進

展と経済不況の長期化に伴う民生費の逓増によるものである。 

その一方で、尼崎市の行政サービスは類似都市と比較しても群を抜いて高い水準になって

いる（これらは、現在までの尼崎市の市政運営の功績と評価できるだろう）。しかし、財政状

況が悪化した現状で、これまで通りの水準で行政サービスを提供しつつけることは不可能で

ある。財政運営の原点は、歳入と歳出の均衡である。中長期的に見てもその均衡が見込めな

い場合には、大胆な歳出削減を避けることはできない。全国のほとんどの自治体には余裕資

金がない。起債で借金してもそれを返済する目処を立てることができない。それゆえに、公

共事業や福祉サービスの水準を見直す機運が自治体間に高まっているのであるが、尼崎市も

決してその例外であってはならないのである。 

尼崎市の現状の財政状況を斟酌すれば、もとより、本格的な行財政改革への着手という全

国自治体の動向を看過すわけには行かない。公共事業の減少は経済活性化へのカンフル剤の

減少を意味するし、福祉サービスの水準を低下することは市民生活を直撃する大問題である

が、公共事業や社会福祉の見直しに取り組まなければならない（し、取り組まざるを得ない）

のである。誰しもこうした痛みの伴う改革に、喜んで取り組むはずがない。しかし、いまこ

の改革に着手しなければ、尼崎市は間違いなく財政再建団体に転落する。このまま何もしな

ければ、転落の時期は平成１６年度と予想されている。思い切った行財政改革に着手しない

と、尼崎市は平成１６年度中には再建団体への転落必至の状況なのである。 

このことを、尼崎市の全市民は強く認識する必要がある。再建団体に転落すると、市民サ

ービスの水準は類似団体中最下位の水準にまで引き下げられるし、税率や受益者負担は類似

団体中最高の水準に引き上げられることになる。財政再建団体というレッテルは、尼崎市民

に非常に大きな試練をもたらすものであり、何として再建団体への転落を回避する努力が必

要とされているのである。 
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２２２２    経営再建プログラム（案）に対する意見・提言経営再建プログラム（案）に対する意見・提言経営再建プログラム（案）に対する意見・提言経営再建プログラム（案）に対する意見・提言    

（１）（１）（１）（１）    基本認識基本認識基本認識基本認識    

   尼崎市の経営再建プログラム（案）は、財政状況の悪化を克服するとともに、限られた財

源のなかで最優先の行政サービスに経営資源を集中して投入しようとする内容になっている。

財政赤字が解消されればそれで良い（市役所が無事であればそれで良い）という発想ではな

く、市民サービスの犠牲を最小限に抑制しながら財政再建団体への転落を回避しようとして

いる。再建プログラムに付されている「経営」という頭文字は、民間企業で重視されている

顧客志向や成果志向を大切に、困難な財政再建に取り組もうとする尼崎市職員の決意を意味

している。市職員自らに課した人件費の削減は、給与カットと職員定数の大幅な削減により

達成されることになる。職員にとっては、非常に大きな痛みを伴う改革である。しかし、そ

うではあっても、いまこの経営再建プログラムを断行しなければ尼崎市は倒産する。市職員

はこのことを十分に理解し、経営再建プログラムに取り組もうとされているのではなかろう

か。 

 

（２）（２）（２）（２）    取組の基本的な方向性取組の基本的な方向性取組の基本的な方向性取組の基本的な方向性    

   尼崎市の現状を改善していくためには、この経営再建プログラム以外に道はない。これは、

私たち行政経営専門委員の一致した見解である。毎年、１５０億円あまりの収支不足が予想

される尼崎市では、小手先のテクニックで改革を実現することなど到底不可能である。 

   もうこれ以上借金を増やすことはできないし、税収の回復がなかなか見込めないのであれ

ば、尼崎市は、身の丈にあった（歳入の規模に見合った）、歳出構造への転換へと動き出す必

要がある。そのためにはこれまでの公共事業や福祉の水準を見直すことが求められる。いず

れの場合も、市民には痛みの伴う改革になる可能性があるが、これを成し遂げてはじめて、

将来に返済の目処の立たない莫大な借金を子や孫の世代に残してしまうという異常な状況を

回避することができるのである。 

誰が考えても、現世代が公共事業や福祉サービスを享受し、そのために生じた借金を後世

の世代が負担するなどという構図は許されないはずだ。現世代が行政サービスを可能な限り

享受し、それに伴う借金を将来世代が負担する。尼崎市を家計に置き換えると、現世代は親

や祖父母、将来世代は子や孫である。こんなばかげたことを推し進めようとする家計は、ほ

とんど皆無なのではなかろうか。尼崎市の経営再建プログラムは、親達が子や孫に、これま

でと同じような尼崎市を譲り渡すための、唯一の処方箋なのである。 
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（３）（３）（３）（３）    プログラムの実行にあたってプログラムの実行にあたってプログラムの実行にあたってプログラムの実行にあたって    

尼崎市は今回の『経営再建プログラム』を断行し、成し遂げなければ財政再建団体への転

落を回避することはできない。小手先のテクニックを駆使して、現在の財政状況を克服する

ことなど絶対に不可能である。それゆえに、不退転の決意で『経営再建プログラム』に取り

組むリーダーシップが求められている。 

再建団体に転落すれば、尼崎市民は、類似団体のなかで最低の行政サービスを、最高の税

率や受益者負担額で受け入れなければならなくなる。職員定数も社会福祉も公共事業も、抜

本的な構造改革を図らなければ、再建団体への転落という市民にとって最悪の結末を迎える

ことになってしまうのである。 

   市民にとってこの最悪の状況を回避する必要性をきちんと説明し、市民とともに経営再建

プログラムに取り組むリーダーシップがなければ、尼崎市の市民生活は壊滅するかもしれな

い。尼崎市役所の課題は、この経営再建プログラムの内容を市民と共有し、苦しい行財政改

革を市民と協働して成し遂げるところにある。三役や幹部職員はもとより、市役所の全職員

が市民の目線を意識して、この難局を乗り切ろうとする意識改革も必要である。市職員には、

甘えも許されないであろう。巨額の収支赤字を克服するとは、それほど大きな試練を意味す

るのである。この試練に市職員が対峙するとき、市の幹部職員に求められるのは強力なリー

ダーシップである。 

   経営再建プログラムにも説明されているように、「増加する要支援者に対する基本的生活を

守る施策展開を継続・充実」させていくセーフティネットには、十分に配慮しなければなら

ない。しかし、目の前の市民に対する気配りから、経営再建プログラムへの取組が鈍くなる

と、尼崎市の市民生活は、中長期的に取り返しのつかない事態になる。経営再建プログラム

に沿った改革を断行すべきである。 

   

                尼 崎 市 行 政 経 営 専 門 委 員 

                  石 原 俊 彦 関西学院大学産業研究所教授 

                  木 戸  湊  毎日新聞社専務取締役大阪本社代表 

                  竹 内 佐和子 東洋大学経済学部教授   

                  長 手  裕  プリンス海運㈱代表取締役社長   

                                 （５０音順） 
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＊

67 業務改善 職員定数の削減

休止 （職員新規採用の停止　※効果額は上記定数削減に計上）

67 業務改善 昇給制度の見直し

67 業務改善 再任用制度の見直し

67 業務改善 住居手当の見直し

67 業務改善 特殊勤務手当の見直し

68 業務改善 管理職手当の見直し

68 業務改善 通勤手当の見直し

68 業務改善 退職手当の減額

68 業務改善 福利厚生制度の見直し

68 業務改善 超過勤務手当の縮減

69 業務改善 外郭団体経営改善

69 廃止 外郭団体統廃合

70 転換 福祉事務所の統合

70 転換 保健センターの統合

70 転換 地域振興課の機能強化

70 転換 支所市民課､出張所の統合

70 転換 共同利用施設管理運営の見直し

71 転換 廃園幼稚園の活用

71 業務改善 市立幼稚園の見直し

71 縮小
市営住宅維持管理業務の見直し（市営住宅の集約化と跡
地売却）

71 転換 青少年センター機能の見直し

71 廃止 職員研修所の移転と跡地売却

72 転換 公園配置の見直し

72 転換 南武庫之荘地区土地分譲事業の見直し

72 転換 小・中学校の適正規模・適正配置による学校跡地の活用

72 業務改善 市立全日制高等学校の見直し

72 業務改善 市立定時制高等学校の見直し

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

(4)　老朽化している施設について、将来に
わたっての必要性を十分に精査し、存廃
を判断する。

(3)　民間や他の団体等と競合する施設の
廃止や運営形態の見直しを行う。

経営再建の執行方針経営再建の執行方針経営再建の執行方針経営再建の執行方針

(1)　再建期間中に、行政規模の類似した
都市を参考に職員定数を削減する。

２　外郭団体の
経営改善、統
廃合を進める。

(1)　外郭団体の業績を評価し、自立的な
経営改善を促進する。

(2)　外郭団体の使命を明確にし、存在意
義の薄れている団体の統廃合を行う。

３　公共施設の
再配置と統廃
合を進め、市
有財産の有効
活用を図る。

１　人件費の抑
制に努める

(1)　６行政区ごとや近隣区域に設置してき
た公共施設の抜本的な見直しを行う。

(4)　事務の必要性、処理方法を根本的に
見直し、職員の超過勤務を縮減する。

(2)　都市計画決定から年次が経過し、必
要性などが低下した計画の廃止・変更を
行い、不要となる財産の処分・活用を進め
る。

(5)　その他公共施設全般にわたって、今
日及び将来的視点から、必要性等を精査
する。

(2)　集中取組期間中は、職員の新規採用
は行わない。

(3)　責任の度合いと実績に応じた人事・給
与制度を実現するとともに、勤務条件等
の適正化を進める。
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＊

73 新規 新たな債権管理システムの検討

73 業務改善 ４種滞納整理の取組

73 業務改善 市営住宅維持管理業務の見直し（家賃徴収率の向上）

(2)　使用料及び手数料の適正化を図る。 73 新規 本庁舎来庁者用駐車場の有料化

73 業務改善 クリーンセンター使用料減免の見直し

74 業務改善 斎場使用料の改定

＊ 74 業務改善 保育料の改定

74 業務改善 住民基本台帳閲覧手数料の見直し

74 業務改善 印鑑登録証交付手数料の徴収

74 業務改善
市営住宅維持管理業務の見直し
（市営住宅敷地に駐車している車両の所有者等から使用料
を徴収）

75 業務改善
市営住宅維持管理業務の見直し
（付属駐車場の利用率の向上）

75 業務改善 建築物等関係事務手数料の改定

75 業務改善 市営住宅維持管理業務の見直し（修繕費用の適正な徴収）

75 業務改善 児童ホームの有料化

75 業務改善 競艇場ファン送迎用バスの見直し

76 転換 競艇場ファン駐車場整備の検討

76 廃止 固定資産税等賦課徴収業務における減免の廃止

(6)　その他 76 業務改善 差押不動産の早期換価

77 業務改善 男女共同参画課託児サービスの有料化

78 業務改善 コンピュータ運用業務のアウトソーシング

78 業務改善 情報化推進体制の見直し

78 業務改善 文書収受発送業務の見直し

78 業務改善 地域研究史料館事業のアウトソーシング

79 業務改善 職員研修事業のアウトソーシング

79 業務改善 税務証明発行業務の見直し

79 業務改善 公害パトロール業務の見直し

79 業務改善 本庁との事務連絡業務等の見直し（美化環境局）

79 業務改善 場内清掃・洗濯等業務の見直し

80 業務改善 公衆便所清掃管理業務の見直し

80 業務改善 家庭ごみ収集業務の見直し

80 業務改善 家庭ごみ収集体制及び委託比率の見直し

80 業務改善
クリーンセンターごみ処理施設維持管理事業の見直し
 (Ｈ１４～Ｈ１６)

81 業務改善
クリーンセンターごみ処理施設維持管理事業の見直し
(Ｈ1７～)

81 業務改善 みのり園のアウトソーシング

81 業務改善 まつば園のアウトソーシング

82 業務改善 保育所の環境改善及び民間移管

82 業務改善 あこや学園のアウトソーシング

82 業務改善 検診事業のアウトソーシング

83 業務改善 防疫所業務のアウトソーシング

83 業務改善 斎場維持管理事業のアウトソーシング

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

(4)　交付税の総額確保や適債事業の拡
大等財源の拡充について要望する。

(5)　税の減免廃止と新税の創設に向け検
討を進める。

５　事務事業を
ゼロベースで
再構築する。

(1)　民間において提供されているサービ
ス、代行できる業務は、公的関与の必要
性、市場原理の視点から見直し、民間移
管・委託を進め、効率化を図る。

(3)　収益事業収入の確保に向けた各種取
組を進める。

(1)　市税等の滞納整理に向けた全庁的な
取組の強化と条件整備を図り、税収等の
確保・拡大を図る。

４　財源の確保
を図る。
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＊

83 業務改善
女性･勤労婦人センター管理運営業務及び男女共同参画課
業務のアウトソーシング

83 業務改善 住民票発行業務(郵送業務）のアウトソーシング

83 業務改善 文化振興体制の見直し

84 業務改善 産業情報データバンク事業の見直し

84 業務改善 IT人材育成事業の見直し

84 業務改善 中央卸売市場早朝取引監視等業務の見直し

84 業務改善 中小企業勤労者福祉共済事業（福利事業の見直し）

84 業務改善 道路等維持管理事業のアウトソーシング　　　　　　　　　　　

85 業務改善 公園等維持管理事業のアウトソーシング　　　　　　　　　　　　　

85 業務改善 道路管理（明示）業務の見直し　　　　　　　　　　　

85 業務改善 放置自転車対策事業の見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

85 業務改善 交通安全教育事業のアウトソーシング　　　　　　

86 業務改善 下水施設管理事業（東部処理区）のアウトソーシング

86 業務改善 東部第1浄化センター施設管理業務のアウトソーシング

86 業務改善 下水施設管理事業（武庫川処理区）のアウトソーシング　　　　

86 業務改善 市営住宅維持管理業務のアウトソーシング

86 業務改善 校務員業務の見直し

87 縮小 公民館分館のアウトソーシング

87 業務改善 図書館管理運営事業のアウトソーシング

87 業務改善 田能資料館管理運営事業の見直し

88 業務改善 小学校給食調理業務の見直し

88 転換 生涯スポーツレクリエーション事業の見直し

88 業務改善 社会体育事業の見直し

88 業務改善 青少年いこいの家管理運営事業のアウトソーシング

88 業務改善
青少年センター管理運営事業（こども科学ホール）のアウト
ソーシング

89 業務改善
「美方高原自然の家」管理運営事業（「とちのき村」野外活
動事業含む）の見直し

89 業務改善 選挙事務の見直しと投票所数の検討

89 業務改善 生活保護事業の適正化

89 廃止 退職者互助会補助金の廃止

90 縮小 大学院派遣研修生調査研究費補助金の見直し

90 廃止 納税組合奨励金の廃止

90 業務改善 資源集団回収運動奨励金交付事業の見直し

90 縮小 重度心身障害者（児）介護手当の所得制限の導入

91 業務改善
在宅心身障害児及び重度知的障害者介護人派遣事業の事
業内容の検討

91 業務改善
心身障害者理容・美容無料出張事業の利用者負担金の導
入

91 廃止 小学生福祉施設体験学習の廃止

＊ 91 縮小 心身障害者（児）医療費助成事業の所得制限の見直し

＊ 92 縮小 入院生活福祉給付金給付事業対象者の見直し

92 縮小 心身障害者等市バス特別乗車証交付対象者の見直し　

92 業務改善 重度身体障害者リフト付自動車派遣事業の委託

93 休止

社会福祉法人「尼崎稲葉園」
社会福祉法人「尼崎武庫川園（カトレアの園・松の園）」
運営補助金の休止

＊ 93 業務改善 身体障害者更生施設等の利用に係る負担金の見直し

93 業務改善 日常生活用具給付品目の見直し

＊ 93 業務改善 知的障害者更生施設等の利用に係る負担金の見直し　

94 業務改善 敬老事業の敬老記念品の見直し

94 廃止 独居老人福祉電話事業の廃止

94 業務改善 老人クラブ活動補助金の国・県補助制度への転換

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

(3)　国・県の基準を上回る施策、市単独
個人給付事業、各種補助金等は、その必
要性を精査し、再構築を行う。

(2)　需要の伸びが著しい社会保障関連事
業の適正化に向けた対策を講じる。

(1)　民間において提供されているサービ
ス、代行できる業務は、公的関与の必要
性、市場原理の視点から見直し、民間移
管・委託を進め、効率化を図る。

５　事務事業を
ゼロベースで
再構築する。
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＊

95 縮小 在宅老人介護手当支給事業の見直し

95 業務改善 ねたきり老人理美容サービスの利用者負担金の導入

＊ 95 縮小 老人医療費助成事業の所得制限の見直し

96 転換
高齢者家事援助サービス事業の廃止
軽度生活援助事業の実施

96 廃止 高齢者生活支援デイサービス事業の廃止

96 業務改善 老人福祉センターＡ型の今後のあり方の検討

97 廃止 敬老金支給事業の廃止

97 廃止 市民福祉金給付事業の廃止

97 縮小
日本体育・学校健康センター共済掛金法人保育所設置者
補助金の削減

97 廃止
法人保育所開設用地取得貸付金に対する利子補給金の廃
止

98 業務改善 ベビーホーム委託料の削減

＊ 98 縮小 母子家庭等医療費助成事業の所得制限の見直し

＊ 98 廃止 児童福祉施設入所心身障害児徴収補助金の廃止

99 転換 法人保育所補助金(一般児加算)の削減と再構築

99 縮小 公立保育所児童障害等見舞金の金額の見直し

99 廃止 たじかの園使用料助成の廃止

99 廃止 被保護児童入進学祝品の廃止

100 廃止 通学服・体操服の支給の廃止

100 業務改善
市民検診事業の対象年齢等の見直しと肝炎ウイルス対策
の実施

100 縮小 胃がん・大腸がん検診事業の対象年齢の見直し

100 転換 特定疾患疾病見舞金の廃止と難病対策事業の再構築

101 廃止 アレルギー血液検査事業の廃止

101 廃止 気管支ぜん息り患児童医療費助成事業の廃止

101 業務改善 第２次救急病院群輪番制運営費補助金の削減

101 廃止 老人保健施設用地取得利子等補給金の廃止

102 転換 Ｂ型肝炎母子感染防止事業の廃止と再構築

102 廃止 国民健康保険料自主減免制度の見直し

102 廃止 納付組合奨励金（国保）の廃止

102 廃止 同和地区技能修得事業補助金の廃止

102 廃止 同和地区専修・各種学校奨励金の廃止

103 転換 尼崎同和対策雇用促進協議会補助金の見直し

103 休止 商店街・小売市場エコグリーン創造支援事業補助金の休止

103 休止 商業施設構造改善促進制度補助金の休止

103 縮小 商店街アーケード等維持管理事業補助金の見直し

104 縮小 商業地区まちづくり促進補助金の見直し

104 業務改善 市民農園整備事業補助金の見直し

104 休止 都市美形成助成事業の休止

104 休止 耐火建築物促進助成事業の休止

105 縮小 すまい・まちづくり促進事業の派遣期間等の見直し

105 転換 地域まちづくり人材育成モデル事業の見直し

105 縮小 杭瀬地区市街地再開発促進事業支援方法の見直し

105 廃止 市外盲ろう学校等児童生徒就学奨励補助金の廃止

106 廃止 養護学校宿泊訓練費補助の廃止

106 縮小
要保護・準要保護児童生徒就学奨励費の支給内容等の見
直し

106 縮小 修学援助金交付金の縮小

107 廃止 市立定時制高等学校修学旅行費補助事業の廃止

107 縮小 私立幼稚園就園奨励補助金の支給区分の見直し

107 縮小 私立幼稚園障害児教育振興助成金の支給対象の縮小

107 業務改善 私立幼稚園教育振興助成金の見直し

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

５　事務事業を
ゼロベースで
再構築する。

(3)　国・県の基準を上回る施策、市単独
個人給付事業、各種補助金等は、その必
要性を精査し、再構築を行う。
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＊

108 廃止 教育奨励金の廃止

108 廃止 教育奨励金受給生研究大会参加補助金の廃止

108 廃止
日本体育・学校健康センター共済掛金私立幼稚園設置者
補助金の廃止

108 廃止 市立定時制高等学校給食費補助の市単独部分の廃止

109 縮小
日本体育・学校健康センター共済掛金の保護者負担の見
直し

109 縮小 学校災害見舞金の縮小

109 廃止 学童等災害見舞金の廃止

110 継続 扇町・末広地区道路整備事業

110 継続 あまがさき緑遊新都心土地区画整理事業

110 継続 長洲久々知線立体交差等道路整備事業

110 継続 あまがさき緑遊新都心文化・交流施設等整備調査事業

111 継続 臨海西部土地区画整理事業の事業計画の見直し

111 休止 集会所建設費補助金の休止

111 休止 南塚口地区居住環境整備事業の休止

112 廃止 水洗便所改造資金助成金の廃止

112 休止 不燃化促進助成事業の休止

112 継続 築地地区震災復興事業

112 廃止 わが家の耐震診断推進事業の廃止

113 継続 戸ノ内住宅地区改良事業

113 継続 戸ノ内地区密集住宅市街地整備促進事業

(6)　その他 113 業務改善 市長・助役秘書業務の見直し

113 休止 姉妹・友好都市への青年団派遣事業の休止

114 業務改善 市報あまがさき発行事業（特集版）の見直し

114 廃止 ガイドマップあまがさき等の廃止

114 業務改善 PRシートの改善

114 縮小 都市環境デザイン検討事業の見直し

115 業務改善 電子計算機に係る情報処理基盤の更新

115 業務改善 郵便物のバーコード化対応

115 縮小
尼崎２１世紀の森構想推進事業（推進母体への支援）の見
直し

115 業務改善 ＩＰ電話導入についての検討

115 業務改善 本庁舎維持管理業務の効率化

116 業務改善 空調エネルギー削減

116 廃止 口座振替済通知書の廃止

116 業務改善
簡易測定等の見直し及び
測定機器等の更新

116 業務改善 予防接種事業（麻しん）の委託料単価削減

116 廃止 市内公共施設見学会開催事業の廃止

117 業務改善 戸籍事務のシステム化

117 縮小 市民まつりの見直し

117 廃止
こころ豊かな兵庫をめざす県民運動実践事業費助成の廃
止

117 廃止 地域文化振興事業調査研究委託の廃止

117 廃止 市民運動調査研究委託の廃止

117 廃止 退任社協会長記念品の廃止

118 業務改善 計量思想啓発業務の見直し

118 業務改善 消費者啓発講座及び講演会開催事業の見直し

118 業務改善 地球にやさしいくらし方等推進事業の見直し

118 転換 国民健康保険事業費会計繰出金（財政健全化分）の見直し

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

５　事務事業を
ゼロベースで
再構築する。

(3)　国・県の基準を上回る施策、市単独
個人給付事業、各種補助金等は、その必
要性を精査し、再構築を行う。

(4)　一律給付的な事業は、所得や自立
度、健康度などの尺度で再評価する。

(5)　国、県の補助金に関わらず、市の経
営再建の取組を優先するため、既定事業
の休止、計画の変更等の見直しを行う。
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＊

119 廃止 国民健康保険料口座振替済通知等の廃止

119 業務改善 労働者文化教養事業の見直し

119 業務改善 小規模企業勤労者文化教養事業の見直し

119 転換 海外ビジネス交流支援事業の見直し

119 縮小 中小企業経営専門相談事業の見直し

120 業務改善 中小企業診断事業の見直し

120 業務改善 事業所景況調査事業の見直し

(6)　その他 120 廃止 下水道事業会計補助金の一部見直し

120 転換 花のまちあまがさきチューリップ植栽事業の転換

120 業務改善 緑の普及啓発事業の見直し

121 業務改善 体育館等運営事業の見直し

121 業務改善 除害施設監理業務の見直し

121 廃止 畜産環境改善事業の廃止

121 業務改善 火災予防業務の見直し

121 業務改善 消防団交付金の見直し

122 業務改善 尼崎市まとい会交付金の見直し

122 新規 救急活動業務の改善

122 業務改善 発信地表示システム関連事業の見直し

122 縮小 教育・総務課業務の見直し

122 転換 同和地区教育事業の廃止・転換

123 廃止 学級経営事業の見直し

123 業務改善 学校教職員表彰の見直し

123 業務改善 外国語指導助手の報酬等の見直し

123 休止 研究指定事業の休止

124 廃止 教職員教育研究課題研究事業の廃止

124 縮小 「総合的な学習」推進事業補助金等の見直し

124 転換 「いきいき学校」応援事業の実施

125 転換 学力向上推進事業の転換

125 廃止 スクールギャラリー事業の廃止（予算執行方法の見直し）

125 業務改善 市立高等学校進路指導の見直し

125 廃止 生徒指導研究員経費の廃止

126 廃止 中学校卒業生無業化防止対策事業の廃止

126 業務改善 障害児学級介助謝礼金の見直し

126 縮小 教職員講師謝礼の見直し

126 業務改善 教育情報誌の発行方法等の見直し

126 廃止 戦前教育史編纂事業の終了

127 新規 心の教育強化支援事業の転換

127 業務改善 私立大学等入学支度金貸付収納事務の見直し

127 転換 中学校図書館事業の充実

127 業務改善 市立尼崎高等学校体育科入学者選抜医師謝礼の縮小

127 業務改善 市立尼崎高等学校第２体育館等施設管理業務の見直し

128 業務改善
市立高等学校守衛業務の改善（尼崎高、尼崎東高、尼崎産
業高、尼崎工業高）

128 業務改善 市立高等学校守衛業務の改善（城内高）

128 業務改善 すこやか子育て支援事業の改善・拡大

128 縮小 学校医数の見直し

128 廃止 プール管理講習会の廃止

128 業務改善 学校園ごみ収集回数の縮小

129 廃止 中学校食堂モデル事業の終了

129 休止 歴史博物館資料収集業務（資料取得基金の減額）の見直し

129 転換 生涯学習フェア開催事業の見直し

129 業務改善 学校開放運営事業の見直しと受益者負担の導入

129 業務改善 地区体育館等施設運営事業（参加者負担金）の見直し

130 廃止 青少年健全育成市民運動事業の廃止

130 転換 児童育成環境整備事業の拡充に伴う児童館の廃止

130 縮小 補導所の見直し

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

５　事務事業を
ゼロベースで
再構築する。
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＊

131 縮小 少年補導委員定数の見直し

131 廃止 少年指導協力員制度の廃止

(6)　その他
131 廃止

ヤングアカデミー等事業（中・高校生パソコン講座事業含
む）の廃止

131 廃止
青少年スポーツ活動事業（夏休みスポーツ体験教室事業）
の廃止

132 休止 青少年野外活動事業の休止

132 業務改善 常時啓発事業、選挙事務における執行体制の見直し

(2)　新たな土地の取得は極力抑制する。

133 業務改善 土地開発公社健全化計画の取組

134 新規 新たな行政経営システムの確立と発展

134 新規 経営推進会議に係る資料等の公開

134 新規 市民のまちづくりの参加の促進

135 新規 パブリックコメントの実施

135 新規 行政水準の比較公表

135 新規 ネット・モニターアンケート制度の実施

135 新規 ホームページ資料室の充実

135 業務改善 外郭団体の公文書公開の促進

136 業務改善 付属機関の会議等の公開

136 業務改善 契約締結業務の見直し

136 業務改善
老人クラブ研修バス助成事業契約における競争入札等の
導入

136 業務改善
防災センター耐震性緊急用貯水槽保守点検業務の契約方
法見直し

137 業務改善
北部防災センター耐震性緊急用貯水槽保守点検業務の契
約方法の見直し

137 新規 尼崎の新しい発展を目指す具体的方策の検討

137 新規 ものづくり高度化特区等構造改革特区の検討・提案

137 転換 新規産業施策を企画・立案し推進する体制の整備

137 新規 市外からの企業誘致施策の検討

(4)　その他
138 業務改善

地域研究史料館収蔵史料のインターネットでの公開、閲覧
請求受付検討

138 業務改善 民間団体への派遣研修

138 新規 電子自治体推進事業の推進

のある事業は、1５年度中に精査し、検討するもの

(3)　尼崎の将来の発展に向けた具体的な
政策の評価手法を確立し、人口の定着化
や新産業の創出など、まちの魅力と価値
を高める各種施策を戦略的に展開できる
体制・制度づくりの取組を進める。

(3)　土地開発公社など外郭団体の負債の
抑制に努める。

(1)　事務事業評価システムを運用し、行
政運営のなかにPDCAサイクルを定着化
させる。また、的確に地域課題を把握する
ためのマーケティング手法を整備し、顧
客・成果志向、市場原理の活用、権限委
譲などニュー・パブリック・マネジメントの
考え方に基づく行政経営システムを確立
する。

(2)　入札制度・契約制度の改革を行う。

(1)　既存の開発事業を見直し、計画の変
更などを行うことによって、負債の拡大を
抑制する。

７　新たな経営
システムの確
立と、まちの価
値を高める取
組を進める。

５　事務事業を
ゼロベースで
再構築する。

６　負債の抑制
に向けた取組
を進める。
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